
 

 

 

 

 

 

 

 

 

流域委員会に対して頂いた意見 



- 1 -

２００７年１０月９日

木曽川水系流域委員会

委員長 辻本哲郎 様

委員各位

徳山ダムをやめさせる会

共同代表：在間正史・伊藤達也

意 見 書

私どもは、木曽川水系における水資源政策及び治水事業のあり方、とりわけ「徳山ダム

建設事業」に疑義をもち、学習や提言などを行ってきた団体です。

昨年来中部地整で進められている「木曽川水系河川整備計画策定の進め方 、その中に位」

置づけられている「木曽川水系流域委員会」については、 年河川法改正において河川1997
法に「１６条の２」が設けられた本来の趣旨に合致するものであるかどうか疑問を抱いて

いることから、これまで意見書等は出してきませんでした。

しかし、今般、貴委員会が「徳山ダムに係る木曽川水系連絡導水路」に関して集中的に

審議する旨の発表があったので、この問題に関する意見を中心として、意見書を提出いた

します。

河川整備計画は、今後２０年～３０年の河川（水系）のあり方を決めていくものです。

特に「予算の配分」に関して、大きな意味を持ちます。木曽川水系において、真に必要と

されている河川事業（治水事業）は何なのか、の優先順位を誤ってはなりません。

「無駄な公共事業」は単に「税金の無駄遣い」であるのみならず、真に必要な洪水対策

を遅延させます。そうであれば「無駄な公共事業」を優先させるような河川整備計画の策

定は ときには甚大な水害被害による人命被害をもたらす結果に繋がります この施設 事、 。「 （

業）は、ないよりはある方がマシかもしれない」という程度の認識で新規事業を認めるこ

とは許されません。

委員各位におかれましては 「来年度予算編成」という行政の都合に追い立てられること、

なく、木曽川水系流域住民の現在の苦しみと未来への希望を十分にお酌み取り下さり、慎

重な審議をされますことを、切にお願いいたします。

なお、中部地による資料提示（ 導水路計画案 「たたき台 ）から、まだあまり時間が経「 」 」

っていませんので意見の全部は書き切れていません。今回に引き続き、次回以降も意見書

を出していく所存です。

徳山ダムをやめさせる会

連絡先：事務局次長 近藤ゆり子（徳山ダム建設中止を求める会・事務局長）

TEL/FAX 0584-78-4119 外出時のみ携帯：090-8737-2372

〒503-0875 大垣市田町一丁目２０－１
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第７回木曽川水系流域委員会への意見書（構成）

１．木曽川水系連絡導水路計画の問題点

伊藤達也（金城学院大学現代文化学部）

＜水資源環境学会に投稿中＞２．人口減少時代の水道事業と水資源政策

＜ 名古屋都市センターのシンポにて発表＞低成長・人口減少時代の水資源政策 070622

富樫幸一（岐阜大学地域科学部）

３．木曾川水系連絡導水路計画の見直しを要望いたします

田中万寿

４．一揖斐川流域住民より辻本哲郎委員長へ（手紙）

近藤ゆり子

＜添付資料＞

（１） 国土審議会水資源開発分科会木曽川部会への意見書からの抜粋2004.5.11
４．揖斐川の水害対策の下での徳山・横山ダムの新洪水調節計画案の問題点

在間正史

５．揖斐川流域住民として訴える－Due Processの保障を－

近藤ゆり子

治水と住民参加」（２）淀川水系流域委員会への意見書（７３８） 「

近藤ゆり子

http://www.yodoriver.org/iken_shuu/bessi/bessi_738.pdf



木曽川水系流域委員会殿                    2007 年 10 月 4 日 

 

「木曽川水系連絡導水路計画の問題点」の提出にあたって 

  

                       伊藤達也（金城学院大学現代文化学部） 

 

 今回、貴委員会に意見書「木曽川水系連絡導水路計画の問題点」を提出させていただき

ます。題名からも明らかなとおり、これは木曽川水系河川整備計画全体を見通した意見書

ではありません。貴委員会と同時並行に行われ、8 月 22 日に最終案が発表された木曽川水

系連絡導水路計画だけを対象にした意見書です。しかし、内容としては貴委員会で議論さ

れているテーマに関わる点が多いと考え、あえて提出させていただくことにしました。 

 大変申し訳なく思っておりますのは、8 月 22 日に木曽川水系連絡導水路最終案が発表さ

れてから執筆を開始したため、まだ意見書として完成していない点と、同じく限られた時

間で書かせていただいたため、十分な推敲が済んでおらず、ところどころに形式の不統一

がある点です。時間の制約が理由であるにしろ、本来ならば許されることではありません。

ここに深くお詫び申し上げます。 

 今回提出させていただいた意見書において課題として残されていますのは、木曽川にお

ける河川水利秩序のあり方における私たちの見解、特に正常流量の確保をめぐる問題点の

指摘に関してです。これにつきましてはできるだけ早く見解をまとめ、貴委員会に提出さ

せていただく予定にしており、本意見書の目次では「Ⅴ．正常流量の確保問題（未完成）」

と表記させていただきました。 

 正常流量につきまして、今、私たちが考えている問題点を箇条書きに指摘させていただ

くとすれば、①木曽川において木曽成戸地点で 50m3/sec を通年で維持しようとしている素

案はあまりにも大きな流量であり、かつ木曽川における水利用の歴史性を無視するもので

あること、②その一方で長良川において長良川河口堰下流への放流量が 4m3/sec（アユの

非降下期）である点（正常流量としては忠節地点 26 m3/sec ですが、長良川河口堰が

22.5m3/sec の開発水量を持っている点から、実際に長良川河口堰を経由して放流される水

量は 4m3/sec に限定されると考えられます）は、長良川の河口域の環境を考えた場合、過

少であること、③揖斐川における正常流量を万石地点 30m3/sec とすることは揖斐川の河川

規模からして考えられないほど膨大な流量であること、④何よりもこうした正常流量の確



保を徳山ダム並びに木曽川水系連絡導水路によって果そうとしている点、です。河川環境

の改善を主目的とする正常流量の確保において、ダムでその水を確保しようとする案は、

ダム建設並びにその関連施設建設に伴う環境への影響を無視したものです。 

これらにつきましてできる限りの検討を重ねた上で改めて意見書を提出させていただ

く予定です。なにとぞご理解の上、ご査収いただけますようお願い申し上げます。失礼し

ます。 

 



 

 

 

 

 

木曽川水系連絡導水路計画の問題点 

           

 

 

            伊藤達也（金城学院大学現代文化学部） 
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Ⅰ．異常渇水時の河川環境の改善の問題 

はじめに 

１．国交省による説明 

２．改善される河川環境の効果が具体的に示されていない 

（１）何をどれくらい守るのかが明らかでない 

（２）連絡導水路にかかる費用算定に根拠がない 

３．連絡導水路事業は決して環境に優しくはない 

（１）揖斐川を根本から破壊した徳山ダム 

（２）個別項目の検討 

４．異常渇水との向き合い方 

（１）異常渇水とは何か 

（２）異常渇水時における河川環境保全の考え方 

 

Ⅱ．新規利水（安全度向上分）の補給の問題 

はじめに 

１．国交省による説明 

２．木曽川水系フルプランの破綻 

（１）木曽川水系の都市用水使用量は減少している 

（２）利水安全度の低下に対するコメント 

３．名古屋市・愛知県にとって連絡導水路の水はいらない 

（１）名古屋市は徳山ダムも長良川河口堰もいらない 

（２）愛知県は徳山ダムがいらなくなる 

（３）名古屋市の工業用水は目的にならない 

 

Ⅲ．渇水対策容量の問題 

はじめに 

１．渇水対策容量が徳山ダムに設定された経緯 

２．渇水対策容量とは何か 



 2

（Ⅰ）概説書による渇水対策容量の説明 

（２）実際に渇水対策容量を有するダムの事例 

（３）2つのタイプの渇水対策容量の運用方法 

（４）2つのタイプの渇水対策容量の費用負担 

（５）徳山ダムに確保された渇水対策容量の目的 

３．渇水対策容量は必要ない 

（１）正常流量の確保を目的とした渇水対策容量は今すぐ止めるべきである 

（２）都市用水補給を目的とした渇水対策容量も基本的に必要ない 

４．徳山ダムに設定された渇水対策容量の解釈の変遷とごまかし 

（１）元々異常渇水時の都市用水対策として考えられていた渇水対策容量 

（２）異常渇水時の都市用水対策理解を助長した国交省（旧建設省） 
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１．水系総合運用の効果 

２．水系総合運用のシミュレーションの内容 

３．水系総合運用とはダム・河口堰だけの総合運用のことである 

（１）河川自流依存団体が排除されている水系総合運用 

（２）農業用水問題を議論しない木曽川水系流域委員会 

４．水系総合運用はさらに導水路を必要とする 

（１）木曽川水系連絡導水路計画における長良川河口堰未利用水をめぐる攻防 

（２）対応に苦慮する愛知県 

５．渇水対策容量、不特定容量の運用をめぐる問題 

（１）渇水対策容量、不特定容量の目的外使用に伴う矛盾の発生 

（２）本来の目的（河川環境の改善）の喪失 

６．発電専用容量（徳山ダムの底水容量）の使用 

Ⅴ．正常流量の確保問題（未完成） 
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Ⅰ．異常渇水時の河川環境の改善の問題 

 

はじめに 

 

 木曽川水系連絡導水路（以下、連絡導水路という）は揖斐川から長良川を経由して木曽

川までの延長約44kmのトンネルを言う（図１）。このトンネルは口径約4mで最大20m3/sec

の水を導水する機能を持つ。2015（平成27）年度完成予定で、総事業費890億円の巨大プ

ロジェクトである。 

 連絡導水路には 2 つの目的がある。1 つは、今年度末完成予定の徳山ダムに設定された

「渇水対策容量」の水（5,300 万 m3のうちの 4,000 万 m3）を木曽川、長良川に導水して木

曽川、長良川の河川環境の改善を行うことであり、もう１つは、徳山ダムで開発された愛

知県及び名古屋市の都市用水4m3/sec を木曽川で取水できるように導水することである。 

導水ルートとしては、これまで「徳山ダムに係る導水路検討会」（以下、導水路検討会とい 

資料）国土交通省中部地方整備局（2007b）より引用 

図１ 木曽川水系連絡導水路の概要図 
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う）において上流案、下流案の 2案が検討されてきたが、2007 年 8 月 22 日に開催された

第7回導水路検討会において、基本方針として上流案が採択されるとともに、さらに補給

水の一部を長良川へ流し、下流で木曽川に戻す「上流分割案」が修正採択された（図１）。 

本計画に対してマスコミの一部では「渇水緩和」「コスト減」「長良川に必要な流量確保」

といった、計画案を肯定的に捉える言葉が紙面を飾り、事業の本格スタートを歓迎した（中

日新聞2007年 8月 23日）。 

 しかし、連絡導水路の目的、それを支える説明根拠を見ていくと、本計画がわが国の水

資源開発計画の中でも、最もずさんな問題だらけの計画であることに気づかされる。本章

では本計画の第1の目的である「異常渇水時の河川環境の改善」の問題について見ていく。 

 

１．国交省による説明 

 

 国交省による連絡導水路事業による河川環境の改善効果の説明は次のとおりである。「木

曽川水系の異常渇水時において、徳山ダムに確保された渇水対策容量の内の4,000万 m3の

水を木曽川及び長良川に導水することにより、木曽川成戸地点で約40m3/secを確保し、河

川環境の改善を行う」（国土交通省中部地方整備局（2007）『徳山ダムに係る導水路検討会

（第7回）説明資料』（以下、「説明資料」という））。 

 さらに『徳山ダムに係る導水路検討会（第7回）参考資料』（2007）（以下、「参考資料」

という）には、より具体的な河川環境の改善効果が記されている。それによると、まず上

流案による改善効果の説明として、河川環境の改善範囲は木曽川河口から約60kmに及び、

効果としては、①動植物の保護、②景観の維持、③減水区間の解消、が挙げられている。

動植物の保護の内容は、木曽川の代表的な魚種であるアユ、ウグイ等の産卵区域である

50km 付近において、産卵に必要な流量約 40m3/sec が概ね確保されることと、木曽川下流

部の代表的な生物であるヤマトシジミの生息区域である0～15km付近において、流量の減

少に伴う塩分濃度の上昇や溶存酸素の低下が軽減されることであり、一方、景観の維持に

ついては、国営木曽三川公園三派川地区において、河川らしい景観が維持されること、で

ある。 

 さらに今回採択された長良川への導水を含めた上流分割案の説明では、①川枯れ・瀬切

れの解消、②動植物の生育への影響の軽減、③舟運への影響の軽減、④河川の水質悪化の

軽減が挙げられている。上流案の説明に追加すべきものとしては、1994年渇水時に生じた
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日本ライン下りの欠航や長良川の鵜飼いに対する影響を軽減できるとした舟運への影響の

軽減がある。 

 さて、こうした内容の効果に対して、私たちは以下の点を問題点として指摘したい。①

改善される河川環境の効果が具体的に示されていない。②連絡導水路事業は決して環境に

優しくはない。その上で異常渇水との向き合い方について提案する。 

 

２．改善される河川環境の効果が具体的に示されていない 

 

 異常渇水時であろうとなかろうと、高度成長期以来悪化を続けてきた河川環境を改善す

るために何らかの対策を必要とすることは当然のことであり、私たちはそのことを否定す

るものではない。逆に日常的に河川環境の改善に努力し、ダムや河口堰によって分断され、

高堤防によって見えなくなってしまった川を、再び自然の流れに戻し、かつ人々から見え

るようにしていくことには大賛成である。 

しかし、今回の連絡導水路計画はそうした私たちの思いとは全く異なる、造ってしまっ

たがために使用実績、効果を示さざるを得ない徳山ダムのツケを払うだけのものに過ぎず、

河川環境の改善という言葉とは全く異なったものである。以下でそのように考える理由を

述べていく。 

 

（１）何をどれくらい守るのかが明らかでない 

 

「説明資料」並びに「参考資料」では、異常渇水時に連絡導水路を使って最大16m3/sec

の水を木曽川、長良川に流すことによって、動植物が保護され、景観が維持され、減水区

間が解消し、舟運への影響が軽減し、河川の水質悪化が軽減するといったように、大きな

効果の上がることが説明されている。 

 しかし、この説明には大きな疑問がある。確かに異常渇水時に流量の減少した河川に補

給水を流せば、それによって動植物が保護され、河川の水質悪化が軽減されることもある

だろう。しかし、「説明資料」、「参考資料」には対象とすべき渇水被害の内容及び事業に伴

う具体的効果が示されておらず、連絡導水路のような巨大事業をしてまで行わなければな

らないことの説明が全くなされていない。この疑問に答えるためには、異常渇水時に具体

的に影響を受ける動植物種の影響の程度と、各種改善項目の具体的な効果（経済的効果、



 6

非経済的効果を含めて）が定量的に示されなければならないはずである。 

 この点については、近藤昭一民主党議員が2007年 6月 12日に国会に提出した「質問第

378 号 徳山ダムに係る木曽川連絡導水路事業の目的と効果に関する質問主意書」（以下、

質問主意書という）の中で、河川環境の改善効果目的の対象とする1994年異常渇水時の河

川環境被害について、その内容並びに補給水による改善効果の内容を求める質問をしてい

る。しかし、それに対する答弁書（内閣総理大臣安部晋三「衆議院議員近藤昭一君提出徳

山ダムに係る木曽川連絡導水路事業の目的と効果に関する質問に対する答弁書」（以下、答

弁書という））では、徳山ダムから、異常渇水時に「緊急水を補給することにより、木曽川

の河川環境の改善にどのような効果があるかについて定量的に把握するため、平成18年度

及び平成 19 年度の予算において措置された木曽川水系連絡導水路事業に係る調査費等に

より、調査等を行っているところである」と述べるにとどまっており、国交省は渇水被害

またはその改善効果に関する何らかの定量的な把握を本連絡導水路事業のスタート時点に

おいて全くしていないことが明らかとなる。 

 公共事業が実施される大前提として、どれだけ渇水被害が現れたとしても、その対策費

用を上回る効果、便益（この場合、渇水被害の緩和）が提示されない限り、その事業を実

施してはならない。まして被害状況が把握されていない状況において、本連絡導水路事業

は計画の前提から破綻している。そういう状況であるにも拘らず本連絡導水路事業が成立

してしまう根拠を次に見ていく。 

  

（２）連絡導水路にかかる費用算定に根拠がない 

 

 8月 22日に開催された第7回導水路検討会において、本連絡導水路事業の総事業費は約

890 億円と説明された。これは治水範疇で実施される異常渇水時の緊急水補給（河川の環

境改善）と愛知県、名古屋市の新規利水（都市用水供給）を含む導水路の建設費である 1）。 

費用便益分析は緊急水補給、新規利水のそれぞれの目的において費用便益比率（Ｂ／Ｃ）

が１を上回る必要がある。表１は国交省が木曽川水系連絡導水路事業の異常渇水時の緊急

水補給の費用対効果分析を行った結果を示したものである。計画の時期、タイミングによ

って数回計算が行われており、多少数値が異なっているが、いずれの計算においても費用

が900億円前後に対して、便益が1,000億円を上回っており、Ｂ／Ｃが１を超えることか

ら、緊急水補給を目的とした事業は公共事業として成立するという結果になっている。Ｂ 
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表１ 木曽川水系連絡導水路事業の費用便益 

 

 資料名 

 

発表年月日

総事業費

 

（億円）

総便益 

（Ｂ） 

（億円）

費用 

（Ｃ） 

（億円） 

 

Ｂ／Ｃ

平成 17 年度予算概算要求に係

る個別公共事業評価書 

2004年 

8月 24日 

900 1,064 873 1.2 

平成 18 年度予算に向けた国土

交通省所管公共事業の事業評価

について（財務省原案内示時点） 

2005年 

12月 20日

900 1,223 943 1.3 

資料）国土交通省（2004）「平成17年度予算概算要求に係る個別公共事業評価書」、国土交通省（2005）

「平成18年度予算に向けた国土交通省所管公共事業の事業評価について（財務省原案内示時

点）」国土交通省HPより作成 

 

／Ｃが１をわずかに超えるに過ぎない点からすれば、公共事業の優先順位としてはかなり

低く、また計算次第によって値は１を割り込みかねず、その点で本事業の危うさを物語っ

ているとも言えるが、それ以上に問題なのは、渇水被害の把握がされていない状況で本計

算がどのように行われ、Ｂ／Ｃが１を超える結果になったかである。 

 国交省は2002年 3月 22日の省議決定「国土交通省政策評価基本計画」に基づき、予算

要求にあたって、新規事業採択時評価及び再評価を義務付けている。表１の計算はこの省

議決定に従って行われたものである。その中で事業の予算化の判断に資するための評価（新

規事業採択時評価）を実施する際には、費用対効果分析を行うとともに事業特性に応じて

環境に与える影響や災害発生状況も含め、必要性・効率性・有効性等の観点から総合的に

評価を実施するとしている。 

費用対効果分析における効果把握の手法としては、河川・ダム事業では代替法またはＣ

ＶＭ（仮想市場評価法）を採用している。代替法とは「事業の効果の評価を、評価対象社

会資本と同様な効果を有する他の市場財で、代替して供給した場合に必要とされる費用に

よって評価する方法」であり、一方ＣＶＭは「アンケート等を用いて評価対象社会資本に

対する支払意思額を住民等に尋ねることで、対象とする財などの価値を金額で評価する方

法」のことを言う（国土交通省2004）。 

 環境経済学の進展により、ダムや河口堰等各種公共事業の実施時において、これまでの
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経済的費用把握の比較的容易な項目に加えて、環境影響等経済的把握の困難であった項目

も少しずつではあるが、その数値化、定量化が可能になってきている。国交省が河川・ダ

ム事業においてＣＶＭを把握手段として提示しているのも、そうした環境影響の定量的把

握が不可欠であることを理解しているからであると思われる。 

 しかし、今回の連絡導水路事業の費用対効果分析ではそうした環境影響の数値化、定量

化を内に含んだ方法ではなく、代替法が採用されている。国交省の説明によれば、代替法、

ＣＶＭのどちらを採用してもよいという規定から代替法の採用に至ったとのことだが、以

下で見るように、国交省が環境影響を全く取り込んでいない代替法を採用したのには明ら

かに意図があり、そこには本事業計画の致命的な欠陥が存在する。 

代替法とは上述したように、ある事業の効果の評価を、同様な効果を有する別の事業の

費用との比較で行う方法である。具体的に言えば、木曽川水系連絡導水路事業の場合は木

曽川水系に同等の貯水容量を確保した場合の費用、つまり、徳山ダムに確保された渇水対

策容量のうち連絡導水路に流される4,000万m3と同等の容量を持つ別のダム（具体的には、

総貯水容量4,590万 m3、渇水対策容量4,000万 m3のダム）の建設費用を算出して、連絡導

水路事業の費用と比較しているのである（国土交通省2004）。 

被害額が全くわからず、なんとなく被害が出ているようなので、導水路で徳山ダムから

水を持ってくるか、新しいダムを造って水を供給するかを比較して、導水路の方が安いか

らこの計画の方がよい、ということなのである。ここには本来の目的とすべき渇水被害の

大きさを把握するという手続きが完全に抜け落ちており、代替法が費用対効果分析の本来

の目的と全く合致しない手法であることがわかる。 

 

３．連絡導水路事業は決して環境に優しくはない 

 

 連絡導水路事業に対する批判は前節で述べた内容で十分であり、このような稚拙なレベ

ルで組み立てられた計画をそれ以上検討する意味は全くない。しかし、マスコミの報道を

見ると、「長良川に必要な流量確保」「生き物に利点」（中日新聞2007年 8月 23日）、「長良

川渇水時の環境改善」（岐阜新聞2007年 8月 23日）といった見出しが躍り、連絡導水路事

業があたかも環境に優しい事業であるかのような印象を受けてしまう。従って本節では具

体的に事業計画の内容に入って、個別目的の妥当性についての検討を行う。 
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（１）揖斐川を根本から破壊した徳山ダム 

 

 ここでまず指摘しておきたいのは、国交省におけるダムや河口堰の環境影響に対する認

識の鈍さである。ダムや河口堰は河川生態系を根本から破壊する。現在、わが国に限らず、

世界的にダムや河口堰といった河川に関わる巨大公共事業が批判されている最大原因の 1

つに環境影響があることは疑いようのない事実である（伊藤2005）。 

 従って本連絡導水路事業のように、ダム建設を前提にして河川環境を改善するというの

は言葉の意味からして矛盾している。いかにダムや河口堰を造らないようにするか、また、

造ってしまったダムや河口堰の環境影響をいかに軽減するかが問われているのであり、ダ

ムを造って環境改善を図ろうとする事業に、環境改善という目的は全くもって不適切であ

る。木曽川水系連絡導水路に当てはめて考えれば、「木曽川水系連絡導水路事業は徳山ダム

によって揖斐川の河川生態系を根本から破壊し、その上でほとんど被害把握のされていな

い木曽川の異常渇水被害を緩和させるための事業である」となる。国交省は、徳山ダムは

既に建設された事業であり、その有効利用を図る、と言うかもしれないが、上述してきた

とおり、本連絡導水路事業はそれだけでも数百億円、関連事業を含めると1,000億円に及

ぶ巨大公共事業である。その点において、「できてしまったから」という論理は全く通用し

ない。建設が進み、本体の完成している徳山ダムについては、これ以上の追加コストのか

からない運用方法の改良によって、別途、環境改善目的を持たせるべきである（例えば利

水目的を放棄して治水専用ダムにすることや、伊勢湾の環境改善に向けた放流方法を取り

込む等）。 

 

（２）個別項目の検討 

 

次に異常渇水時の河川環境の改善で掲げられている、動植物の保護、景観の維持、減水

区間の解消、舟運への影響の軽減、河川の水質悪化の軽減について見ていく。 

 

a）減水区間の解消、河川の水質悪化の軽減は果される 

 改善項目の中の減水区間の解消や河川の水質悪化の軽減は、連絡導水路により異常渇水

時にも木曽川12m3/sec、長良川4 m3/secの流量が確保されることになれば、その流量に応

じて目的を果すことになるであろう。しかし、連絡導水路事業が木曽川へ20m3/sec 補給す
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る案から 16m3/sec への減量、さらには木曽川 12m3/sec、長良川 4 m3/sec の補給に変更さ

れたことなどを見ても、掲げられている流量が目的を果すために十分かどうかはわからな

い。逆に計画作成の最終段階になってこのような変更が容易にされてしまう点において、

元々減水区間の解消や河川の水質悪化の軽減については、具体的な計画の下で補給水量が

計算されていたわけではないこと、目的としては決して順位の高いものではないことが明

らかとなる 2）。 

 

b）動植物の保護は果されるのか 

 環境改善目的の中で最も重視されていると思われる動植物の保護については、私たちは

専門家でなく、的確な判断を下すことができない。しかし、その上でまず1つの考え方を

提示し、それを前提に検討をしてみたい。 

 河川における水の流れとは元々どういうものなのか。簡単に述べると、大雨が降れば水

量が増え、晴天の日が続けば河川流量は減少する。そのように考えれば、河川流水が増え

たり、減ったりするのは自然の営みである。従ってそうした河川流水の変動を前提に生息

している動植物において最も望ましいのは、できる限り自然状態に近い河川流量にあるこ

とであり、国交省の言うような、異常渇水時にも河川に一定程度の流量を確保することで

はない。自然の営みにおいても河川流量の極端な減少がないわけではなく、逆に本来の流

況を超えて流量を増強することは決して自然ではない。もちろん、河川流量が極端に減少

することによって川枯れや瀬切れが発生して、アユやウグイなどが産卵できない事態が生

じれば、それは問題として認識される必要があろう。しかし、それも自然流況下で発生し

たのならば、1つの自然であり、私たちが対策を採るべきものではない。 

 ここで問題となるのは木曽川の異常渇水時の川枯れや瀬切れ、さらには極端な河川流量

の減少に人為的な影響が大きく関わっているかどうかである。人為的な影響が強く関わっ

ているとされた場合、それに対処すべきという判断は、環境改善という目的において確か

に無視できない。しかしそれとても、環境面、経済面からの総合的な見地から判断は下さ

れるべきである。環境面での改善が期待される場合でも、その期待を大きく超える費用負

担がかかれば、それはすべきではないだろうし、まして、そうした対策をダムや河口堰を

造って果すというのは論外である。ある場所の環境問題を、別の場所の環境問題に移し変

えるだけの方法に、本来、問題解決や問題改善という呼称を用いるべきではない。 

さらにここで木曽川における異常渇水時の極端な河川流量の減少をもたらしている人
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為的原因を明確にしておきたい。木曽川で極端な河川流量の減少をもたらしているのはダ

ム開発によるものではなく、農業用水をそのほとんどとする河川自流依存団体の取水行為

である。木曽川においてダム依存団体は今渡地点100m3/sec 以下の河川流量から取水でき

ないルールになっており、連絡導水路事業が対象とする極端な河川流量の減少には全く関

与していない。つまり、木曽川でどれだけ水資源開発が進んでも川枯れ、瀬切れとは何の

関係もないのである 3）。その点で「参考資料」の中で木曽川の水資源開発が進んでいるこ

とを前提にして河川環境改善の必要性を述べている文章は、こうした理解に欠けたものと

言わざるを得ない 4）。 

従って、異常渇水時において動植物に著しい影響が出ており、そのための対策を多くの

人たちが求めており（これはＣＶＭ等によって明らかにできる）、かつその対策が渇水被害

を効果的に緩和する場合においてのみ、動植物の保護に関わる対策が実行されるべきであ

ろう。これを連絡導水路事業に当てはめてみると、連絡導水路事業は、いまだ異常渇水時

において動植物にどのような被害が出るかが把握されておらず、対策の実施そのものに関

する住民の意思確認や合意もなく、本来の原因者である農業用水団体との調整をはじめ、

より効果的な対策の検討をしないまま実施されようとしている事業なのである。これでは

対策に値しない。 

 

c）アユ、ウグイの産卵、ヤマトシジミの生息 

 ここでは動植物の保護の例に出されているアユ、ウグイの産卵とヤマトシジミの生息に

関してコメントしておきたい。国交省による動植物保護の具体的な説明では、木曽川の代

表的な魚種であるアユ、ウグイ等の産卵区域である50km付近において、産卵に必要な流量

約40m3/secが概ね確保されることと、木曽川下流部の代表的な生物であるヤマトシジミの

生息区域である0～15km付近において、流量の減少に伴う塩分濃度の上昇や溶存酸素の低

下が軽減されることが環境改善効果として指摘されている。 

しかし、木曽川50km地点については、それよりも下流で木曽川用水・濃尾第二地区（農

業用水25.63m3/sec、工業用水10.78m3/sec、水道用水1.0m3/sec）、愛知県水道用水供給事業・

尾張地区（尾西取水口）（水道用水2.44m3/sec）、名古屋市水道（水道用水8.08m3/sec）等

が取水を行っており、これらの合計だけでも約48 m3/secに上る（国土交通省河川局2007）。

従って仮に他の河川流量（河川維持用水）が0になったとしても、アユ、ウグイ等の産卵に

必要な流量約40m3/secは各種用水分だけで確保でき、あえて連絡導水路によってアユ、ウ
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グイの産卵水のための補給水を確保する必要はない。94年のような異常渇水時において、

河川維持用水分の流量がほとんど0に近づき、かつ各種用水が大幅に節水をした時に初めて

40m3/secを切る事態が想定される。さすがに94年渇水時には、木曽川成戸（馬飼）地点の

河川流量（各種用水の取水後そのまま伊勢湾に流出する流量）が10m3/secを割り込み、上

述の事態が発生したと思われる日が十数日あったが、1982年から2003年の22年間の木曽川

河川流量を見ても、94年以外にそのような事態に陥った日は一日もない（名古屋市『名古

屋市水道の取水実績』各年度版）。さらに94年渇水の場合、7月から9月中旬にかけて断続的

に河川流量の減少する日があったが、アユの産卵時期が9月下旬から12月上旬、ピークが10

月中旬から11月上旬であることを考えると、少なくとも94年渇水においてアユの産卵を前

提に補給水を供給する必要性は乏しかった。まさにこうした数十年に数日あるかないか、

しかも時期的な整合性に問題の残る特殊な日の出来事を想定して国交省は動植物の保護を

主張しているのである。 

 続いて木曽川下流部の代表的な生物であるヤマトシジミの生息区域である0～15km付近

において、流量の減少に伴う塩分濃度の上昇や溶存酸素の低下が軽減されることが環境改

善効果であるとする説明に対しても、理解の困難な部分がある。国交省はヤマトシジミの

生息のために木曽川成戸地点で約 40m3/sec を確保する必要があると述べているが、この

40m3/sec という流量が『木曽川水系河川整備基本方針－流水の正常な機能を維持するため

必要な流量に関する資料（案）－』（以下、『木曽川水系河川整備方針（案）』という）（国

土交通省河川局2007）の説明では50m3/secとなっている。これは対象とした94年渇水が

異常渇水であり、50m3/sec 全量放流ができないための減量なのであろうが、それでは単に

できる限り多く流せばよい、という案に過ぎなくなってしまう。 

 『木曽川水系河川整備方針（案）』で示されている成戸 50m3/sec 流量の確保について言

えば、現在、国交省が木曽川の計画基準渇水年にしている1987年の河川流況において、こ

れまで阿木川、味噌川ダム等で確保されてきた不特定容量の運用によって既に確保されて

いる。それを数十年に一度発生する異常渇水時にできる限り多く流せればよいレベルの判

断で連絡導水路事業のような巨額の国費を使用する事業の目的に掲げるのはいかがなもの

であろうか。仮にそうした河川環境改善対策が必要であるという社会的合意がされた場合

であったとしても、それは第一に原因者である農業用水を中心とする河川自流依存団体と

の調整によってなされるべきではないのか。そうした原因を問うたり、真の費用便益計算

をすることなく、事業目的に掲げてしまった場合、その事業そのものの有効性が失われて
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しまう。 

 

d）景観の維持は目的にならない 

 景観の維持という目的にはそれを支える根拠がない。完全に恣意的な目的である。本連

絡導水路事業の環境改善目的には景観の維持という項目があり、「国営木曽三川公園三派川

地区において、河川らしい景観が維持される」という説明がされている。ここでいう「河

川らしい景観」とは一体何なのであろう。恐らく一定程度の水が川に流れていることを言

うのであろう。 

しかし、河川には水がたくさん流れることもあり、またわずかしか流れないこともある。

人為的な影響が入り、渇水時に自然流量以上に河川流量の減ることもある。しかし、それ

も含めて「河川らしい景観」なのではないだろうか。国交省の言う一定程度の水が川に流

れていることは決して自然なことではなく、また、それが人為的に減少している部分を補

填する行為であったとしても、その原因（この場合は農業用水の取水がほとんど）を問う

ことなく流量を補填する行為は明らかに人為的であり、決して河川本来の景観であるとは

言えない。 

こうした国交省の判断の根拠には『木曽川水系河川整備基本方針（案）』の調査結果が

用いられていると考えられる。そこでは景観（観光）に必要な水量調査として、「河川水面

幅比の規模で5段階のフォトモンタージュによるアンケートを実施し、回答者の半数が渇

水時に許容できる流量を景観（観光）に必要な流量として算出」し、その結果が36m3/sec

（川島大橋地点）になったと説明されている。この調査方法の客観性、妥当性を含め、異

常渇水時の必要流量を算出するにはあまりに稚拙な方法であるとしか言えない 5）。 

 

e）舟運への影響の軽減には誤りがある 

 本事業の目的には舟運への影響の軽減という項目があり、その具体的な説明として、

「1994年渇水時に生じた日本ライン下りの欠航や長良川の鵜飼いに対する影響を軽減」す

ることが明記されている（国土交通省中部地方整備局2007b）。この点について検討してい

く。 

 まず、日本ライン下りの欠航の影響を緩和する目的を本事業に含むことはできない。な

ぜならば日本ライン下りは岐阜県可児市から愛知県犬山市にかけて航行しており、それに

対して本連絡導水路事業の木曽川放流先はその最も下流地点であり、ライン下りの航路全
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体の河川流量を増加させる機能を有しないからである 6）。 

 次に長良川の鵜飼への影響軽減については、岐阜新聞（2007年 8月 23日）によれば、「鵜

飼は過去に渇水で全面中止になったことは聞いたことがな」く、「渇水の影響は大型船の移

動範囲が狭まる程度」という。さらに「長良川に流されるのは最大で 4.7m3/sec。水深を

高める効果は10cm程度とみられ」ているに過ぎない。 

 これらは付随的な目的と思われるが、こういう誤った理由、または根拠のほとんどない

理由を並べて少しでも事業の効果を高めようというやり方は姑息である。さらに、仮に鵜

飼船の移動などに効果がみられるのならば、鵜飼船の営業が私的な営利目的である限り（運

営は岐阜市だが）、一定の費用負担の発生根拠になることから、そうした費用負担の所在を

はっきりさせるべきである。 

  

４．異常渇水との向き合い方 

 

（１）異常渇水とは何か 

 

 既に何度も使用してきたが、ここで改めて異常渇水という言葉に注目したい。異常渇水

とは、現在建設されているダムや河口堰等の水源施設が枯渇する事態を招くような渇水状

態を言う（伊藤2005）。現行水資源計画は10年に 1回程度発生する渇水事態に対処するこ

とを前提としており、従って既存ダムはこの規模を超える渇水が現れた場合、必然的に枯

渇し、河口堰の場合、著しい取水困難に陥ってしまう。 

 木曽川水系水資源開発基本計画（以下、木曽川水系フルプランという）もこれまで 10

年に 1回程度発生する渇水事態に対処することを前提に計画が立てられてきた。しかし、

近年の少雨傾向によって既存計画の利水安全度が低下しているということを理由に、2004

年のフルプラン改定時に計画基準渇水年をこれまでよりも厳しい渇水年の 1987 年に変更

してダム運用等の計算をしている 7）。その結果、現在、木曽川水系フルプランは1987年の

河川流況を前提にした水資源計画を採用していると考えてよく、その上で2015年の目標年

に 69.0m3/sec（2000 年実績 59.9m3/sec）の需要が発生し、それに対して 77.1m3/sec の供

給能力を整備することにしている。一方、計画基準年を超える渇水規模（異常渇水）を示

す 1994 年渇水時には、水源施設供給能力は 51.4m3/sec と、予測される水需要よりも

17.6m3/secも少ない計画になっている。 
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 私たちは木曽川水系フルプランに対して、予測される水需要は発生せず、その結果、計

画基準年規模の渇水がこの後発生したとしても、当地域は何の被害も受けず、94年レベル

の異常渇水が発生したとしても、河川自流依存農業用水との水利調整や河川維持用水の一

時転用によって十分対応できると考えているが、木曽川水系フルプランを見る限り、都市

用水部門は徳山ダムと長良川河口堰をフル活用しても渇水被害は避けられないことになっ

ている。 

 

（２）異常渇水時における河川環境保全の考え方 

 

 国交省が木曽川水系連絡導水路を使って木曽川や長良川に環境改善のための補給水を供

給しようとする計画は、上述したようなフルプランにおいて都市用水部門が渇水状態に陥

り、水道用水や工業用水が著しい取水制限を受けることを前提としている中で立てられて

いる計画である。このことに注目したい。 

 全国的に都市用水部門の水資源開発計画は10年に1回程度の渇水年でも対応できること

を前提に立てられているのが実際である 8）。従って、わが国において国は10年に1回程度

の渇水年までは水供給に責任を持つが、それ以上の渇水、つまり10年に1回程度の渇水を

超える異常渇水に陥った際にはダムや河口堰といったハードな対応ではなく、節水や水利

用者間の水利調整といったソフトな対応でしのぐことが、明示されていないものの暗黙の

前提になっている。 

 これは渇水が自然現象である限り、ハードな対応には経済面、環境面等において限界が

あり、一定程度のハード策を採用した後はソフト策に転向せざるをえない事情があるから

である。このように考えた場合、木曽川水系連絡導水路事業が目的としている「異常渇水

時の河川環境の改善」がいかにわが国の一般的な状況を超えた、特殊な状況下で設定され

た目的であるかが理解されよう。私たちの生活や経済活動のための水利用が大きく制限さ

れる中で、河川にすむ動植物のための水をダムに確保し、しかも1,000億円近くかけて導

水しようという計画のどこにその正当性を見出すことができるのか。 

 もちろん、水道用水や工業用水の利用を制限しても動植物保護のための水を確保すべき

だという主張に全く根拠がないわけではなく、都市用水の節水をより強化して河川に流れ

る水を確保するという案は本来望ましい考えとも言える。しかし、それは徳山ダムや木曽

川水系連絡導水路といった、新規の巨大公共事業を行ってすべきものではなく、私たちが
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既に有している既存の河川水利システムの調整の中で行うべきものである。日本全国を見

渡しても、異常渇水時に河川環境を保全するための水資源開発をしているのは木曽川水系

だけである。同タイプの水量確保は利根川水系（戸倉ダム、南摩ダム）、淀川水系（丹生ダ

ム、大戸川ダム）等にも計画されているが、戸倉ダムは建設中止、丹生ダム、大戸川ダム

も前淀川水系流域委員会では建設中止が提言される等、目的として維持し続けることが極

端に困難なものである。 

 あえて極端な響きを持つかもしれないが、異常渇水というのは10年を超える間隔でしか

訪れない。また国交省が計画の前提とする94年渇水は過去の河川流況を見る限り、ここ数

十年から100年にかけて最も厳しい渇水であったと判断することが適切である。従ってそ

ういう異常時には私たちも節水に努めるが、動植物にも河川流量の減少に我慢してもらう

という考えが適切なのではないか。こうした数十年に一度しか使う予定のない水のために、

徳山ダムを造り、さらに1,000億円近いお金を使って木曽川水系連絡導水路を造ろうとす

る国交省の意図には、最初に述べたとおり、本当に河川環境を保全しようとする気持ちは

なく、ただ、造ってしまった徳山ダムになんとかして実績を作りたいことしかない。河川

環境の保全自体は私たちがこれから長い時間をかけて取り組んでいかなければならない重

要な課題である。しかし、このような誤った考えから発想された事業によって環境面や経

済面で多大の負担をかけてすべきものではない。 

 

注 

1） これについては、それまでの建設費900億円よりも10億円ほど費用が圧縮されたと

説明されているが、名古屋市の工業用水を分割された下流導水路へ流すことによって、

名古屋市に別途費用が計上されており、説明されるような費用圧縮がされているわけで

はない。 

2） 『木曽川水系河川整備基本方針（案）』の説明では、流水の清潔の維持に必要な流量

は濃尾大橋地点で15m3/secとなっている。それよりも下流で各種用水が約48 m3/sec の

取水を行っていることから、異常渇水時に本目的のために補給を行う必要はない。 

3） だからといってダムや河口堰等の水資源開発が環境に影響ないと言っている訳ではな

い。逆に洪水時等の河川流水がダムに貯留されていくのに伴い、河川流況は平準化して

いき、それは河川生態系、さらには伊勢湾等の海洋生態系に大きな影響を与えていく（宇

野木2005、西条2002、三河湾研究会編1997）。従ってダムや河口堰は海洋生態系、河川
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生態系の健全性の見地からすれば、ない方がよいのである。 

4） 「参考資料」では河川環境の改善効果の説明において、「木曽川は木曽三川の中で最

も流量が豊富で受益地に近く、濃尾用水、名古屋市上水、愛知用水、東濃用水、木曽川

総合用水等の多くの用水の供給源になっており、しかもそのほとんど全ての排水が木曽

川には戻らない。これらの用水による取水量の約70％は濃尾平野上流端の犬山地点より

上流で取水されていることから、木曽川中・下流部の流況は、これら用水の取水により

大きく低減しており、渇水時にはこの区間での流水の正常な機能の維持のために必要な

流量を割り込むことがあるため、その改善が必要となる」と説明し、木曽川の水資源開

発の進展が流水の正常な機能の維持のために必要な流量の減少をもたらしていると説

明している。恐らくこの説明によって、揖斐川水系徳山ダムから木曽川へ導水すること

を根拠づけているのであろう（国土交通省中部地方整備局2007b）。 

5） 国交省は国民のアンケート結果を根拠にして事業の推進理由にしているが、そこには

自らの目的を誘導するような仕組みが盛り込まれており、問題である。例えばここで問

題にしている景観（観光）に必要な水量調査として、「河川水面幅比の規模で 5 段階の

フォトモンタージュによるアンケートを実施し、回答者の半数が渇水時に許容できる流

量を景観（観光）に必要な流量として算出」することは、アンケート回答者の「こうあ

ったらいい」というレベルの答えを集めているに過ぎず、それを事業計画の根拠にする

にはあまりにも稚拙である。もし、この目的により合致したアンケートにするならば、

例えばＣＶＭにあるような、「その目的を達成するためにあなたが支払ってもよい金額」

の提示を求めたり、他の公共政策との間で優先順位を付けさせるなど、国家事業として

本当に国民がそのレベルのサービスを求めているかを問うべきである。公共事業はその

前提として私たちが支払っている税金によって成り立っているのであり、他の公共政策

との兼ね合いの中でしか実施することはできない。 

6） 『木曽川水系河川整備基本方針（案）』の説明では舟運の必要水量測定地点は木曽川

大堰～犬山頭首工となっており、日本ライン下りの航路は含まれていない。 

7） 詳しくは、伊藤（2005、2006）を参照のこと。 

8） 利根川水系、吉野川水系は5年に1回程度の、より利水安全度の低い計画を採用して

いる。その理由は明らかでないが、計画策定当時の各河川の水利用状況の逼迫度（その

最大の理由は農業用水の水利用状況）等にあったと思われる。 
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Ⅱ．新規利水（安全度向上分）の補給の問題 

 

はじめに 

 

 本章では木曽川水系連絡導水路（以下、連絡導水路という）の2つの目的のうち、愛知

県と名古屋市の都市用水供給の問題について検討していく。本目的においても連絡導水路

計画には問題が多く、目的とするには不適切である。以下でその理由を述べていく。 

 

１．国交省による説明 

 

 国交省による連絡導水路事業による新規利水（安全度向上分）の補給に関する説明は次

のとおりである。「徳山ダムで開発した愛知県及び名古屋市の都市用水を最大4m3/sec導水

することにより、木曽川で取水できるようにする」（国土交通省中部地方整備局（2007）『徳

山ダムに係る導水路検討会（第7回）説明資料』（以下、「説明資料」という））。さらに『徳

山ダムに係る導水路検討会（第7回）参考資料』（2007）（以下、「参考資料」という）には、

都市用水供給による、より具体的な渇水被害の軽減効果が記されている。それによると、

①計画規模渇水の場合は「上水に対する35％以上の取水制限が51日間から31日間へと軽

減され、渇水による社会経済活動への影響が大きく軽減される」、②異常渇水の場合は「木

曽川上流ダム群の枯渇日数が36日間から28日間へと軽減されるとともに、上水に対する

35％以上の取水制限日数が81日間から45日間へと短縮され、渇水による社会経済活動へ

の影響がおおむね半分程度に緩和される」、となっている。 

 さらに国交省は連絡導水路事業完成後にも残される異常渇水による社会経済活動への影

響を緩和するために、「木曽川水系における水資源開発施設を効果的に運用することで利水

者が等しく恩恵を受けられる方法である水系総合運用の実現に向けて取り組む」として、

その運用試算を掲載している。実はこの水系総合運用の中に愛知県や名古屋市が連絡導水

路事業に積極的に取り組む理由が隠されており、私たちはそこに看過できない問題の存在

を見る。本章では木曽川水系の水利用の実態を述べる中で連絡導水路事業の前提になって

いる木曽川水系水資源開発基本計画（以下、木曽川水系フルプランという）の問題点を明

らかにする。その上で名古屋市の水道用水、工業用水、愛知県の水道用水において連絡導

水路の水がいらないことを論証する。木曽川水系の水系総合運用をめぐる問題並びに連絡
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導水路をめぐる説明論理全体に含まれる問題点については、章を改めて述べていく。 

 

２．木曽川水系フルプランの破綻 

 

（１）木曽川水系の都市用水使用量は減少している 

 

 木曽川水系ではこれまで牧尾ダム、岩屋ダム、阿木川ダム、味噌川ダム等の水資源開発

が活発に行われ、既に膨大な水資源が開発されてきた（図1）。一方、水需要は予想された

伸びが全く見られず、木曽川水系はわが国において最も水余りの激しい地域となっている

（伊藤2005、2006）。 

図 2 は木曽川水系フルプランの水需要予測の変遷と水使用実績、並びに 2004 年に改定

された木曽川水系フルプランの需要予測を示したものである。これを見ると、水需要予測 

 

資料）国土交通省（2007）より引用 
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図１ 木曽川水系フルプランの受益地域と水源施設 
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資料）伊藤（2005）より引用 

図2 木曽川水系フルプランの需要予測と実績 

 

は年を経るに従って急激に下がってきていることがわかる（73年フルプランの予測＝1985

年に 178m3/sec、93 年フルプランの予測＝2000 年 121m3/sec、2004 年フルプランでは計画

の前提を変えたため、2000年予測を94.3m3/sec（26.7m3/sec の切り下げ）と読み直した上

で 1）、2015年 69.0m3/sec としている）。 

 フルプランにおける水需要予測の低下理由は明らかである。予測した水需要が全く発生

しなかったのである。図2の水使用実績を見ても明らかなように、木曽川水系では近年、

都市用水使用量は全く増加していない。それどころか最近、減少傾向を示すようになって

いる。富樫（2007）によれば、2000年から2005年にかけての都市用水使用量は約5 m3/sec

減少した。2004年フルプランでは2000年から2015年にかけて9.1m3/sec の増加を見込ん

でおり、私たちはそれが過大予測であると批判したが、まさにその批判が現実のものとな

っている（伊藤2005）。 

 さらにより具体的な検討をしていくために、名古屋市と愛知県の木曽川水系フルプラン

地域における水道用水の需要予測並びに使用実績を表1に掲載した。それによると、フル 
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表 1 名古屋市と愛知県（木曽川水系フルプラン地域）の水道用水におけるフルプラン予

測並びに2004年使用実績 

  
2000年 

実績 

2015年 

予測 
増加量 増加率 

2004年 

実績 
増加量 

2015年 

確保水量 

1/10渇水

確保水量

 （m3/sec） （m3/sec） （m3/sec） （％） （m3/sec） （m3/sec） （m3/sec） （m3/sec）

名古屋市 14.0 15.4 1.4 10.0 13.5 -0.5 23.0 15.4 

愛知県 14.8 16.9 2.1 14.2 14.5 -0.3 25.1 16.9 

尾張水道 8.22 8.88 0.66 8.0 8.17 -0.05     

愛知用水 6.32 8.25 1.93 30.5 6.31 -0.01     

合計 28.8 32.4 3.6 13.3 28.0 -0.8 48.1 32.3 

注）本表は愛知県企画振興部土地水資源課（2004）、国土審議会水資源開発分科会（2004）から引用

したデータと筆者が計算上算出した値を掲載していることから、数値の間で整合性に欠くものが

ある。しかし、本章の検討に影響はない。 

資料）愛知県企画振興部土地水資源課（2004）、国土審議会水資源開発分科会（2004）、『水道統計』

各年度版等より作成 

 

プラン基準年の2000年から2004年にかけて、名古屋市、愛知県とも水道用水需要は減少

しており、フルプランの増加予測とは大きく異なった傾向を示している。人口が安定化し、

木曽川水系でおいても、近い将来人口減少が確実視される中、水需要はそれよりも一足早

く減少傾向に入っている。私たちが2004年フルプランを過大予測と批判したことは、都市

用水全体だけでなく、水道用水においても適切であったのである。 

 

（２）利水安全度の低下に対するコメント 

 

 従来のフルプラン予測が完全に破綻し、全国的にも最大の水余り状態が明らかになる中

で、国交省は木曽川水系フルプランに近年の少雨傾向を視野に入れた「ダム等水源施設の

供給可能水量の低下・利水安全度の低下」問題（以下、利水安全度低下問題という）を提

起し、改めてダム・河口堰の建設の必要性を訴えている。これについては既に拙稿で批判

しており（伊藤 2005）、ここで改めて詳しく論じることはしないが、以下で批判の要点だ

け説明しておきたい。 
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表2 ダム開発水量に対する安定供給可能水量の割合 

                            （単位：m3/sec、％） 

  現行水利権 2/20渇水年の供給可能量 1994年の供給可能量 

  

水道

用水 

工業

用水 計 

水道 

用水 

工業用

水 計 

供給

割合

水道

用水 

工業

用水 計 

供給

割合

牧尾ダム 3.89 6.41 10.31 2.73 4.49 7.21 70 2.06 3.40 5.46 53 

岩屋ダム 21.93 17.63 39.56 9.65 7.76 17.41 44 4.39 3.53 7.91 20 

阿木川ダム 1.90 2.10 4.00 1.08 1.20 2.28 57 0.78 0.86 1.64 41 

味噌川ダム 3.57 0.73 4.30 3.00 0.61 3.61 84 1.46 0.30 1.76 41 

長良川河口堰 13.16 9.34 22.50 9.91 7.04 16.95 75 4.03 2.86 6.89 31 

徳山ダム 4.50 2.10 6.60 2.70 1.26 3.96 60 1.67 0.78 2.44 37 

        （3.20） （1.49） （4.69） （71）      

三重用水 0.67 0.19 0.86 0.50 0.15 0.65 75 0.27 0.08 0.34 39 

合計 49.62 38.50 88.13 29.57 22.51 52.07 59 14.66 11.81 26.44 30 

        （30.07） （22.74） （52.80） （60）       

資料）国土審議会水資源開発分科会木曽川部会（2004）より引用、一部修正 

原注）合計の値は、四捨五入の関係で一致しない場合がある。 

揖斐川に建設される徳山ダムの 2/20 供給可能量は、S59 年度の値である。なお、（ ）書きにて

S62年度の値を示す。 

農業用水は、期別変化があり年間を通じて一定の取水となっていないため、年間を通してほぼ

一定の取水が行われている都市用水のみを表示している。 

三重用水は、水資源機構が計算した値である。 

各県における需給想定に際しては、地域の実情を考慮し、岐阜県は上記の S59 年度値を、愛知

県は他の施設と同様の S62 年度値（（ ）書き）を基本として、徳山ダムの 2/20 供給可能水量を

算出している。 

 

 ここで言う利水安全度の低下問題とは、これまで10年に1回程度の渇水を対象に立てら

れてきたダム・河口堰開発水が、近年の少雨傾向により、10年に 1回の利水安全度を確保 

できなくなっており、これまでどおり10年に 1回程度の渇水を対象にした水資源計画を維
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持するためには、さらにダム・河口堰といった水源施設を建設していくことが必要である

というものである。表2によれば、木曽川水系に建設されたダム・河口堰は軒並み供給可

能水量を減少させており、1/10 渇水年において、牧尾ダム 70％、岩屋ダム 44％、阿木川

ダム57％、味噌川ダム84％、長良川河口堰75％、徳山ダム60％、三重用水75％で、水系

全体では59％に供給能力が低下するとされている。 

 このことは、例えばこれまで10m3/secの供給能力があるとされていたダムが、牧尾ダム

ならば、実は7m3/secの供給能力しかなく、岩屋ダムでは4.4 m3/secの供給能力しかない、

ということになる。一方、水利用はこれまでどおり需要が発生していることから、利水安

全度の低下を前提に議論を再整理すると、これまでわが国最大級の水余りと批判されてき

た木曽川水系は、実はそれほど水に余裕がない、ということになる。フルプラン2004で示

された2015年の確保予定水量がこれまで113.1m3/secであったのに対して、利水安全度の

低下を前提に再計算すると、1/10 渇水年では 77.1m3/sec となり、水需給はほぼ均衡し、

94 年渇水という史上最大級の渇水を前提にすると、供給能力は 51.4m3/sec にまで低下し

てしまい、逆に明らかな水不足状況が発生することになる。 

 木曽川水系において利水安全度が低下しているというのは、降水量の減少傾向から見て、

一定の事実と考えることができよう。しかし、だからといって、この利水安全度低下問題

が全て正しく、国交省の言う対策が適切であるわけではない。そこには無視することので

きない大きな問題が存在する。問題は以下の4点である。 

 

a）渇水対策の水準（利水安全度）は本来、社会の側が決定すべきものである 

 利水安全度が下がったからといって、それを回復することは決して政策的に与件ではな

い。本来、どのレベルの渇水に対して恒常的な策を講じるかは、社会の側の事情に規定さ

れる。たとえ、渇水による被害が発生するとしても、被害額以上の費用を伴う対策が成立

しないことからすれば、社会として、低下した利水安全度を甘受せざるを得ない場合も存

在する。経済面だけでなく、社会的、環境的影響の大きさを考慮して、社会の側が低下し

た安全度を許容する場合もあり得る。 

 

b）費用対効果分析の欠如 

 渇水が発生すれば、当然、何らかの被害が発生する。ダム・河口堰を低下した利水安全

度を補う策として用いる場合、そこでは渇水予想被害額とダム・河口堰建設費用（＋環境
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コスト）の比較がされなければならない。その点でフルプラン2004の中で利水安全度低下

問題をダム・河口堰で対応するという主張には、こうした経済性の視点が徹底的に欠落し

ている。 

 さらにダムを建設することは、河川を超長期的に分断することを意味する。ダム建設の

諸影響、例えばダム上流部での堆砂、下流部での河床低下、海岸浸食、水生生物の移動通

路の分断、生息地破壊、水質悪化、ダム撤去費用等をも含めた検討がされなければ、適切

な費用対効果分析にはならない。 

 

c）選択肢の検討の欠如 

 利水安全度の低下に対する策が社会的合意を得たとしても、その策としてダム・河口堰

策が望ましいかどうかは、全く別の問題である。例えば、政府の言う1/10渇水年にあたる

1987年の木曽川流況に照らし合わせて利水安全度低下問題を考えると、当該年の成戸（馬

飼）流量は年間を通じて基準点流量の50m3/secを維持しており、1/10渇水年においても、

木曽川は比較的豊かな流量を保っていることがわかる。これを国交省の言う河川生態系保

全のために必要であるとする40m3/secに切り下げて木曽川の既存ダム運用を行えば、徳山

ダムから連絡導水路を通じてもたらされる 2.8m3/sec（1/10 渇水年）の 4 倍近い水が年間

を通じて確保できる。私たちは遠くの徳山ダムから巨額の費用をかけて連絡導水路を造っ

てわずかな水を運ぶよりも、木曽川の河川水利システムを見直し、より安価で多くの水を

確保すべきと考える。 

 

d）渇水被害を過大表示する国交省 

 国交省は本連絡導水路事業によって徳山ダム開発水が木曽川に導水されれば、渇水によ

る社会経済活動への影響が大きく軽減されると述べている。しかし、この渇水被害算定は

過大算定である。表3は国交省の「説明資料」に掲載された渇水被害軽減状況を引用した

ものである。これによると、導水路のない状況において1/10渇水が訪れた場合、35％以上

の取水制限が愛知・東濃用水地域で1日、木曽川用水地域で51日発生し、15％以上の取水

制限が愛知・東濃用水地域で45日、木曽川用水地域で88日発生する。 

 しかし、私たちが現実に経験している渇水経験からすると、このような事実はない。も

ちろん、その理由には水供給の現場で働くスタッフの懸命な努力があることもあるが、そ

れ以上にこの表の値を算出する前提のとり方に問題があると言わざるを得ない。表3の数 
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表3 渇水被害軽減状況 

35％以上の 

取水制限日数（上水） 

15％以上の 

取水制限日数（上水） 

 木曽川上流

ダムの枯渇

日数 愛知・東濃

用水 

木曽川 

用水 

愛知・東濃

用水 

木曽川 

用水 

導水路なし 0日 1日 51日 45日 88日 1/10規模

の渇水 導水路あり 0日 0日 31日 14日 66日 

導水路なし 36日 56日 81日 88日 100日 異常渇水時 

導水路あり 28日 38日 45日 61日 99日 

                                 現行運用による試算値 

＊導水路なし：現施設（＝牧尾ダム、岩屋ダム、阿木川ダム、味噌川ダム、長良川河口堰（既利用 

分）） 

＊導水路あり：現施設に加え、徳山ダム、新丸山ダム及び木曽川水系連絡導水路 

＊現行運用：緊急水利調整協議会で合意される渇水時総合運用 

＊35％取水制限：1994渇水において19時間断水が発生した際の実績取水制限率 

＊35％以上の取水制限日数（上水）：木曽川上流ダムの枯渇日数を含む 

＊15％以上の取水制限日数（上水）：木曽川上流ダムの枯渇日数及び35％以上の取水制限日数（上 

水）を含む 

筆者注）原注の「導水路あり」に記されている新丸山ダムには利水機能がなく、これは誤った注で

ある。これについては国交省中部地方整備局に確認を行った。 

資料）国土交通省中部地方整備局（2007a） 

 

値算定は、2015年に発生が予定される都市用水（水道、工業用水）使用量を前提にしてい

る。従って、2000年の基準年時よりも約9m3/sec 使用量が増えた状態でダム・河口堰の運 

用をシミュレーションした結果である。しかし、現実には2005年時点において都市用水需

要は 2000 年よりも約 5m3/sec 減少している。2004 年時の名古屋市水道、愛知県水道もそ

れぞれ2000年から水使用量を減少させている。従って、こうした現実を前提に考えると、

取水制限等の節水必要度はますます減少しているのであって、表3は明らかに過大算定値

を示すものになっている。 
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３．名古屋市・愛知県にとって連絡導水路の水はいらない 

 

 ここでは少し具体的に名古屋市、愛知県の水道用水において連絡導水路の水がどのよう

な位置づけになるかを説明していく。 

 

（１）名古屋市は徳山ダムも長良川河口堰もいらない 

  

 名古屋市と愛知県の水道用水使用量はどちらも減少している。ただ、減少傾向は名古屋

市においてより強く見られ、国交省の言う利水安全度の低下現象をそのまま肯定したとし

ても、徳山ダム開発水（1m3/sec）だけでなく、長良川河口堰開発水（2m3/sec）も 1/10渇

水年に必要ない、という結論になる。以下でその根拠を述べていく。 

図3は名古屋市の水道用水取水量（日平均）の推移を見たものであるが、1973年の 100.6

万 m3をピーク（実際のピークは 1975 年）に、その後安定化し、近年は減少傾向を強く見

せている。2004 年の 1 日平均取水量は 90.5 万 m3と、ピーク時から約 10 万 m3/day 減少し

ている。また図4には最近10年間の名古屋市の1日最大給水量と平均給水量の推移を示し 
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資料）『水道統計』各年度版より作成 

図3 名古屋市の水道取水量の推移 
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た。最大給水量は1975年の123.5万 m3/dayをピークに減少しており、図では1996年 118.6

万 m3/day 、2000年 112.2 万 m3/day 、2005年には102.4万 m3/dayと、2005年の値はピー

ク時から 20％近く、2000 年からでさえ 10％近く給水量が減少していることがわかる。国

交省（2007）によれば、名古屋市は長良川河口堰、徳山ダムを含め、2015年に23.7m3/sec

（205万 m3/day）の都市用水水利権を確保する。このうち0.7 m3/sec は工業用水水利権で

あることから、水道水利権は 23.0m3/sec（199 万 m3/day）となる。そして利水安全度の低

下現象によれば、岩屋ダムをはじめとする水源ダムの供給能力の低下により、1/10渇水年

に水道水利権は15.4m3/sec（134万 m3/day）の供給能力に低下してしまう（表1）。 

これに対して2015年 15.4m3/sec（134万 m3/day）の需要が発生すると予測されているこ

とから、徳山ダム開発水（名古屋市の場合は 1m3/sec（8.64 万 m3/day））、長良川河口堰開

発水（2 m3/sec（17.28万 m3/day））が不可欠である、となる。木曽川水系連絡導水路事業

の目的に名古屋市への都市用水供給が含まれているのは、このことを根拠とする。 

しかし、図3、図4の水道使用実績が語るように、2015年に名古屋市において国交省の

予測する水需要が発生することは到底考えられない。水利権設定の前提となる最大給水量 
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 資料）名古屋市上下水道局（2006）『平成17年度 水道・工業用水道事業年報』より作成 

図4 名古屋市の1日最大給水量と水利権の推移 
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について見ると、河川自流、岩屋ダム、味噌川ダム開発水で既に20 m3/sec（172.8万 m3/day）

の水利権を持ち、給水能力も140万 m3/dayを超えている。岩屋ダム、味噌川ダムの供給能

力が 1/10 渇水年においてそれぞれ 44％、84％に低下するという国交省の予測を前提にし

ても、計画基準渇水年に河川自流取水とあわせて13.23m3/sec（114万 m3/day）の供給能力

を有している。2005 年の 1日最大給水量 102.4 万 m3を 2005 年の年間給水量／年間取水量

で割ると、1日最大取水量は 113.1 万 m3になる。この値は徳山ダム、長良川河口堰開発水

を除いた名古屋市の保有水利権とほぼ同じ値になる。現在の水使用動向を見ると、今後、

名古屋市の水道使用量はますます減少していくことが予想されるため、計画基準渇水年規

模の渇水状況においてますます水源の余裕が発生していくものと思われる。 

このように2004年から2005年の実績値を前提にすると、名古屋市は徳山ダムばかりで

なく、長良川河口堰もいらなくなってしまい、連絡導水路を必要とする名古屋市の目的は

消滅する。 

 

（２）愛知県は徳山ダムがいらなくなる 

 

 同じく国交省（2007）によれば、愛知県の木曽川水系フルプラン地域の場合、2015年の

都市用水水利権確保（予定）量が 43.1m3/sec（372.4 万 m3/day）なのに対して、水源ダム

供給能力の低下により、27.9 m3/sec（241.1万 m3/day）の供給能力にとどまる。一方、2015

年の水需要量が26.4m3/sec（228.1万 m3/day）になることから、2015年に需要と供給がほ

ぼ均衡するという説明になっている。 

 このうち水道用水について見てみると、2015 年の確保水量が 25.1m3/sec（216.9 万

m3/day）、需要発生量が 16.9m3/sec（146 万 m3/day）であり、大幅な水余り状況であるが、

利水安全度の低下現象を考慮すると、確保水量が 16.9m3/sec（146 万 m3/day）に低下する

ことから、需要量と均衡し、徳山ダム開発水 2.3 m3/sec（19.9 万 m3/day、1/10 渇水年は

1.6m3/sec、14.1万 m3/day）は 1/10渇水年において不可欠な施設となる。 

 しかし、ここで2004年の水使用実績を見ると、名古屋市の場合と同じような状況が現れ

る。図5は愛知県の木曽川水系フルプラン地域に属する尾張水道地域と愛知用水地域の水

道取水量の推移を示したものである。これまで長期にわたって水需要を増加させ、水道用

水の取水量を増加させてきた両地域であったが、近年は水需要を減少させるに至っている。 

従って、ここでも2004年フルプランが想定したような水需要の増加を見込むことがで 
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 資料）『水道統計』各年度版より作成 

図 5 愛知県木曽川水系フルプラン地域の水道取水量の推移 

 

きなくなっている。こうした水道需要の安定化から低下傾向は、人口増加の続く他地域に

おいても確認されることから、一時的な現象と見るよりも、今後将来的に続く傾向と見た

方がよいであろう。従って、仮に2004年の水使用実績のまま2015年まで推移したとする

と、2015 年の予測水量よりも 2.65m3/sec 程度、1/10 渇水年の確保水量に余裕ができ、こ

れはそのまま徳山ダムに確保した愛知県水道分の水利権 2.3m3/sec を不必要とする値であ

る。 

 

（３）名古屋市の工業用水は目的にならない 

 

 木曽川水系連絡導水路事業の都市用水供給目的の中には、名古屋市の工業用水水利権と

して、0.7m3/sec（6万 m3/sec）が存在する。名古屋市の工業用水道は庄内用水（農業用水）

を水源とする児玉浄水場、下水処理水を水源とする辰巳浄水場、大治浄水場（水道）の作 
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資料）名古屋市上下水道局（2006）『平成17年度 水道・工業用水道事業年報』より作成 

図6 名古屋市工業用水道の配水量、調定水量の推移 

 

業排水を水源とする大治浄水場の3浄水場が存在する。そのうち、主要浄水場は大治浄水

場で、2005年度の年間配水量の89％、1日平均45,701m3を配水している。それに対して児

玉浄水場は3.4％、辰巳浄水場は7.6％と、わずかな割合を示すに過ぎない。 

図6は名古屋市工業用水道の最近10年間の配水量、調定水量の推移を見たものである。

工業生産等において元気な名古屋と言われるが、名古屋市内の製造品出荷額等は近年、急 

激に減少しており、それを反映してか、工業用水道配水量も低下傾向を続けている。従っ

て徳山ダムに設定された名古屋市の工業用水水利権0.7m3/secは2015年に向けて工業用水

需要が増加するための水源確保ではないことがわかる。 

 徳山ダムに設定された名古屋市工業用水水利権は、現在工業用水道の水源となっている

農業用水、下水処理水、浄水場作業排水の水質が悪いことから、水源転換の必要性がある

という説明がされている。農業用水の転用や下水処理水の再利用等は環境の側面からすれ

ば、かえって望ましいことでもあり、徳山ダム並びに連絡導水路事業がこのことを理由と

した水源確保であるのならば、現代社会の動向としては逆行していると言わざるを得ない。 
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表4 名古屋市工業用水道大治浄水場の水質試験結果 

項目（単位）   原水水質     浄水水質   

  最高 最低 平均 最高 最低 平均 

水温（℃） 27.5 5.5 16.4 26.4 4.9 15.8 

濁度（度） 20.0 0.5 4.3 1.8 0.1 0.7 

色度（度） 17 1 5 14 0 2 

pH値 7.53 6.92 7.23 7.49 6.70 7.20 

アルカリ度（mg/ℓ） 36.3 13 24.7 25.7 11 19.5

COD（mg/ℓ） 5.6 1.0 2.7 1.6 0.4 1.0 

電気伝導率（μS/cm） 223 47 137 128 59 94 

全硬度（mg/ℓ） 78.3 12.5 43.0 28.7 14.5 22.2 

蒸発残留物（mg/ℓ） 150 52 98 110 39 65 

塩素イオン（mg/ℓ） 12.3 0.7 7.0 13.1 4.9 8.1 

鉄（mg/ℓ） 0.64 0.05 0.18 0.10 0.00 0.04 

資料）名古屋市上下水道局（2006）『平成17年度 水道・工業用水道事業年報』より作成 

 

また、実際に名古屋市工業用水道において水源として利用されているのは大治浄水場の作

業排水がそのほとんどであり、その原水の水質並びに浄水の水質は表4に示すとおりであ

る。現状において水量的に問題がなく、また水質的に工業用水水源として十分な機能を果

たしているのならば、それをわざわざ廃止して遠くの徳山ダムから導水する必要性は全く 

認められない。 

 以上見てきたように、木曽川水系連絡導水路の目的として設定された新規利水（都市用 

水供給）は名古屋市の水道、工業用水、愛知県の水道用水のいずれをとっても、目的とし

て不適切である。 

 

注 

1） この切り下げはこれまで供給水量に含めていた工業用水の地下水分を削除したことに

よって生じた。 
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Ⅲ．渇水対策容量の問題 

 

はじめに 

 

 Ⅰ章、Ⅱ章で行った、異常渇水時の環境改善や新規利水といった木曽川水系連絡導水路

（以下、連絡導水路という）計画の個別目的に関わる問題の検討を通じて、私たちは国交

省（旧建設省）が連絡導水路計画や徳山ダム計画の根幹の部分でより大きな問題を発生さ

せていることを理解するに至った。それはこれまでわが国の歴史的環境の中で形成されて

きた河川水利秩序を完全に破壊して、ひたすらダム・河口堰建設を推し進めるために国交

省が生み出した、利水安全度の低下、渇水対策容量の確保、水系総合運用、正常流量の確

保といった新概念並びにその運用である。国交省はこれらの概念を駆使して、目的の失わ

れた徳山ダム計画の立て直しを図るとともに、新たに総額890億円に及ぶ連絡導水路計画

を立案した。 

 私たちは現在運用されている河川水利秩序がそのままでよいとは決して考えていない。

様々な民主的手続きを経て修正していかなければならないことがたくさんある。しかし、

国交省が新概念を駆使して行おうとしているのは、これまで地域の中で積み上げられてき

た水利用をめぐる歴史や文化の単なる破壊に過ぎず、しかもそれは国交省がダム・河口堰

建設という自らの権益の拡大を果たそうとするためだけに行っているのである。 

本章ではまず徳山ダム計画、連絡導水路計画のキー概念の1つになっている渇水対策容

量に焦点を当ててその問題点を明らかにする。 

 

１．渇水対策容量が徳山ダムに設定された経緯 

 

 徳山ダムは計画当初、治水、利水、発電の多目的ダムとして計画されたものであり、渇

水対策容量は当初計画には設定されていなかった。渇水対策容量が徳山ダム計画に正式に

組み込まれたのは、木曽川水系水資源開発基本計画（以下、木曽川水系フルプランという）

の2004年改正時においてであり、実際には1995年 12月に長良川河口堰問題に端を発した

全国的なダム・河口堰反対運動への対応策として全国14の水資源開発事業に設置されたダ

ム等建設事業審議委員会の1つが徳山ダムに設置されたことによる。徳山ダム建設事業審

議委員会（以下、徳山ダム審議委員会という）は発足以来、徳山ダムの有効性をめぐって
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様々な議論が繰り広げられたが、委員会を構成する委員は全て建設推進派で占められてお

り、議論は徳山ダム計画の目的妥当性をめぐるものではなく、いかにして徳山ダムの早期

着工を目指すかに焦点が当てられていた（伊藤2005）。 

そうした中、徳山ダム審議委員会の中で開発水量の再検討が求められたことをきっかけ

に、名古屋市が徳山ダムに確保を予定していた水利権6m3/sec（水道用水5m3/sec、工業用

水1m3/sec）のうち、半分の3m3/sec（水道用水3m3/sec）の返上を申し出る 1）。しかし、こ

れまでも木曽川水系では長良川河口堰建設の際に三重県が水利権返上を申し出て、愛知県、

名古屋市が引き取ったという経緯がある。岐阜県も岩屋ダムの工業用水水利権を水道水利

権に転用する等の対策をしていた。愛知県も事情は同じで、これ以上の水を引き受けるこ

とは困難であった。このように東海3県において名古屋市の返上した水利権の引き取り手

はなく、結果として国交省（旧建設省）が引き取ることになったのである（伊藤 2005）。

本来ならば徳山ダム計画の縮小、中止が検討されるべきであったが、国交省（旧建設省）

や徳山ダム審議委員会はそれを望まなかった。 

国交省（旧建設省）は名古屋市から引き取った水利権を渇水対策容量という名目で徳山

ダム計画に組み込む案を提案し、徳山ダム審議委員会は1997年 2月 7日、渇水対策容量を

徳山ダム計画に盛り込んだ意見書『徳山ダム建設事業について』を国交省（旧建設省）に

提出する。こうして渇水対策容量は徳山ダムに設定されることになるが、渇水対策容量と

いう考えはこれまで全国に建設された数多くのダムの中でもわずかな例しかなく 2）、しか

も概念規定が曖昧であったため、この水をどのように扱うかにおいて後々まで議論が残る

こととなった（伊藤2006）。 

 

２．渇水対策容量とは何か 

 

 渇水対策容量は比較的新しい概念であることから、費用負担のあり方、貯留や利水の方

法等において確定したルールが定められているわけではない（日本水道新聞社 1995）。し

かし、だからといって国民の税金を投入してダム建設が行われることからすれば、自由な

使い方ができるわけではない。ここでは河川管理の概説書等での説明、建設中または完成

したダムの事例等から渇水対策容量の意味内容を明確にする。 

 

 



 36

（１）概説書による渇水対策容量の説明 

 

 建設省河川局水政課水利調整室（1984）によれば、渇水対策容量と同概念である渇水対

策ダムが次のように説明されている。「渇水対策ダムとは、利水計画基準年で対象としてい

る渇水の程度を超える異常渇水時において、必要最低限の生活用水と都市活動用水を確保

するために建設されるものです。すなわち、水利用の高度化した河川において、異常渇水

時における水利用の安全度の向上を図ることを目的とするもので、主たる受益者としては

都市用水需要者が予定されています」。この説明は大変わかりやすく、渇水対策ダム（容量）

の目的＝異常渇水時の都市用水補給、という定義になっている。私たちが渇水対策容量と

いう名前から容易に理解できるのがこのタイプの渇水対策容量であり、徳山ダムに設定さ

れた渇水対策容量も長い間、地元自治体、マスコミ等によってこのように理解されていた。 

一方、建設省河川法研究会（1997）による渇水対策ダムの説明では、「大都市などの渇水

時の被害が著しい地域を中心に、計画を越えるような異常渇水時においても、国民生活や

経済活動を維持するため、必要最小限の水を確保するための備蓄用量を持ったダムであり、

現在利根川水系の戸倉ダムや、思川開発事業、福岡県の五ヶ山ダム等を実施中である」と

なっている。ここには渇水対策ダム（容量）の目的＝異常渇水時の都市用水補給、という

概念規定はない。説明では、渇水対策容量の目的は異常渇水時に国民生活や経済活動を維

持するため、となっており、これを都市用水対策と理解できないわけではないが、後述す

るようにそこまで踏み込んだ解釈は危険であり、曖昧な概念設定と言う方が適切である。 

実はこの曖昧な概念設定の中に国交省（旧建設省）が渇水対策容量に込めた意味が充満

している。この曖昧な定義には実は2つのタイプの渇水対策容量が混在して説明されてお

り、両タイプを明確に区分した説明になっていないことから、読む側に混乱が生じてしま

うのである。ただ、この曖昧さはこの文章を書いた者の理解が不十分であったというより

も、国交省（旧建設省）の公式見解が曖昧であると考えるべきである。 

 

（２）実際に渇水対策容量を有するダムの事例 

 

ここでは渇水対策容量を持ち、既に完成している下の原ダム（佐世保市）と現在建設中

の五ヶ山ダム（福岡県）の例を見ていく。両ダムを例にする理由は、私たちが知る限り、

両ダム以外は全て水資源機構（旧水資源開発公団）、国交省（旧建設省）管轄のダムであり、



 37

それらのダムは徳山ダム同様、渇水対策容量の説明が非常にわかりにくく曖昧であること

による 3）。 

佐世保市が下の原ダムに確保した渇水対策容量は国交省（旧建設省）のホームページの

中で全国初の渇水対策容量を持ったダムとして次のように説明されている。「今回、佐世保

市の下の原ダムで許可された渇水対策容量とは、水の緊急備蓄であり、計画規模（おおむ

ね10年に 1度）を上回る異常渇水時において、必要最低限の市民生活、経済活動を維持す

るうえで不可欠な生活用水を補給するための容量です。通常の渇水時には使用せず容量を

温存しておき、昭和53年、平成6年のような市民の生活に大きく影響を及ぼす渇水時に使

用する計画となっています」（国交省2005）。説明からも明らかなとおり、下の原ダムに確

保された渇水対策容量は異常渇水時に生活用水へ供給される緊急備蓄水、つまり異常渇水

時の都市用水対策を目的にしており、建設省河川局水政課水利調整室（1984）の定義と同

じである。 

次に福岡県那珂川水系で建設の進む五ヶ山ダムについて見てみる。「五ヶ山ダムは通常

の利水容量と渇水対策容量を併せ持つダムであり、異常渇水時には渇水調整を行いつつ五

ヶ山ダムの渇水対策容量分を補給することとなります。渇水対策容量は通常の利水容量（背

振ダム＋南畑ダム＋五ヶ山ダム通常容量）が空になり、下流への補給ができなくなった場

合に、利用を始めます。補給の対象用水は、「農業用水」、「水道用水」、等に対して補

給するものとします」（福岡県五ヶ山ダム建設事務所2005）。さらに福岡県のホームペー

ジには五ヶ山ダムの貯水池容量配分図が掲載されており、その中で渇水対策容量は 1,660

万 m3と示されると同時に、既得用水の安定化・河川環境の保全（270万 m3）と水道用水（1,390

万 m3）に分けられている（福岡県2005）。 

この説明を見ると、五ヶ山ダムに設定された渇水対策容量には、異常渇水時に水道用水

に供給される水と、既得水利団体と河川維持用水、つまり正常流量確保のために補給され

る水、が存在することがわかる。前項で建設省河川法研究会（1997）による渇水対策容量

の説明が曖昧であると述べたが、その理由はこの2つのタイプの渇水対策容量が混在して

説明されていることによる。 

以上のことから渇水対策容量には 2 つのタイプがあることが明らかになった。1 つは異

常渇水時の都市用水対策を目的とするタイプであり、もう1つは異常渇水時の既得用水の

安定化・河川環境の保全（両者を合わせて正常流量の確保という）を目的とするタイプで

ある。 
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（３）2つのタイプの渇水対策容量の運用方法 

 

 では両者は具体的な運用においてどのように区分されるのか。その説明をするために、

まずわが国における水資源開発の方法について簡単に見ておく。わが国でダム建設によっ

て水資源開発を行う場合、一般に10年に 1回程度発生する渇水規模に対処することを目的

にダム規模が決定される 4）。従ってダムによって開発された水は10年に 1回規模の渇水が

訪れた場合、理論的にはダム貯留水は全て放流されて枯渇する。私たちが通常ダム開発水

と呼ぶ水はこのような前提の上に成り立っている。 

それに対してダム建設以前から河川取水を行ってきた農業用水を中心とする河川自流

依存団体は、ダム計画の前提となる10年に 1回の渇水時でも河川取水する権利を持つ。そ

の点では10年に1回の規模の渇水が訪れると枯渇してしまうダム開発水よりも、渇水に対

する安全度は高い。しかし一方で、河川自流依存団体の取水は河川流況の変化の影響を直

接受けるため、河川流量に対して取水量の大きな河川では、10年に1回の渇水時には河川

から水がなくなるほどの取水が行われたり、必要水量を取水できない状況が現れることも

稀ではない。もちろん、河川流量に対して取水量の小さな河川では、10年に 1回の渇水時

において必要水量が取水された後も河川に安定した流量が存在する。前者の例としては利

根川を、後者の例としては木曽川を想定すればよい。 

利根川のように河川自流依存団体の取水量の大きな河川では、ダムによる水資源開発を

行う場合、こうした既得水利団体の取水を安定させ、かつ渇水時に一定量が河川に流れる 

 

表1 ダムに確保された水の目的 

10年に1回の渇水時 異常渇水時 

ダム確保水の名称 目的 ダム確保水の名称 目的 

 

利水容量 

ダムによって新規 

に開発された利水 

団体への供給 

渇水対策容量 

（都市用水対策） 

ダムによって確保された

利水団体（都市用水）へ

の補給水 

 

不特定容量 

河川自流依存既得 

水利団体、河川維 

持用水への補給水 

渇水対策容量 

（正常流量確保） 

正常流量確保のための補

給水 
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ための水（河川維持用水）を新規開発水とは別にダムに確保することが求められている。 

そのようにしてダムに確保された水を不特定容量 5）と呼び、10年に1回規模の渇水時にも

河川に正常流量が流れるようにダムから放流が行われる。 

2 つのタイプの渇水対策容量はこうした新規開発水と不特定容量にそれぞれ対応した概

念である。新規開発水、不特定容量ともその設定根拠から、10年に1回の渇水時には枯渇

する。そのような枯渇状態を異常渇水と言い、そうした異常渇水時にそれぞれの目的に対

応して危機状態を緩和することを目的にしているのである。ダム開発水のほとんどが都市

用水であることから、表1ではダム開発水の異常渇水対策を目的とする渇水対策容量を渇

水対策容量（都市用水対策）、不特定容量の異常渇水対策を目的とする渇水対策容量を渇水

対策容量（正常流量確保）と記載してある。両タイプの渇水対策容量は異常渇水対策とい

う点では共通しているが、見てきたように目的は明確に異なり、運用方法も異なっている。 

 

（４）2つのタイプの渇水対策容量の費用負担 

 

 前項では2つのタイプの渇水対策容量がそれぞれ異なる目的、運用方法を有しているこ

とを明らかにした。本項では両タイプの渇水対策容量がどのような費用負担によって建設

されるかについて見ていく。ここでも五ヶ山ダムを例に見ていく。 

五ヶ山ダムの渇水対策容量は使用目的によって費用負担が異なっている。まず、異常渇

水時の都市用水補給を目的にした渇水対策容量の場合、水道用水事業として厚生労働省の

予算措置がされており、費用の1/3の補助を受けている 6）。残りの費用は受益者負担とし 

 

表2 2つのタイプの渇水対策容量の運用方法・費用負担 

ダム確保水の名称 目的 費用負担 

渇水対策容量 

（都市用水対策） 

ダムによって確保された利

水団体（都市用水）への補

給水 

利水目的が水道の場合は補助ルールに従っ

て厚生労働省から補助が出る。残りは水使

用者が水道料金で支払う 

渇水対策容量 

（正常流量確保） 

正常流量確保のための補給

水 

正常流量の確保は治水目的とされ、国交省

が補助を行う。残りは関係自治体（都道府

県）が一般会計から支払う 
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て水道料金で支払われることになる。それに対して、流水の正常な機能維持（正常流量の

確保）を目的とする渇水対策容量では、国の補助50％、県負担50％で、県負担は治水負担

として全額一般会計から支払われる。このように、費用負担から見ていくと、渇水対策容

量の2つのタイプの違いはより明確になる（表2）。 

 

（５）徳山ダムに確保された渇水対策容量の目的 

 

表3 木曽川水系連絡導水路事業 費用負担割合（案） 

事

業

名 

 

施設区分 

 

費用 

用 

途 

別 

 

国 

 

岐阜県 

 

愛知県 

 

三重県 

 

名古屋市 

30％ 70.0％ 

17.0％ 75.5％ 7.5％ 

 

治水 

402.2億円 29.3億円 130.2億円 12.9億円 

 

61.0％ 39.0％ 

 

 

上流施設 

 

 

880.0 

億円 利水   

186.3億円

 

119.1億円

30％ 70.0％ 

17.0％ 75.5％ 7.5％ 

 

治水 

6.0億円 0.4億円 1.9億円 0.2億円 

 

100.0％ 

木

曽

川

水

系

連

絡

導

水

路 

 

 

下流施設 

 

 

10.0 

億円 利水     

1.5億円 

65.5％ 45.9％ 3.3％ 14.8％ 1.5％ 

583.1億円 

治水 

408.2億円 29.7億円 132.1億円 13.1億円 

 

34.5％ 20.9％ 13.6％ 

 

合 

計 

304.9億円 

 

890.0 

億円 利水   

186.3億円

 

120.6億円

注）実際の費用負担額は費用全体に各負担割合を乗じて算出されるため、上表の値と異なる。 

  名古屋市工業用水が取水するため、別途設備（4.5億円）がある。 

資料）国土交通省中部地方整備局（2007b）より、修正引用 
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徳山ダムに確保された渇水対策容量（5,300 万 m3）の負担額は約 150 億円に上り、治水

（流水の正常な機能の維持＝正常流量の確保）による負担方法として、国が7割の105億

円を負担し、残りの3割、45億円を愛知・岐阜・三重県が負担する調整案が国交省（旧建

設省）から提示されて承認されている（朝日新聞1997年 10月 7日）。 

また、徳山ダムの渇水対策容量を木曽川へ補給するために計画された連絡導水路事業の

費用負担割合は表3のとおりであり、やはり治水目的として国：県＝70：30の負担割合に

なっている。従って徳山ダムに確保された渇水対策容量並びに連絡導水路（正常流量の導

水分）は治水（流水の正常な機能の維持＝正常流量の確保）目的であることは間違いない。 

 

３．渇水対策容量は必要ない 

 

（１）正常流量の確保を目的とした渇水対策容量は今すぐ止めるべきである 

 

 2つのタイプの渇水対策容量はどちらも10年に 1回の渇水を超える異常渇水時に、それ

ぞれダム依存団体の補給水（都市用水対策）、正常流量の補給水として機能することを目的

としている。従って、渇水対策容量を確保するか否かは、今後の水資源政策、河川環境政

策の方向性を決めるきわめて重要な問題であり、徳山ダム計画の計画修正時にさしたる議

論もせずに計画に組み込まれてしまうものでは決してない。 

 私たちは渇水対策容量の確保について、次のような考えを持っている。まず第1に正常

流量の確保を目的とした渇水対策容量は直ちにこうした発想や考え方そのものを止めるべ

きである。異常渇水時における河川環境保全の考え方については既にⅠ章で指摘したので、

ここでは簡単に述べるにとどめたい。 

異常渇水は 10 年を超える間隔でしか発生しない。そうした異常時に河川生態系に全く

影響のない対策を採ることは元々不可能である。まして異常渇水時の正常流量確保のため

に徳山ダムや連絡導水路といった巨大公共事業を実施することは、経済面、環境面で問題

が大きく、決してすべきではない。環境面では、ダム建設を前提にした河川環境の改善は

言葉の意味からして矛盾しており、いかにダムや河口堰を造らないようにするか、造って

しまったダムや河口堰の環境影響を軽減するかを考えるべきである。経済面では、環境へ

の影響は経済評価の困難な損失であり、十分な配慮をすべきにしても巨額の費用を伴う対

策は成り立たない。どうしても対策が必要ならば、異常渇水時といえども、水道用水や工
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業用水、さらには農業用水の利用を制限して水を確保すべきである。 

現実に日本全国を見渡して異常渇水時に河川環境を保全するための水資源開発をして

いるのは木曽川水系だけである。同タイプの水量確保は利根川水系（戸倉ダム（650万 m3、

2003年事業中止決定）、南摩ダム（渇水対策容量1,000万 m3））、淀川水系（丹生ダム（4,050

万 m3、2005 年規模縮小の方針提出、渇水対策容量は琵琶湖に振替）、大戸川ダム（1,600

万 m3、2005 年当面計画に位置づけない方針が出される））等にも計画されてきたが、カッ

コ内で指摘するように、既に複数のダムで渇水対策容量が計画から削除されており、ダム

計画そのものが中止された例も現れている。つまりわが国においてこのタイプの渇水対策

容量を政策目的として維持し続けることは極端に困難なのである。 

ここで不特定容量の確保政策についても私たちの見解を述べておきたい。既述したよう

に不特定容量とは10年に1回規模の渇水時にも河川に正常流量が流れるようにダムに確保

される水のことを言う。具体的には正常流量は河川自流依存団体の取水と河川維持用水の

ことで、10年に1回規模の渇水時にも河川自流依存団体の取水が可能となり、さらに河川

維持用水が流れることを目的とする。この目的を見ると、不特定容量は必要であるという

答えが出やすいかもしれない。 

しかし、不特定容量を必要とする理由を考えていくと状況は変わってくる。10年に1回

規模の渇水時に河川自流依存団体の取水が制約され、河川維持のための流量が減少する理

由は、河川自流依存団体の取水が大きいこと、または既存水資源開発において河川維持用

水を確保しないまま大量の河川取水をしてしまったことが原因である。従って河川自流依

存団体の大量取水の内容や既存水資源開発の内容を問うことなく、不特定容量が必要であ

るという説明は、原因と対策がねじれており、矛盾している。 

さらに不特定容量の目的にある河川維持用水確保の最大の目的とも言うべき、河川環境

の改善を考えた場合、その対策をダム建設によって行うのは明らかに矛盾している。ここ

で求められているのは既存ダムの運用方式を変更する中で環境影響を軽減することであり、

新規にダムを建設することではない。 

 

（２）都市用水補給を目的とした渇水対策容量も基本的に必要ない 

 

 一方、異常渇水時の都市用水補給を目的とした渇水対策容量について、私たちは次のよ

うに考える。生活や産業活動を支える水は異常渇水時といえども全くなしでは済まされな
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い。しかし、一方で自然現象としての異常渇水に対して、どのような異常渇水時にも安定

した水を獲得したいと考えることも、また不遜な考えと言うしかない。私たちが日々刻々

と変化する自然現象の中で生きているという現実を真正面から捉えた場合、そこには必ず

人間の営為を超えた自然が存在することを認めなければならないからである。 

 これは何も哲学的なことを述べているわけではない。災害等の影響を除去しようと思っ

ても、自然現象は確率論の中でしか対策をとることができず、どのような対策をとろうと

も、必ずそれを超えた自然現象が発生するという当たり前の事実を述べているに過ぎない。

特に私たちは経済的な制約から、無限の対策を採用することができない。従って、どこか

でそうした対策を超えた自然現象を受け入れる覚悟が必要なのである。 

 水利用の場合、一般に10年に 1回程度発生する渇水現象を基準に対策の切り替えが考え

られている。10年に 1回程度の渇水の発生に対しては、私たちはこれまでダムや河口堰の

建設によってその影響の緩和に努めてきた。10年に 1回という確率は確固とした理由に基

づくというよりも、歴史的、経済的理由によるものと考えればよい。そしてこの規模の渇

水を超える異常渇水に対しては、ダムや河口堰といったハードな対応ではなく、節水や水

利用者間の水利調整といったソフトな対応でしのぐことが、わが国において暗黙の前提に

なっている。 

 さらにここでわが国の特徴として言えるのは、ダムや河口堰によって開発された水がた

とえ10年に1回程度発生する渇水時に枯渇しても、わが国では河川に水が流れ、地下水が

存在する等、水が全くなくなってしまう事態を想定しなくてよいことである。これは世界

的に見れば明らかに水に恵まれていると考えるべきである。こうした自然特性を活かした

異常渇水対策をとることができれば、異常渇水時といえどもその影響を緩和し、乗り切る

ことは可能である（伊藤2005、2006）。 

 従って、異常渇水時の都市用水補給を目的として渇水対策容量を確保する策はわが国に

おいて基本的に必要ない。ただ、福岡県や長崎県、さらには香川県のように、もともと乏

水地域に人口や産業が張り付き、異常渇水時に近隣地域から取水可能な水がなくなってし

まう地域においては一定の必要性があることを否定しない。しかし、その場合でも異常渇

水の影響を受ける市民や企業との間で異常渇水時の生活や産業のあり方を議論し、費用負

担についての十分な理解を得た上で渇水対策容量の確保は行われるべきである。 
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４．徳山ダムに設定された渇水対策容量の解釈の変遷とごまかし 

 

 以上、見てきたように、渇水対策容量とは全国的には大変確保の困難な、また確保する

根拠の希薄なものである。そのため、徳山ダムに設定された渇水対策容量においては、そ

の目的説明が大変わかりづらかったり、地元自治体やマスコミの誤解、さらには思惑が入

り混じり、国交省（旧建設省）も何らかの意図を持って曖昧な説明を続けてきたと思われ

る。このこと自体、公共事業の説明責任において大きな問題である。 

従って本節では、徳山ダムに設定された渇水対策容量に対してこれまでどのような説明

が行われ、また地元自治体やマスコミがどう理解してきたのか、また、説明や理解の背景

にはどのような思惑があったのかについて考えていく。 

 

（１）元々異常渇水時の都市用水対策として考えられていた渇水対策容量 

 

最初に渇水対策容量が徳山ダムに設定されることになった徳山ダム審議委員会の提出

した意見書『徳山ダム建設事業について』の説明を見てみる。「木曽川水系では、近年、少

雨傾向にあり、降雨量の年変動が大きくなっている。毎年のように取水制限が行われてお

り、特に平成6年渇水では大きな被害がでた。首都圏の利根川・荒川水系と比べてみても、

木曽川水系は渇水に対して不安が大きい。このため、渇水に強い木曽川水系とすることが

必要である。そのために、徳山ダムにおいて渇水対策容量を確保し、異常渇水時に木曽川

水系に補給することは有効な策である」。 

これを読む限り、徳山ダムに設定された渇水対策容量が異常渇水時に木曽川水系に補給

される水であることはわかるが、その水が都市用水補給のためなのか、環境改善のためな

のかは必ずしもはっきりしない。しかし、文章中に異常渇水時の環境改善の必要性を訴え

るものはなく、その一方で以下に見るように徳山ダム審議委員会の中で議論されていた内

容やニュアンスは明らかに異常渇水時の都市用水補給を目的としていた。従って当時、こ

の文章を読んだ人たちは例外なく、渇水対策容量は異常渇水時の都市用水対策を目的とし

ていると理解したであろう。 

次に徳山ダム審議委員会内の議論を新聞報道等から見ていく。3m3/sec の水利権を返上

し、渇水対策容量設定のきっかけをつくった名古屋市水道局長は、「3トンについては利水

の安全にご利用いただきたい」と述べ（朝日新聞1996年 11月 21日）、返上する水利権を
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利水のための渇水対策容量に振り替えることを要望している。西尾武喜名古屋市長（当時）

も、「国が木曽川水系の渇水対策の強化のため、徳山ダムの不特定容量を増やす意向なので、

一部返上を申し上げることにした。返上分は、渇水対策容量として国が負担する方向で協

議していただきたい」と述べている（朝日新聞1996年 10月 10日）。この西尾市長の発言

も異常渇水時の都市用水対策と考えればよいであろう。ただ、費用負担を国負担と述べて

いるところに水道局出身の西尾市長のごまかしがある 7）。 

国交省（旧建設省）も「（東海地方のダムには）水利権に関係なく使える『渇水対策容

量』はない。94年の渇水の経験から同省は、『渇水対策容量の拡大が必要』」という見解

を示し（朝日新聞1996年 10月 10日）、さらに徳山ダム審議委員会で岐阜県議会議長が「異

常渇水になった場合、名古屋市から水をくれと言われても助けられない。返上しておいて

困ったら助けてくれではずる過ぎる。名古屋市は不特定容量の恩恵を放棄したと理解して

いいのか」と詰問したのに対して、国交省（旧建設省）スタッフは「異常渇水時の水の使

い方は今後議論していく。ただし、水系全体でうまく使っていくべきもので、特定の自治

体を排除することにはならない」と答えている（朝日新聞1996年 11月 21日）。さらにそ

の後の新聞インタビューで、国交省（旧建設省）スタッフは渇水対策として利水調整や雨

水利用を含め、いろいろなメニューを示した中で、渇水対策容量を設けることになったと

答えている。これらを見る限り、国交省（旧建設省）も徳山ダムに設定された渇水対策容

量が異常渇水時の都市用水補給水である、という理解を前提にした説明を行っている（朝

日新聞1997年 2月 8日）。 

このように、当時、愛知県、岐阜県等の自治体関係者を含むダム審議委員会委員や新聞

等のマスコミ関係者は、明らかに渇水対策容量が異常渇水時、都市用水の補給水として機

能すると考えており、国交省（旧建設省）もそうした理解を否定しない態度をとっていた。

渇水対策容量はこのような気持ちで地元自治体に捉えられており、その延長上に連絡導水

路計画が浮上するのである。しかし、既に見てきたように、異常渇水時の都市用水対策を

目的とした渇水対策容量を確保するためには、費用負担は利水範疇で捉えられなければな

らない。それに対して西尾市長の発言にあるように、地元自治体としては異常渇水時の都

市用水対策を国費で実施して欲しいという気持ちを持っていた。お金は出さないが水は欲

しい、である。ここに2つのタイプの渇水対策容量を曖昧にする素地が存在し、国交省（旧

建設省）はそれを正すどころか、一緒になってごまかす素振りを続けた。 
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（２）異常渇水時の都市用水対策理解を助長した国交省（旧建設省） 

 

 国交省（旧建設省）がこうした誤解を助長した事実はたくさんある 8）。ここでは第 1 回

徳山ダムに係る導水路検討会（以下、導水路検討会という）に資料として提出された『木

曽川水系連絡導水路に関する報告』（国土交通省中部地方整備局木曽川上流河川事務所

2004）から引用した図1で説明する。 

 図1は連絡導水路事業の目的を説明する箇所で、需要の大きな木曽川に徳山ダムで貯留

した水を揖斐川から導水し、木曽三川の広域的な水利用を図ることにより、全体の安定的

供給が可能となることを説明する際に用いられた図である。この図の問題点は、注の記述 

牧尾ダム
岩屋ダム

阿木川ダム

味噌川ダム

新丸山ダム

横山ダム

徳山ダム

0

10,000

20,000

30,000

40,000

揖斐川 長良川 木曽川

（万m3 ）

導水

 

注 1）水源容量は、非洪水期における国土交通省及び水資源機構ダム（建設中ダム含む）の利水 

容量及び不特定容量、渇水対策容量の合計。 

 2）木曽川への導水分は、愛知県と名古屋市の新規容量分と木曽川で利用することとしている渇水

対策容量の合計と仮定 

 3）長良川への導水分は、長良川及び揖斐川で利用することとしている渇水対策容量の合計と仮定 

資料）国土交通省中部地方整備局木曽川上流河川事務所（2004）より引用 

図1 木曽三川の河川別水源容量 
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に明らかなように、各河川の水源容量を算出する際に利水容量と不特定容量、さらには渇

水対策容量を足してしまっていることである。 

 既述したように、利水容量はダム依存団体が10年に 1回の渇水を前提にダムに水源確保

した水のことである。それに対して不特定容量は10年に 1回の渇水を前提に、ダムに依存

しない既得水利団体の取水や河川維持用水のために流される水であり、渇水対策容量は異

常渇水時にダムに依存しない既得水利団体の取水や河川維持用水のために流される水であ

る。従ってこれらを単純に足して全体の安定的供給が可能となると説明することは明らか

に間違っている。このような説明がされれば、不特定容量や渇水対策容量がダム依存の都

市用水団体に供給されると誤解されても仕方ない。そしてここには明らかにそうした誤解

を意図的に生み出そうとする国交省（旧建設省）の思惑がある。 

 

（３）渇水対策容量を一度も異常渇水時の都市用水対策と言っていない国交省（旧建設省） 

 

 しかしながら、実は現在に至るまで、国交省（旧建設省）は渇水対策容量を異常渇水時

の都市用水対策であるとは、ほとんど明言していない。既述の新聞インタビュー記事等は

渇水対策容量を異常渇水時の都市用水対策として考えているように思えるし、図1のよう

なグラフィカルな表示の中で誤解されるような表示はいくつもあるが、公式の報告書では

1 つの例外を除いて一貫して渇水対策容量を異常渇水時の都市用水対策とは言わず、ひた

すら異常渇水時に木曽川水系に補給水を流すことが必要であると述べてきた。 

これは徳山ダムに設定された渇水対策容量が異常渇水時の都市用水対策ではなく、正常

流量確保（河川環境の改善）のための水であることを国交省（旧建設省）が当初から理解

していながら、地元自治体やマスコミに渇水対策容量が異常渇水時の都市用水対策である

かのような誤解を与え、彼らを徳山ダムの建設推進の味方にしようとしたためであると私

たちは推測する。 

愛知県、岐阜県、三重県、名古屋市はこのまやかしにまんまと乗ってしまった。やがて

渇水対策容量は都市用水対策ではなく、環境改善目的であることが明確になっていくのだ

が、自らは徳山ダム計画に参加し、さらには連絡導水路事業を国交省（旧建設省）と共同

実施することになり、引き返せなくなってしまっていた。その結果、渇水対策容量の理解

においてこのようなねじれがあったことを口に出して言えなくなってしまったと思われる。 

国交省（旧建設省）の説明に対して地元自治体がもう1つ対応を誤ったものに、連絡導 
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表4 木曽川水系連絡導水路の事業形態比較表 

事業形態 共同施設案 

（20m3/sec） 

都市用水単独（4m3/sec）

上流案 ルート 

地質：悪 地質：良

下流案 

（直通）

下流案 

（直通） 

下流案（長

良川経由）

概要 延長 約48km 約 8km 約 8km 約 4km 

概算事業費 

（単位：億円） 

約900 約 700 約 750 約 400 約 300 

治水 約 710 約 530 約 570   

建 

設 

事 

業 

費 

費用負担例示

（単位： 

億円） 

都市用水 約190 約 170 約 180 約 400 約 300 

ランニング

コスト 

概算ポンプ施設経費 

（億円/年） 

0.0 約 1.5 約 0.5 約 1.0 

注）概算事業費は50億円単位とした。 

  共同施設案における治水と都市用水のアロケーション比率は、身替り建設費比と最大同水量比

の平均比率とした。なお、身替り建設費は10億円単位とした。 

資料）国土交通省中部地方整備局（2004） 

 

水路の建設費用がある。2004年 11月 17日の第2回導水路検討会において、連絡導水路の

事業形態別の費用が比較されている（表4）。これによると、愛知県、名古屋市の都市用水

4m3/sec の導水路建設費用は、単独事業で行った場合、下流案（直通）で約 400 億円、下

流案（長良川経由）で約300億円と見積られている。それに対して共同施設で実施する場

合の費用負担例示では、上流案（地質：悪）約190億円、上流案（地質：良）約170億円

で、明らかに共同施設案が安くなっている。愛知県、名古屋市が共同施設案に合意した最

大の理由は、単独で導水管を造るよりも共同施設案の方が大幅な費用節約になると判断し

たからに他ならない。 

 しかし、2007 年 8 月 22 日の第 7回導水路検討会で出された最終案は、表 3に見るよう

に都市用水負担額が304.9億円と、単独事業（長良川経由）で行う場合と全く変わらなく

なっている。表4の共同施設案（上流案、地質：悪）と表3の案の間にどのような違いが

あるのかについては明らかでない 9）。しかし、表 3に示される最終案は都市用水側におい
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て全くメリットのないものになってしまっている。 

国交省（旧建設省）が異常渇水時の都市用水対策としての渇水対策容量の幻想をかなぐ

り捨てて、異常渇水時の環境改善を渇水対策容量の目的の前面に出してくるのは、徳山ダ

ム建設が本格化し、さらに連絡導水路計画が具体化していく 2004 年頃からである。2004

年 10月 14日に開催された第1回導水路検討会の配布資料には、連絡導水路事業の目的と

して、渇水対策容量による異常渇水時における緊急水の補給が掲げられている（国土交通

省中部地方整備局木曽川上流河川事務所 2004）。そしてそれ以降、渇水対策容量の目的＝

河川環境の改善効果が定着していく。 

 

（４）実は渇水対策容量の使い道を都合よく考えている国交省（旧建設省） 

 

前項で国交省（旧建設省）は公式の報告書において、1 つの例外を除いて一貫して異常

渇水時に木曽川水系に補給水を流すことが必要であると言ってきたと説明した。この1つ

の例外を改めて検討していくと、実は国交省（旧建設省）側においても、いざという時に

は徳山ダムの渇水対策容量を都市用水の補給水に使いたい気持ちのあったことが明らかに

なる。 

ここで言う「いざ」という時とは、まさに異常渇水時のことであり、その時に国交省（旧

建設省）は公式見解では河川環境の改善に使うと繰り返し述べている。また、渇水対策容

量を都市用水対策に使うことができるという理解は、これまで国交省（旧建設省）が明言

を避けてきたものである。 

しかし、渇水対策容量を異常渇水時の都市用水対策と理解してきた愛知県、岐阜県等の

自治体関係者、さらには地元住民を説得するのは難しく、部分的にしろ、渇水対策容量に

利水機能を持たせる必要があり、国交省（旧建設省）自身、そうしたワイルドカード（な

んにでも使える）の水を持つことによって、渇水時や異常渇水時の主導権を握ろうとする

考えがあるように思われる。 

 こうした国交省（旧建設省）の渇水対策容量に対する玉虫色の理解、解釈が見えるのは

導水路検討会の資料においてである。表5は2005年 10月 25日に開催された第4回導水路

検討会に提出された資料で、導水ルートを検討する際の比較内容を示したものである。こ

れを見ると、上流案、下流案の緊急水の補給（河川環境の改善効果）の中に、「異常渇水時：

節水緩和（広域的）」「異常渇水時：節水緩和（限定的）」という文言を見つけることができ 
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表5 導水ルートの検討 

 上流案 下流案 

緊急水の補給 

（河川環境の改善効果） 

改善区間 木曽川 約60km 

     長良川 約60km 

     根尾川 約10km 

・ 長良川の鵜飼 

・ アユ等の産卵区域 

・ 河川環境楽園等からの河川景観

・ ヤマトシジミ等の生息区域 

異常渇水時：節水緩和（広域的） 

改善区間 木曽川 約30km 

     長良川 約30km 

 

・ ヤマトシジミ等の生息区域 

 

 

 

 

異常渇水時：節水緩和（限定的） 

資料）「徳山ダムに係る導水路検討会（第4回）」2005年 10月 25日 

 

る。元々、河川環境の改善効果を目的とする連絡導水路の緊急水補給は異常渇水を対象に

実施されるものであることから、わざわざ異常渇水時という文言をつけて節水緩和を説明

する必要はない。また異常渇水時に河川環境改善のために流す水がそのまま節水緩和に繋

がることはあり得ない。それにも拘らずこのような文言が添えられているのは、「異常渇水

時に都市用水が困っていたらこの水を提供します」という国交省（旧建設省）の考えを示

しているからに他ならない。 

しかし、徳山ダムに設定された渇水対策容量に公式に異常渇水時の都市用水対策という

利水機能を持たせることは問題であることに気づいたのか、2006 年 8 月 30 日開催の第 6

回導水路検討会の資料には、表5とほぼ同一の表が掲載されているにも拘らず、「異常渇水

時：節水緩和（広域的）」「異常渇水時：節水緩和（限定的）」という文言は削除されている。

ここに来てようやく国交省（旧建設省）も徳山ダムに設定された渇水対策容量の目的を本

来の河川環境の改善効果に限定して提示せざるを得なくなったと思われる。 

 

注 

1） この辺の経緯については西尾（2005）が詳しい。 

2） 渇水対策容量概念が水資源計画において正式に取り入れられたのは、福岡県那珂川総

合開発事業の五ヶ山ダム計画が初めてであり、その後、水資源機構（旧水資源開発公団）
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の丹生ダムや戸倉ダムに取り入れられた（日本水道新聞社 1995）。その後、渇水対策容

量を持つダムの数は増え、現在、水資源機構（旧水資源公団）管轄のダムでは、思川開

発（南摩ダム）、戸倉ダム、徳山ダム、丹生ダム、小石原ダム等がある。私たちが確認

したものとしては、この他に五ヶ山ダム、下の原ダム、淀川水系大戸川ダムに設定され

ている（伊藤2006）。 

3） 例えば思川開発事業（南摩ダム計画）ではホームページ上で、「思川開発事業の 3

つの目的－川の流れる水の量を安定させる不特定補給－」の中に、「異常渇水時におけ

る緊急水の供給」という項目が立てられ、「計画を上まわる異常な渇水に遭遇した場合、

その影響は長期かつ広域に及ぶため、市民生活、社会・産業活動は致命的な打撃を受け

ることになります。南摩ダムにはこうした危機管理の一環として、経年的に水を備蓄し、

異常渇水時に緊急補給するための渇水対策容量として、1,000 万 m3の水を確保し、利根

川の異常渇水による被害を軽減するために利用します」という説明がある（水資源機構

思川開発建設所2005）。この説明は、徳山ダムの説明同様、確保された渇水対策容量が

どのような時に、どのような目的に対して、どのように使用されるかがわからない。 

4） 利根川水系、吉野川水系は5年に1回程度の、より利水安全度の低い計画を採用して

いる。 

5） 不特定容量は建設省河川局水政課水利調整室編（1979）によれば、次のように説明さ

れている。「特定多目的ダムを計画する場合には、基準渇水年における流水の正常な機

能の維持を図るため、維持流量とともに既得水利権の流量を基準渇水年において安定的

に確保し補給するよう計画するのが通例です。これを不特定容量または不特定用水と呼

んでいます」。 

6） 下の原ダムは渇水対策容量を確保するに当たって国庫補助の適用がなく、市の単独事

業で行われた。 

7） 西尾市長のコメントをはじめ、徳山ダム審議委員会での議論は、不特定容量と渇水対

策容量を混同して使用している。西尾市長はその後刊行した回顧録の中でも、「木曽川

水系には国の不特定容量のようなものが少ない」と発言している（西尾 2005）。こうし

た誤解は国交省（旧建設省）のコメントの中にも見られ、意図的かどうかは別にして国

交省（旧建設省）自身がこのような誤解、混同をしていたことがわかる。 

8） 詳しくは拙稿（伊藤2006）を参照。 

9） 第 2回導水路検討会と第7回導水路検討会の資料において違いがあるとすれば、渇水



 52

対策容量の使い方において、第2回導水路検討会では最大20m3/secの水を木曽川の環境

改善目的のために送水すると言っていたものが、第7回導水路検討会では16m3/sec に変

化していることである。この変化に伴い導水路の費用負担割合に変化が生じたものと思

われるが、詳細は明らかでない。 
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Ⅳ．水系総合運用の問題 

 

はじめに 

 

 2007 年 8 月 22 日に開催された第 7回徳山ダムに係る導水路検討会（以下、導水路検討

会という）において、国交省は木曽川水系連絡導水路完成後の木曽川水系の水資源利用・

管理のあり方に関する試案「水系総合運用」を発表した（図1）。国交省はあくまでたたき

台に過ぎないと言うが、それにしても、その中には無視できない考え方や問題点が含まれ

ており、私たちが考える木曽川水系の水資源利用・管理のあり方とは全く異なっている。 

本章では水系総合運用の内容を紹介した上で、その問題点について考えていく。 

 

資料）国土交通省中部地方整備局（2007b） 

図1 水系総合運用のイメージ 

 

１．水系総合運用の効果 

 

 まずは国交省の提出した水系総合運用の内容について見ていく。国交省は第7回導水路

検討会説明資料の中で「木曽川水系連絡導水路の完成後は、木曽川水系における水資源開 
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表1 水系総合運用に伴う渇水被害軽減状況 

35％以上の取水制限日

数（上水） 

15％以上の取水制限日

数（上水） 

 木曽川上流ダム

群の枯渇日数 

愛知・東濃

用水 

木曽川用

水 

愛知・東濃

用水 

木曽川用

水 

導水路なし 0日 1日 51日 45日 88日 1/10 規

模 の 渇

水 

導水路＋河口堰

（総合運用） 

0日 0日 0日 0日 0日 

導水路なし 36日 56日 81日 88日 100日 異常 

渇水時 導水路＋河口堰

（総合運用） 

0日 18日 3日 39日 27日 

＊導水路なし：現施設（＝牧尾ダム、岩屋ダム、阿木川ダム、味噌川ダム、長良川河口堰（既利用 

分）） 

＊導水路＋河口堰：現施設に加え、徳山ダム、新丸山ダム、木曽川水系連絡導水路、長良川河口堰

（未利用分） 

＊35％取水制限：1994渇水において19時間断水が発生した際の実績取水制限率 

＊35％以上の取水制限日数（上水）：木曽川上流ダムの枯渇日数を含む 

＊15％以上の取水制限日数（上水）：木曽川上流ダムの枯渇日数及び35％以上の取水制限日数（上 

水）を含む 

資料）国土交通省中部地方整備局（2007a） 

 

発施設を効率的に運用することで利水者が等しく恩恵を受けられる方法である水系総合運

用の実現に向けて取り組むこととする」と述べている（国土交通省中部地方整備局2007a）。

この文面の意味することを実際の総合運用の内容とあわせて考えると、徳山ダム並びに木

曽川水系連絡導水路の建設により、木曽川水系における水資源開発施設の建設は終了し、

今後、完成したダム等水源施設を柔軟に運用することにより、異常渇水時の被害をより少 

なくする運用方法を考える、となる。そして実際に運用条件を変えてシミュレーションを

行った結果、表1に見るように、渇水被害は著しく軽減され、94年渇水レベルの異常渇水

時にも社会経済活動への影響はほぼ解決されると述べている。 

 表1のシミュレーション結果は注目に値する。「導水路なし」（現施設だけでの運用）の
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場合、1/10渇水年規模の渇水時に、35％以上の取水制限日数（上水）が愛知・東濃用水で

は1日、木曽川用水で51日あったものが、「導水路＋河口堰（総合運用）」になると、どち

らも0日になっている。15％以上の取水制限日数（上水）もそれぞれ「導水路なし」で45

日、88日だったのが、いずれも0日になっている。 

 さらに異常渇水時に水系総合運用はより大きな効果を発揮する。「導水路なし」だと木曽

川上流ダム群の枯渇日数が36日あったものが、「導水路＋河口堰（総合運用）」では0日に

なり、35％以上の取水制限日数（上水）も愛知・東濃用水、木曽川用水でそれぞれ56日、

81日あったものが、18日と3日に減少する。15％以上の取水制限日数（上水）もそれぞれ

「導水路なし」で88日、100日だったのが、39日と27日に減少している。 

 

２．水系総合運用のシミュレーションの内容 

 

 では水系総合運用と称される運用方法は具体的にどのような内容を持つものなのであろ

うか。その内容を確認しておきたい。 

 まず、水源の増加である。既存水源施設である牧尾ダム、岩屋ダム、阿木川ダム、味噌

川ダム、長良川河口堰（既利用分）に加え、徳山ダム、長良川河口堰（未利用分）が新た

な水源に加わっている 1）。ここで注目されるのは長良川河口堰の未利用分が一部、水源に

加えられていることである 2）。 

次にダムの補給順序の変更である。導水能力に制約のある徳山ダム及び長良川河口堰か

ら先行的に補給するとともに、木曽川上流の各ダムから補給順序の効率化を図るとしてい

る。 

さらに節水率のかけ方を変更している。木曽川上流ダム群の残容量の減少に伴い、利水

と河川維持流量双方に節水をかけ、節水率は、過去の渇水実績を参考に、上水最大 35％、

工水最大65％、河川維持流量最大50％となっている。 

最後に発電専用容量の利用である。国交省の説明によると、これには徳山ダムの発電専

用容量、さらには底水容量が含まれている。 

 現在、ダムに確保された水利権はそれぞれの用途や確保団体ごとに個別ダムの運用ルー

ルに従って水供給が行われている。今でも渇水になるといわゆる統合運用が行われるが、

これはダム貯留量が一定割合に低下した後、貯留量に余裕のあるダム放流を優先して行う

ことを意味しており、ここで問題とする水系総合運用とは意味が異なっている。 
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 今回、国交省が水系総合運用として提示したのは、全水源ダム・河口堰に確保された水

道水利権を全て一体のものとして運用するところに特徴がある。ダム・河口堰には、それ

ぞれの水利権に対して実需要が発生しているものからほとんど発生していないものまであ

る。当たり前だが、実需要が発生しているダムは枯渇しやすく、あまり発生していないダ

ムの貯留量はなかなか減少しない。またダムの中には水が貯まりやすいものとそうでない

ものがあり、貯まりやすいものは早くから放流を行っても貯留量が回復しやすいのに対し

て、貯まりにくいものは回復が遅くなる。従って水系総合運用はこれらを通常時から一体

化して運用することにより、最も効率的な運用を行おうとするものである。 

 

３．水系総合運用とはダム・河口堰だけの総合運用のことである 

 

（１）河川自流依存団体が排除されている水系総合運用 

 

 私たちは異常渇水時に木曽川から取水する水利用者全てがお互いの事情を調整しながら

水利調整を行うことには大賛成である。国交省の提案する水系総合運用の中にも、ダム・

河口堰の確保水量の特徴を考えてできるだけ効率的に運用しようという姿勢が含まれてお

り、評価に値する。特に水源の一体化は木曽川水系連絡導水路の建設を待たずに今すぐ実

施すべきである。 

 しかし、国交省の水系総合運用には以下で述べるようないくつかの問題が存在する。今

後の木曽川の水資源利用・管理をより充実したものにするためにも、これらの問題を解決

していかなければならない。 

国交省による水系総合運用の問題点とは何か。まずその根底にある考え方そのものに致

命的な問題が存在する。それは水系総合運用と言いながら、農業用水を中心とする河川自

流依存団体との調整を全く考慮していない、ダム・河口堰だけの運用を前提にしているこ

とである。国交省のシミュレーションでは、木曽川自流水から取水する農業用水（濃尾用

水、木曽川用水）、名古屋市水道（自流取水分）等は水系総合運用の対象から除外されてい

る。 

これの意味するところは何か。わが国の河川において河川自流水からの取水権利のほと

んどを農業用水が持っている。そして既存水源ダムが10年に1回規模の渇水に遭遇すれば、

そのほとんどが枯渇して用をなさなくなるのに対して、河川自流水は異常渇水時、流量減 
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資料）国土交通省中部地方整備局（2007e）より引用 

図 2 2005年の木曽川の平均および渇水時の流出量・取水量 

 

少を招くことはあっても枯渇することはなく、また取水権利を有する農業用水との調整が

行われれば、ほとんどの河川において都市用水が最低限必要な水（断水しない程度の水）

を供給することができる。実際、著しい渇水に見舞われた地域の多くが農業用水との調整

で渇水を乗り切ってきた。図2は2005年の木曽川成戸地点の年間平均流出量、夏期渇水時、

冬季渇水時の流出量を示したものである。少なくとも夏期渇水においては大量取水をして

いる農業用水が渇水の鍵を握っていることがよくわかる。また冬期渇水では成戸流出量（自

流水）の調整が可能であることが示唆されよう。しかし、水系総合運用は農業用水を無視

し、ダム依存都市用水団体の間だけで調整を行おうとしているのである。 

木曽川に依存する農業用水がいかに渇水に強く、頼りになる存在であるかについて、私

たちは1994年異常渇水を通して身にしみて実感した（伊藤2006）。94年渇水では8月上旬

から 9月中旬にかけて水源ダムが完全に枯渇する中、8月中旬から 9月中旬の約 1ヶ月の

間、木曽川自流依存農業用水は最大60％の節水率を自らに課してダム依存都市用水団体へ

水を供給した。水利調整された水量は最大25m3/secに及び、発電ダムの緊急放流とあわせ、

水源ダムが枯渇した1ヶ月半の特に後半の1ヶ月間、私たちの生活になくてはならない水

を供給し続けたのである。 
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このように94年渇水を通じて私たちが河川自流依存農業用水の渇水対応能力の大きさ、

さらには木曽川に依存する全水利団体間の調整の重要性に改めて気づかされていた時、国

交省だけは農業用水団体、農水省との調整に疲れ、二度とそのような目に会いたくないと

思ったのであろうか。提示された水系総合運用は木曽川全体の総合的な水利用・管理に向

かうものではなく、国交省の手の内にあるダム・河口堰だけでいかに異常渇水を乗り切る

かを考えた結果にしかなっていない。 

 

（２）農業用水問題を議論しない木曽川水系流域委員会 

 

現在、木曽川水系の河川整備計画策定のために開催されている木曽川水系流域委員会

（以下、流域委員会という）においても、木曽川の水利用を議論する中で農業用水が1つの

中心テーマになっている。第2回流域委員会において、委員から農業用水の取水に対する強

い疑念が表明され（国土交通省中部地方整備局2007c）、それに対する事務局の説明が第5

回流域委員会で行われた（国土交通省中部地方整備局2007d）。そしてそこでも、改めて別

の委員が農業用水についてかなり核心に触れる話を展開している。その内容は農業用水の

灌漑面積が半減する中で農業用水の取水量も相当減少しているはずであるのでは、という

問いかけであった。そして「農業用水という非常に大きな用途を棚上げして、工業用水と

生活用水だけで足りるか足りないかという議論をしていること自体がおかしい」、「その基

本的な農業用水の見込み利用量みたいなものが審査中であって、そこをするっと話が通り

抜けてしまったのですが、それでいいのですか」と疑問を提出している。ここで問題とさ

れているのは通常時の農業用水利用のあり方であり、私たちが問題とする渇水時の水利用

のあり方とは異なるものの、内容としては連続している。 

しかし、その後のやり取りを見ると様相は異なってくる。国交省事務局が「現在審査中

のもの（農業用水水利権）につきましては、やはりまだ協議中の内容ということで、これ

をすぐ御説明するのは、ちょっと難しい」（カッコ内筆者）と述べたのに対して、委員長が

「ある程度合理的に需要量は評価できる仕組みだと思っていいわけですか」と発言し、そ

の後も「（事務局）水利権の審査をする上で当然必要な量が、妥当なものとして申請されて

いるかどうかを判断しているわけでございまして、そういうことでございます」、「（委員長）

それと許可水利権の（中略）水利権量の絵と現実に取水されている実態を見て、その評価

が正しかったかどうかというのはチェックできているはずだ」、「（事務局）はい。データは
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ございます」、「（委員長）ということだそうです。だから、頭の中で農業用水の方にかなり

のずさんさがあるのではないかということでも、今の説明の中ではないということですよ

ね。現在の受益地での農業実態と、それに対して許可されている水利権量と、現実に取水

されている量というのは、まあまあバランスはとれている。不自然なところはないという

判断でいいんですか」、「（事務局）申請の内容につきましては、そういう形でチェックさせ

て頂いております」といったように、事務局と委員長の間のやり取りで農業用水問題は議

論を終了させられてしまっている。これでは農業用水の今後のあり方を含めた総合的な議

論ができるわけない。委員長は第2回流域委員会で「木曽川水系は流域委員会であまり利水

の中身に踏み込んだ計画は立てられないんですね。利水計画については別の枠組みである

程度先決めされているところがある」と発言しており、そもそもの議論の制約について述

べているが、第5回流域委員会のとりまとめ方では、結果として農業用水の議論を避けたま

ま、現状を肯定した結論になってしまっている。しかし、農業用水問題は他の委員会でも

ほとんど議論された形跡はない。流域委員会が国交省の内部委員会であり、農水省管轄の

農業用水問題に触れることのできない限界をストレートに表現している場面と言ってよい。 

さらに河川自流農業用水との関係で指摘しておかなければならないのは、今回、試案と

して提出された水系総合運用のようなダム・河口堰だけで異常渇水を乗り切ろうとする方

策は、木曽川水系以外では成り立たず、特殊木曽川事情に基づくものであるということで

ある 3）。ここで言う特殊木曽川事情とは、それほどまでに木曽川には数多くのダム・河口

堰が建設されており、普段の水余りがあまりにも大きなため、異常渇水時にもそれらの水

源施設を調整するだけで対応が可能になってしまっているということである。他河川にお

いてこれほどまでの水余りを示す地域はない。従って異常渇水に陥った時、河川自流依存

農業用水との水利調整をせずに渇水から脱出できる地域は存在せず、国交省が木曽川水系

で提示した水系総合運用は他地域においては参考にならない。従って国交省の言う水系総

合運用とは木曽川特殊運用案に過ぎない。 

 

４．水系総合運用はさらに導水路を必要とする 

 

（１）木曽川水系連絡導水路計画における長良川河口堰未利用水をめぐる攻防 

 

 特殊木曽川事情に基づくものとはいえ、ダム・河口堰の建設が既に終了し、それらが有
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機的につながっているのならば、国交省の水系総合運用を認めてもよいのではないかとい

う意見が出るかもしれない。しかし、以下の理由で私たちはこの意見に反対である。 

 水系総合運用は木曽川水系の水資源開発が終了したことを前提としている。しかし、表

1 で明らかなように水系総合運用が前提としながら、今後の建設を待つ施設は木曽川水系

連絡導水路以外にも存在する。それは水系総合運用の新規水源で説明されている長良川河

口堰（未利用分）の水を木曽川まで導水する施設である。 

注 2で述べたように、長良川河口堰には愛知県11.25m3/sec、名古屋市2m3/secの都市用

水水利権が設定されており、そのうち既利用分は愛知県水道の 2.86 m3/sec に過ぎない。

それに対して水系総合運用では、愛知県工業用水水利権8.39m3/secのうち水道へ転用され

た5.46 m3/sec 中の 4.52 m3/secと名古屋市水道の2m3/secを使用してシミュレーションを

行っている 4）。これには愛知県と名古屋市の意向が反映されている。愛知県と名古屋市は

長良川河口堰未利用水が利用できるように木曽川水系連絡導水路を2本に分けた上で、下

流導水路で長良川河口堰未利用水も同時に流すことができるように強く主張した（朝日新

聞2007年 8月 5日）。しかし、8月 22日の第7回導水路検討会で提出された木曽川水系連

絡導水路計画最終案は、導水路を上下流2本に分割することは認めたものの、長良川河口

堰開発水を導水できる内容にはならなかった。 

 従って、水系総合運用の前提の1つである長良川河口堰未利用水の利用は、木曽川水系

連絡導水路の完成によっても不可能であり、河口堰未利用水を利用可能にするためには、

未利用水を木曽川へ導水するためのもう1本のパイプが必要なのである。このように水系

総合運用は木曽川水系連絡導水路の建設をもって施設対応が終わるのではなく、連絡導水

路の下流導水路を改めて計画変更して長良川河口堰の未利用水を導水可能にするか、別途

もう1本の長良川河口堰未利用水専用導水路を建設しない限り、その前提は完成しないの

である。 

しかし、私たちはこうした対応をとることに強く反対する。長良川河口堰は今もその運

用をめぐって強い反対が表明されている施設である。特に河口堰方式の水資源開発は河口

域の生態系に多大な環境影響を与える。流域面積が約2,000km2に及ぶ長良川において河口

で 4m3/sec しか放流量（魚道水量）が認められていないことは、正常流量確保を目指す国

交省の方針からも大きく矛盾する。一般的に国交省の正常流量は過大であると私たちは考

えるが、一方で長良川河口堰放流量は明らかに過少である。微妙な生態系を有する汽水域

を破壊する河口堰方式の水資源開発は根本からの反省が求められているのである。 



 62

（２）対応に苦慮する愛知県 

 

 長良川河口堰開発水の扱いについては、愛知県等の地方自治体も大変困っているようで

ある 5）。「愛知県水道用水供給事業の進め方に関する研究会（第 2回）会議録」（2007 年 2

月 16日）を見ると、委員から「長良川河口堰の工水の転用については、事業効果の早期発

現のため、進めることができるのか？」という質問が出されており、それに対して事務局

は「河口堰自体は完成しているので転用の手続きを進めるが、長良川から木曽川への導水

については検討し整備しなければ浄水場で利用できない。県で取りに行くのは難しく、国

交省などで導水路の具体化に向けて検討を進めているところであるが、いつまでに出来る

ということは明確でない」と答えている。さらに委員から「安定供給水源の確保という施

策は良いが、その事業効果を実際に発現するとなると人任せのところがかなりあるという

ことか」と突っ込まれると、事務局は「渇水時に使うものであり、渇水が頻発している近

年の状況を踏まえると、出来上がっている水源は、徳山ダムも含めて早期に利用できるよ

う導水路施設を働きかけて行きたい。長良川河口堰については、導水路の延長が徳山ダム

に比べて短く、早期に利用できるよう働きかけて行きたい」と述べている（愛知県2007）。 

この説明の中で明らかに誤っている個所が 2 つある。1 つは事務局が「渇水時に使うも

の」と答えている部分であり、少なくともⅡ章においてフルプランの2/20渇水年を前提と

する限り、長良川河口堰の工業用水転用分水利権は2015年の水道需要発生が予測されてい

る部分であることを確認した。従って本来需要の発生が見込まれる水源施設を完成から10

数年経過している中で放棄しているという対応は、愛知県自身がフルプランの需要予測を

信じておらず、当該開発水量が使用可能状態になくても危機的状況は現れないと考えてい

ることを示している。 

そして2つ目の誤りは「長良川から木曽川への導水については検討し整備しなければ浄

水場で利用できない。県で取りに行くのは難し」いと述べていることである。フルプラン

で必要とされている水の導水施設建設において、自らが主体となって進めることができな

いとはいったいどういうことなのか。愛知県が長良川河口堰の工業用水転用分水利権の開

発費用と導水費用の負担に耐えかね、費用の一部を国に負担してもらおうと思っているこ

とを意味しているとしか考えられない。つまり、長良川河口堰の水資源開発費用は末端水

消費者の負担可能額を超えているのであり、長良川開発水は本来、私たちが求めてはいけ

ない水であったことを証明している。 
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５．渇水対策容量、不特定容量の運用をめぐる問題 

 

（１）渇水対策容量、不特定容量の目的外使用に伴う矛盾の発生 

 

ダム・河口堰の運用変更だけで異常渇水を乗り切ることができるとした水系総合運用で

あるが、実際に94年レベルの異常渇水を水道水利権の統合だけで乗り切ることはできない。

従って水系総合運用には異常渇水時に独自に運用することのできる水源が確保されていな

ければならない。その最も確かな水源としてこれまで噂されてきたのが渇水対策容量と不

特定容量である。不特定容量は他河川においては異常渇水時になると利水容量とほぼ同時

に枯渇するが、木曽川では現状の運用ルール下においてその多くがダムに残されたままで

あり（伊藤 2006）、渇水対策容量に至っては元々の目的が異常渇水時の正常流量の確保に

あることから、異常渇水時にもフルに確保されているはずである（Ⅲ章）。 

しかし、渇水対策容量、不特定容量を異常渇水時に都市用水対策として利用するために

は、大きな壁が存在する。徳山ダムに設定された渇水対策容量5,300万 m3（うち木曽川水

系連絡導水路分4,000万 m3）は異常渇水時の河川環境の改善（正常流量の確保）を目的に

確保されたものである（Ⅲ章）。また、現在建設の進む新丸山ダムに確保予定の不特定容量

1,500 万 m3、既に確保されている阿木川ダム（600 万 m3）、味噌川ダム（1,200 万 m3）の不

特定容量も計画基準渇水年内の正常流量の確保を目的にしている。そのため、木曽川水系

に確保された、または確保が予定されている渇水対策容量、不特定容量は全て、費用負担

上治水目的（この場合、流水の正常な機能の維持）として国から補助金が出されている。

木曽川水系連絡導水路の渇水対策流量導水分の建設費用でも、国の補助率は70％で、残り

の30％が県負担として一般会計から支出される。従ってこうした流水の正常な機能の維持

（正常流量の確保、河川環境の改善）を目的として確保された渇水対策容量、不特定容量

を、抱える矛盾をそのままにして都市用水へ供給することはできない。その理由は以下の

2点である。 

1 つは国や地方自治体の一般会計から全額負担したまま、目的の中に都市用水供給を含

めたり、緊急時ということだけで都市用水へ供給してしまうと、税の使用用途において矛

盾を発生させてしまう。異常渇水時の都市用水対策に用いられる場合、渇水対策容量によ

って得られる便益の大きさは一般に使用水量に比例する。それに対して費用負担が一般会

計で処理されてしまうと、便益と費用負担の関係が損なわれてしまう。従って都市用水が
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渇水対策容量や不特定容量から補給を受けるのならば、それに要した費用を改めて利水目

的として再計算し、都市用水側が目的に応じた費用負担を行い、最終的には水消費者が使

用料金として支払わなければならない。これについては現実に下の原ダムや五ヶ山ダム事

業において、渇水対策容量を異常渇水時の都市用水対策と明示する中で、利水範疇での費

用計算を行っている事例もあり、徳山ダムの渇水対策容量を都市用水対策に使う場合の矛

盾は明らかである（Ⅲ章）。 

2 つ目の理由は、渇水対策容量、不特定容量の目的そのものが持つ問題点である。不特

定容量が必要とされる理由を簡単にまとめると次の 2 点になる。1 つは河川自流依存団体

の取水量が大き過ぎることによって渇水時に河川流量が大幅に減少してしまうことである。

これに対する考え方としては、歴史的にそのような状態が続いてきたのならば、それは 1

つの自然状態として受け止めるべきであり、流量が少ないからと言って補給する必要はな

い。私たちが一般に自然状態として想定する河川の姿はダム・河口堰建設以前の河川状態

であり、原始状態の河川ではない。また、取水堰の建設や整備による河川自流依存団体の

取水量増加・安定化に伴って河川流量が減少している場合は、対策をとるべき対象は取水

量を増加させた河川自流依存団体の行動である。 

一方、ダムによる水資源開発が渇水時における河川流量減少の原因である場合、そこで

すべきは誤った水資源開発を正すことである。従って求められるのはダムや河口堰の運用

条件を変更して河川により多くの水が流れるようにすることである。 

異常渇水時の環境改善を目的とする渇水対策容量の場合、目的と対策のねじれが不特定

容量以上にはっきりとしている。木曽川において異常渇水時に河川流量が減少するのは第

1 に自然流量が少ないからであり、第 2 に河川自流依存農業用水が大量の取水を行った結

果である。従って求められているのは河川自流依存農業用水の取水を制限するか、または

そのような状態を甘受することである。 

 

（２）本来の目的（河川環境の改善）の喪失 

 

 実は水系総合運用の説明の中で国交省は徳山ダムに設定された渇水対策容量や阿木川ダ

ム、味噌川ダム等に設定された不特定容量の水を異常渇水時の都市用水対策に用いるとは

言っていない。また、シミュレーションにおいてもそのような前提は採用していないとの

ことである。 
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 Ⅲ章での検討結果を見る限り、国交省は比較的最近まで徳山ダムに確保した渇水対策容

量を異常渇水時の都市用水対策として使用する意向を持っていた。しかし、今回提案され

た水系総合運用のシミュレーションではそうした考えを後退させ、渇水対策容量を本来の

目的である異常渇水時の環境改善に限定した使い方に戻しているようである。こうした理

解は第 7 回導水路検討会の説明資料並びに参考資料を吟味する中で明らかになってくる

（国土交通省中部地方整備局 2007a、b）。市民グループをはじめ、木曽川水系連絡導水路

計画に関してはさまざまな意見が表明され、計画の問題点が指摘されてきた。その中の最

大の批判の1つが渇水対策容量の目的を曖昧にしたまま、異常渇水時の都市用水対策とし

て有効であるかのような主張してきたことであることからすれば、国交省としても渇水対

策容量の目的を本来の河川環境の改善に戻す必要があったと言えよう。 

しかし、さらに検討を続けていくと、本来の目的として提示する異常渇水時の河川環境

の改善効果もその目的を達成できないことが明らかになってくる。その理由は以下のとお

りである。 

 

資料）国土交通省中部地方整備局（2007b）より引用 

図3 木曽川水系連絡導水路の運用概念図 



 66

第 7回導水路検討会の参考資料には、異常渇水時の河川環境の改善を説明する概略図が

掲載されている（図3）。これによると、木曽川水系連絡導水路を経由して木曽川に導水さ

れる徳山ダムの渇水対策容量は7月末、阿木川ダム、味噌川ダム、新丸山ダムの貯留量が

50％を切った時点から 16m3/sec の導水が開始され、渇水状態が終了する 9 月中旬（94 年

渇水では 9月 17 日）まで供給される。これによって木曽川成戸地点流量は 40m3/sec を保

つことができ、国交省の説明によれば、渇水対策容量は異常渇水期間を通じて河川環境の

改善を果すことができることになる。 

これに対して同じく第7回導水路検討会の説明資料には、少し異なった説明図が掲載さ

れている（図4）。説明資料には水系総合運用の説明として、木曽川上流ダム群の残容量の

減少に伴い、利水と河川維持流量双方に節水がかけられ、河川維持流量にも最大50％の節

水率がかけられると説明されている。そうした理解の上で図4を見ると、木曽川では8月

に入るとすぐに成戸地点流量が30m3/secに減少しており、その数日後に成戸地点流量はさ

らに 20m3/sec に減少している。図からの読み取りであり、正確な月日は明らかでないが、

その後渇水が終了する9月中旬まで成戸地点流量は20m3/sec のままである。 

つまり、徳山ダムに確保された渇水対策容量はその導水を始めた直後から目的とする河

川環境の改善効果を大きく減じた運用がされてしまうのである。なぜこのような運用にな

ってしまうのか。理由として次の2点が考えられる。 

 

資料）国土交通省中部地方整備局（2007a）より引用 

図4 水系総合運用に伴う木曽川成戸地点の流況改善状況 
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1 つは国交省が河川流水の切れることを環境影響の最大問題として理解しているため、

不確実性を有する渇水に対して、少しでも渇水対策容量を長く運用させ、枯渇による導水

停止の事態を避けようとしていることである。しかし、それでは異常渇水時の河川環境の

改善効果は大きく減じてしまい、当初の目的を果すことができなくなってしまう。 

国交省は現在、木曽川水系の河川整備基本方針並びに河川整備計画の策定を同時に行っ

ており、その中で成戸地点流量を50m3/sec確保することを目標にした方針、計画を準備中

である。また、この流量は異常渇水時には40m3/secで運用するとしている。しかし、通常

時に 50m3/sec 確保しなければならない理由、異常渇水時にそれが 40m3/sec に減量されて

しまう理由は必ずしも明らかではない。50m3/sec 確保については別途検討資料が存在する

（国土交通省河川局 2007）が、その中で唯一 50m3/sec の根拠になっているのは木曽川河

口域に生息するアサリの生息環境の維持だけであり、これも環境影響としてどれくらいの

重要度で理解すべきかの根拠は薄弱である。だからこそ異常渇水時に簡単に40m3/secに減

量されてしまい、さらに水系総合運用のシミュレーションでは20m3/sec（40m3/sec に対し

て50％の節水）でよいという結論になってしまうのである。国交省のこのような発想にお

いて唯一確かな理由は、「河川流量がゼロになるよりはまし」だけで、要はどのような異常

渇水時においても河川流水の切れることだけは避けたいということだけである。 

私たちは河川流量の変動は自然状態の中でも発生しており、極端なケースではあるが、

木曽川の河川流量がゼロになることも1つの自然と考えている。一方、国交省においては

とにかくどのような異常渇水時が来ても成戸地点に水が流れていなければならないという

発想が前提にある。従って、将来予測ができない異常渇水時において渇水の長期化を心配

して河川維持流量にも節水をかけてしまうのである。しかし、これほど人為的で短絡的か

つ根拠の薄い発想はない。 

異常渇水時に入るとすぐに成戸地点流量が 20m3/sec に減量されてしまう 2 つ目の理由

は、異常渇水時に河川環境の改善目的で16m3/secの水を流し続けると、別の理由で導水路

を使うことができなくなるからである。ここで想定されるのが、異常渇水時に発電専用容

量（そのほとんどは徳山ダムの底水容量）を都市用水対策に使用するという国交省の説明

である。具体的な内容は次項で説明するが、徳山ダムの巨大な底水容量を木曽川水系導水

路を使って木曽川まで導水するためには、異常渇水時に環境改善目的の水を流しておく余

裕はなく、できるだけ大量の都市用水対策水のために使えるようなルールを作っておかな

ければならないのである。 
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どちらの理由が説得力を持つにしても、異常渇水時に河川環境の改善を目的に導水され

るはずの徳山ダムの渇水対策容量は、導水開始早々に導水量を減少させなければならず、

木曽川成戸地点で 40m3/sec の確保を目指すとする国交省の目標は自らが行った水系総合

運用のシミュレーションによって否定されてしまうのである。 

 

６．発電専用容量（徳山ダムの底水容量）の使用 

 

国交省が水系総合運用のシミュレーションを行った際、異常渇水時に都市用水対策とし

て独自に運用可能な水源として想定したものに徳山ダムの底水容量がある 6）。水系総合運

用の説明では発電専用容量の利用となっているが、徳山ダムの発電専用容量は1,140万 m3

と決して大きくない。他の都市用水水源ダムも同様である。さらに発電専用容量が異常渇

水時に残っているかどうかは不明であり、発電専用ダムを除けば、異常渇水時の水源とし

てあまり大きくは期待できない。従って水系総合運用のシミュレーションは徳山ダムの底

水容量を念頭においていると考えればよいであろう。 

 徳山ダムの底水容量は 2004 年のフルプラン改正によって 10％程度減量されたが、それ

でも2億 5,360 万 m3に及ぶ巨大水量である。これは通常のダム運用においては利用不可能

な死水として理解されており、水系総合運用ではこの水を異常渇水時の専用水源として利

用しようという発想である。 

異常渇水時に徳山ダムの底水を使うという発想は大変衝撃的である。そもそも2億5,360

万 m3という巨大水量を死水として有しているダムはわが国には存在しない。木曽川水系で

も既存水源ダムの全利水容量を上回る水量であり、この水を異常渇水時の都市用水対策に

利用することになれば、94年渇水はおろか、それを上回る異常渇水が訪れたとしても水量

的には対応可能であろう。2000年度のフルプラン地域の水道用水実績44.5m3/sec（385万

m3/day）で見ると、約2ヶ月分の水量に相当する。 

ではこの底水容量を究極の異常渇水対策として位置づけることにより、木曽川水系の水

資源利用は万全なのであろうか。私たちはそのようには考えない。理由は以下の3点であ

る。 

第 1に、徳山ダムは揖斐川に建設されるダムである。従って名古屋市をはじめとする主

要水消費地域が木曽川に取入口を持っている点において、いくら徳山ダムに水を確保して

もこれを運ぶ導水路の導水能力によってその利用は制限される。現在、木曽川水系連絡導
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水路の導水能力は最大20m3/secであることから、河川環境の改善を目的とする導水を全て

停止したとしても、導水可能水量は20m3/secを超えることはできない 7）。さらに導水路を

2 本に分割したことによって都市用水への供給が可能なのは上流導水路だけになってしま

った 8）。上流導水路の供給能力は15.3m3/secであり、既述した異常渇水時の河川維持流量

（河川環境の改善のために流される水）の節水を考慮に入れると、恐らく都市用水のため

の導水量は10m3/sec程度にとどまるであろう。つまり底水容量の巨大さに比べて実際の導

水量は著しく制限されてしまい、ダムに水はあるけど使えないという事態が発生してしま

う。 

そのような特徴を踏まえてできる限り徳山ダムの底水容量を長期間使おうとすれば、相

当早い段階から底水容量の使用を前提にした木曽川の水利用ルールを木曽川既存水源ダム

の運用にさかのぼって設定しなければならなくなる。しかし、徳山ダムの底水容量が本来

死水であり、通常使用を前提とされていないことからすれば、そのような水利用ルールの

設定は本末転倒した発想であり、現実的でない。やはり上述したように異常渇水が想定さ

れ、実際に既存水源ダムの利水容量の枯渇が見え始めた頃からしか底水は利用できないの

であり、上述の運用制限が現実のものとなる。 

底水容量を異常渇水時の都市用水対策とする場合の2つ目の問題点は、木曽川水系連絡

導水路を異常渇水時にそのような形で使用することになった場合、導水路の目的そのもの

を変更する必要があるという点である。連絡導水路の建設目的の1つが異常渇水時の河川

環境の改善効果であることはこれまで何度も確認してきた。私たちはこの目的自体不適切

であると考えるが、水系総合運用の中で都市用水対策としての水を大量に導水し、そのた

めに河川環境の改善を目的とした導水が大きく制約されるのならば、そもそもの導水路の

目的が歪んでくることになる。従ってその場合は、導水路計画の目的を変更した上で建設

費用の再計算を行い、都市用水として応分の費用負担をしていかなければならないであろ

う。 

 最後の問題点は、底水容量を異常渇水時の都市用水対策に使用することによって徳山ダ

ム計画自体が大きく歪んでしまうことである。徳山ダムの総貯水容量は6億 6,000 万 m3に

上る。それに比べて集水面積は254km2にとどまるため、ダムの底水に手をつけた場合、ダ

ム貯留水の回復が極端に遅れてしまう。仮に総貯水容量6億 6,000万 m3全量を使い果した

場合は1年間に2,600mm の降水量があり、その全量がダムに貯水され、しかも全く放流し

ない状況においてはじめて徳山ダムは満水になる。そのような事態を想定するのはあまり
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にも極端であるが、徳山ダムは一度使うとなかなか貯留量が回復せず、その後かなり長期

にわたってダム機能が混乱するという特徴を持っていることは指摘しておきたい。 

その際、影響を直接受けるのは発電目的であろう。そもそもこれだけの底水容量が徳山

ダムに確保されているのは発電のための高さを確保するためであった。それが発電目的の

変更により、当初計画に占めた発電の重要性が大きく後退し、それが今回の異常渇水時の

都市用水対策につながっていると思われる。これら一連の計画変更を改めて整理して考え

ると、徳山ダム計画における発電目的は既に意味をなしておらず、今回の水系総合運用が

現実味を帯びてくれば、発電目的そのものが失われることになろう。ここでも徳山ダムの

建設そのものが問われているのであり、これほどのずさんな計画で建設を強行したことの

つけが改めて現れているのである。 

このように考えてくると、徳山ダムの底水容量を利用した異常渇水時の都市用水対策案

はそのボリュームに圧倒されながらも、現実的な策にはならない。国交省としては徳山ダ

ムの有効性、連絡導水路の必要性をともかく訴えたいのであろうが、元々の計画のずさん

さが明らかになるばかりで、その有効性が見えてこないのである。木曽川水系導水路とは

そうしたずさんな計画の上に立てられたものであり、その正当性を主張する根拠のない施

設なのである。 

 

注 

1） 表1には新丸山ダム、木曽川水系連絡導水路が掲載されているが、新丸山ダムは利水

容量を持たないため、水系総合運用の対象にはならない。また、木曽川水系連絡導水路

は徳山ダムに設定された利水容量を運搬する水路に過ぎず、ここで新たな水源とするの

は間違っている。 

2） 長良川河口堰には愛知県11.25m3/sec、名古屋市2m3/sec の水利権が設定されている。

このうち愛知県水道の2.86m3/secは既に導水路が建設され、知多半島地域に導水されて

いる。残りの8.39m3/sec は工業用水水利権であったが、使用予定がたたず、そのうちの

5.46 m3/secが水道への転用予定とされている。さらにそのうちの4.52 m3/sec を水系総

合運用では水源として利用を見込んでいる。名古屋市の場合、2m3/sec の水利権全量を

使用する予定にしている。 

3） 木曽川水系以外で農業用水と関わりなく、渇水時、異常渇水時の水資源対策が考えら

れうる河川として琵琶湖・淀川水系があるが、琵琶湖・淀川水系は琵琶湖という日本最
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大の湖を利用した水資源対策を採用しており、わが国の他河川の水資源対策とは分けて

考える必要がある。 

4） 長良川河口堰開発水 22.5m3/sec のうち、水系総合運用で検討されているのは既利用

愛知県分 2.86m3/sec、愛知県と名古屋市の未利用分 6.52 m3/sec で、これに三重県既利

用分 0.81m3/sec を含めても 10.19 m3/sec と開発水量の半分に満たない。残りの水利権

の多くは工業用水水利権であり、それらは全く利用の見込みが立っていない。水利権を

獲得したのにも拘らず利用の見込みがない水利権が開発水量の半分以上存在しながら、

一方で渇水が頻発することを憂えているのが木曽川水系フルプランの実態である。 

5） 長良川河口堰未利用水については名古屋市、三重県も愛知県と同じ状況にある。名古

屋市の場合、立場は愛知県と全く同じで、木曽川水系連絡導水路分割案の中で長良川河

口堰未利用水の処置を強く求めていた。一方、三重県の場合、愛知県、名古屋市以上に

問題は深刻である。2005年 7月 8日の中日新聞で、三重県が長良川河口堰から取水して

いると報告していた北勢地域の水道用水取水が、実は木曽川からの取水であったことが

明らかになった。その後、三重県の対応は国交省の強い指導を受けたが、水源変更は行

われていない（中日新聞 2005 年 7 月 12 日）。三重県は長良川から取水していた水を工

業用水に廻し、その代わり、木曽川に設定された工業用水水利権の一部を水道用水とし

て使用していた（中日新聞2005年 7月 8日）。なぜ、三重県はこのような行為に及んだ

のか。新聞によれば、長良川から取り入れた水を水道の浄水場へ運ぶパイプがなく、そ

の設置に多額の費用がかかることから、費用節約のために行ったと言う。つまり、三重

県は通常時に使用する水道水でさえ、費用節約の点から、既存施設を最大限に利用する

策を採用せざるを得なかったのである。問題は、三重県において、こうした細かな対応

ができてしまうほど、既存工業用水道施設に余裕があることである。この事件は改めて

長良川河口堰の不必要性と費用負担の重さを示している（伊藤2006）。 

6） これは国交省中部地方整備局スタッフからの聞き取りによるものである。 

7） もちろん、20m3/sec という水量は94年渇水時を例にすると、水道用水35％、工業用

水、農業用水が65％の最大節水を経験した時に木曽川水系フルプラン地域で必要とされ

た30m3/secの 2/3に当たる巨大水量である。しかし、私たちが異常渇水時の水源として

考える農業用水との水利調整（94年実績で最大25m3/sec）と比較すれば、それよりも少

ない。 

8） 下流導水路も名古屋市工業用水を導水する分においては徳山ダムのそこ水を流すこと
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ができ、その水量は0.7 m3/secになる。しかし、それ以外の河川環境の改善目的の導水

路部分は放流先が木曽川大堰の下流であるため、揚水ポンプを設置しない限り、都市用

水の取入口に繋げることはできない。 

 

参考文献 

愛知県（2007）「愛知県水道用水供給事業の進め方に関する研究会（第2回）議事録」愛知

県HP 

伊藤達也（2006）『木曽川水系の水資源問題－流域の統合管理を目指して－』成文堂、375p 

国土交通省中部地方整備局（2007a）『徳山ダムに係る導水路検討会（第7回）説明資料』 

国土交通省中部地方整備局（2007b）『徳山ダムに係る導水路検討会（第7回）参考資料』 

国土交通省中部地方整備局（2007c）『第2回木曽川水系流域委員会速記録』国土交通省HP 

国土交通省中部地方整備局（2007d）『第5回木曽川水系流域委員会速記録』国土交通省HP 

国土交通省中部地方整備局（2007e）『木曽川水系の流域及び河川の概要（参考資料）』国

土交通省HP 



 1 

人口減少時代の水道事業と水資源政策 
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1. 人口減少・景気回復と都市用水需要 

 日本の総人口は特殊出生率の低下が急激に進んだために、

予想よりも早く2006年より減少に転じた。少子高齢化が進ん

でいるだけではなく、都心への人口回帰や郊外化の終焉、地

方都市の空洞化、中山間地域における集落の縮小再編など、

地域の経済と社会のあり方にも大きな影響を及ぼしている。 

 一方、水資源開発政策は、高度成長期における急激な人口

や産業の大都市集中と都市用水需要の増大という前提の下

で、大規模なダム・堰等の開発を計画してきた。第一次石油

危機（1973年）を契機とした低成長期への移行によってすで

に、工業用水は減少に転じ、水道需要の伸びも停滞し始めて

いた。80年代末のバブル経済の時期だけは一時的な増加を見

せたものの、その崩壊後の長期不況の期間に入ると、90年代

後半から工業用水のみならず、水道需要でも減少に転じたの

である。2002年以降、ゆるやかな景気回復が現在（2007年）

まで続いているにも関わらず、都市用水の減少傾向は継続し

ている。 

 人口減少社会への移行にともなって、水道需要予測のフレ

ームとなる人口推計のあり方が大きく変わっていく。一つは、

合計特殊出生率の回復が難しいことから、従来の「右肩上が

り」の人口予測の楽観性が放棄された。もう一つは、地価の

下落等にともなって、都市圏内における人口の中心部への再

集中が起っていることである。本稿で主に検討する名古屋市

のように、常住人口が増加に転じたにも関わらず、水道用水

需要が減少していることも、新たな事態として受け止めなけ

ればならない。 

 これまでの水道の需要予測を見ても、全国ベースでは四全

総（1987 年）による「ウォータープラン 2000」（1988 年）か

ら、「21世紀における国土ビジョン」（1998年）に対応する「ウ

ォータープラン 21」（1999 年）へと下方修正が行われ、ほと

んど需要は増えることはないと想定されていた。実際の水道

需要は1990年代中盤と転機として、停滞からむしろ減少へと

移行している。太田（2006）が述べるように水道事業の「パ

ラダイムシフト」が迫られているのである。2006年に全国の

水道ビジョンが策定され、各自治体でも地域水道ビジョンが

作成されているが、需要予測ではまだバラつきがみられる。

国土総合開発法から国土形成基本法への移行（2005年）では

開発主義からの転換が掲げられており、国土形成計画（2007

年を予定）とそれに対応する水資源計画では「健全な水循環

社会」が基本的なテーマになると予想される。 

 水道需要は90年代中盤を転機として停滞から減少となった

が、いくつかの都市の水道需要分析を見ていくと、節水型機

器の普及によってよこばいから減少となることが明らかに

されている。淀川水系流域委員会では「水需要管理」（DSM）

を提言し、関係する自治体が需要を見直したことから次々に

撤退を表明したために、ダムの利水機能が消滅している。し

かし、木曽川水系の2004年フルプランにおける愛知県や名古

屋市の需要想定調査では、徳山ダムなどを推進する必要性の

ためもあってか、将来的な増加を予想した全国的な動向とは

著しく異なる点が存在していた。 

 本稿では、この30年以上の経済社会環境の変化、さらには

バブル崩壊以降でも10数年以上に及ぶ水需要の減少、そして

人口減少社会への移行の中で、特に名古屋市の水道事業を中

心として、他の水系や水道事業との比較を交えつつ、第一に

どのような需要の実態があるのか、第二に水資源計画はどの

ような誤りを繰り返しつつ下方修正されてきたのか、それで

もダムを必要とするとした場合にはどこに問題があるのか、

それに対して撤退を進める自治体の場合はどのような予測

と考え方にもとづいているのか、第三に人口減少時代におい

て予想される人口動態と生活様式の変化は、水道事業にとっ

て需要予測と事業評価をめぐってどのような政策課題を提

示しているのかを検討していきたい1）。 
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2.木曽川水系フルプランと名古屋市の水道事業 

（1）木曽川水系フルプランにおける河口堰・ダムの過剰開発 

 水資源開発政策をめぐっては、80年代においてすでに工業

成長及び人口集中の低下による都市用水需要の低迷の中で、

さらに新規のダムや河口堰が必要なのかどうかへの批判が

強まっていた。それにも関わらず、プラザ合意（1985年）後

の円高不況対策から日米構造協議へと続く内需喚起のため

の公共事業増大の要求、さらには長期不況下の財政出動まで

続いたマクロ経済政策は、公共事業を推進する背景となった。

国の財政再建や構造改革路線にも関わらず、水資源開発や治

水事業に関してはその枠外となっていたかのようである。 

 特に象徴的であったのが木曽川水系で、1988年に本格着工

された長良川河口堰（95年完成）でも終わらず、最後の大規

模事業となる徳山ダムにおいても、2000年に本体が着工され

て、2007年度には完成の見込みとなっている。さらには、徳

山ダムの水を木曽川と長良川に導水する木曽川水系連絡導

水路事業まで検討が進められているのである。 

 最初の 1968 年プランに続いて、高度成長末年の1973 年フ

ルプラン全部変更では、1985年を目標として178㎥/sもの過

大な需要を予測し、かりにすべての水源施設が完成してもま

だ不足する計画であった。実際には図1でわかるように木曽

川水系の自流と地下水、牧尾ダムの計の 61 ㎥/s に、木曽川

総合用水の40㎥/sが完成した1983年の時点で、需要は70㎥

/s台だったことからすでに過剰だったのである（図1）。 

 

 

図1 木曽川水系フルプランの都市用水需要予測と供給施設 

資料：各次フルプラン、工業統計表、水道統計 

 また、阿木川ダム、味噌川ダムと愛知用水関係の暫定水利

を解消する施設の完成も続いた。渇水に「弱い」とされた牧

尾ダムもあったが、1994年の大渇水の経験から以上の3ダム

の統合運用が開始されたために、愛知用水及び東濃用水の地

域については、最近は深刻な渇水は発生していない。木曽川

総合用水で未利用となっていた名古屋臨海工業用水道から

の水道利用を置き換えるかたちで、長良川河口堰の完成後、

長良導水事業などを通じて知多半島にも導水された。 

 工業用水道からみた不要性は明白であり、需要がまだ微増

していた水道用水についても、既存の過剰な開発水量の存在

と、さらには工業用水からの転用で、新規の開発は不要だっ

たはずだが、こうした代替案はとられなかったのである。 

 73年プランの目標年（85年）を過ぎてもフルプランが変更

されない状態の下で、88年に長良川河口堰が本体着工された

ことは当然、問題となり、1993年変更で2000年を目標とした

計画によって事後的に正当化された。徳山ダムの場合でも、

本体着工された後で2003年には当時の建設費の2,540億円を

大幅に超過することが明らかとなったために、ダムの事業実

施基本方針を見直す必要から、逆にフルプランを改定せざる

をえなくなって、急遽、2004年の変更に至った。 

 この木曽川水系フルプランの2004年変更は、国土交通省か

ら各県への需要想定調査の依頼と、国交省の独自の試算の上

で、国土審議会水資源分科会木曽川部会で承認された。2015

年の需要予測は開発水量ベース（日最大取水量）で 87 ㎥/s

に増加するとしている。しかし、2005年までの実績をみてみ

ると73㎥/sでむしろ減少しているのである2）。工業用水の減

少が続いたのみならず、水道用水も減少し始めたからである。 

 長良川河口堰が大きな社会的問題となったことから、当時

の野中建設大臣がそれを承認する見返りとして全国のダム

事業の見直しが行われた。徳山ダム事業審議会もその一つで

あったが、審議の経過の中で 15 ㎥/s とされていた利水の開

発水量を、名古屋市の水道用水の 3 ㎥/s の返上によって 12

㎥/sとして、その差は「異常渇水対策容量」と位置づけられ

た。さらに2004年フルプラン変更と徳山ダム事業実施方針に

よって、岐阜県・愛知県・名古屋市の開発水量までもう一度、

見直されて、当初計画の44％と半分以下となる6.6㎥/sとな

ったのである。それでも供給能力は、開発水量を引き下げた

徳山ダムを加えると132㎥/sにのぼるので、通常年ベースで

は 2005 年実績の 1.8 倍となる。過大な供給能力を、最近 20

年に2回目の渇水や既往最大の渇水時のものとして過小に再

評価することで、徳山ダムの必要性が唱え続けられている。 
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（2）名古屋市水道事業の過大予測の下方修正 

 次に木曽川水系フルプランの過大予測の一因であった、名

古屋市水道事業の実態と需要予測の経緯についてみていく。 

 まず、これまでの実績と最近の傾向についてみる（図 2）。

1日最大配水量では1975年の123万㎥/日が過去最大であり、

業務用は減少し、家庭用については微増が続いたが、1990年

代の渇水・不況を経て2003年まで減少傾向が続いている。市

内給水人口は、2000年の216.3万人から2005年には220.9万

人へと増加している一方で、人口当りの有収水量は低下して

いて、同じ期間でも349→328ℓ/人・日となっている。1日最大

配水量は2000年の112.2万㎥/日から03年の103.9㎥/日まで

減少し、04年は104.8万㎥/日、05年、102.4㎥/日とほぼ横ば

いである。2002年からの景気回復とは短期的な関係は見られ

ないので、節水化や人口動態に起因する中長期的な傾向とし

て捉えた方がよいであろう。 

 名古屋市は、木曽川自流（7.56㎥/s）と木曽川総合用水（11.94

㎥/s）によって142.4万㎥/日の給水能力を持つ。さらに、味

噌川ダム（0.5㎥/s）、岩屋ダムの三重工水からの転用分（0.1

㎥/s）および長良川河口堰（2.0㎥/s）の開発水量を確保して

いるが、現在の給水能力で需要を十分にまかなえるため、第

8期拡張事業の第1次工事の3度めの見直しの時点（1980年）

から、専用施設の拡張は中止している（名古屋市、1994）。 

 名古屋市は徳山ダムに関しては当初、水道用水 5.0 ㎥/s、

工業用水1.0㎥/sの開発水量で参加していた。しかし、水需

要の低迷が明らかなことから負担部分の引き下げを要求し、

1998年の事業実施方針の変更において水道用水を5.0㎥→2.0

㎥/sに引き下げた。この差の3.0㎥/s部分は「異常渇水対策」

用に変更されて、（3）で見るように関連の諸県と国の負担が

増加している。さらに2004年フルプランと徳山ダム事業実施

方針の見直しでは、名古屋市の水道はさらに半分の1.0㎥/s、

工業用水道も1.5㎥/sから0.7㎥/sに引き下げられた。 

 名古屋市の水道の需要予測は、実績の低迷に対応せざるを

えなくて、下方修正をこれまでも繰り返し行っている。 

①1973年フルプラン 1̶985年目標：224万㎥/日（以下、最大給

水量） 

②名古屋市新基本計画（1988年） 2̶000年：161万㎥/日 

③1995年料金改訂時の水道局による見直し 2̶010年：171万㎥

/日、2020年：188万㎥/年 

④新世紀基本計画2010（2001年） 2̶010年：142万㎥/日 

⑤2004年フルプランに対する需給想定調査（2004年） 2̶015  

年：124万㎥/日 

 

図2 名古屋市の水道需要の実績と予測の下方修正の経緯 

資料：名古屋市統計書、名古屋市資料 

 

 その直後に、名古屋市のさらに最新の水道計画である「み

ずの架け橋：名古屋市上下水道構想」（2005）が策定され、「名

古屋市上下水道事業 中期経営計画 みずプラン22」（2007、

⑥）を見ると、需要予測はさらに引き下げられて、1 日平均

給水量では83.4万㎥/日（2006年）→83.4万㎥/日（2010年）

とまったく横ばいにされている。負荷率を実績に近い80％（04

年フルプランは74％）とすると104万㎥/日になる。あまりに

短期的な修正であるし、増加から横ばいに転換されている。 

 このうち、④~⑥についてもう少し検討してみる。名古屋

市が策定した2010年計画（④のフレーム）によれば、2010年

の市人口は2000年と同じ216万人で横ばいであるが、実際に

はそれを上回って再集中している。水道需要は、1995年の試

算（③）では2010 年の需要で171 万㎥/日となっていたが、

この時（④）から現在の給水能力（拡張事業は前述のように

中止されていた）とまったく同じ142万㎥/日にまで下方修正

されており、新規の水源は不要なことになるはずである。 

 2004年フルプラン策定に当たっての名古屋市上下水道局の

「水需要予測及び徳山ダムの必要水利権量について」（2004

年3月、⑤）における予測の諸要因と、近年の実態を対比し

てみる（表1）。 

 名古屋市の人口においては市内回帰の傾向が顕著となって

いるが、⑤ではH14年実績が219.3万人、予測（H27）でも同

一値の219万人を採用しており、新世紀計画よりは上げてい

るものの、人口推計については同様に消極的である。 
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表1 名古屋市の2010年プランと2004年プルプランの予測 
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*Cd-' %&&&'

uv8^_=AtEacB %*D* *dDi %&D& %%DC -D*

*Cd-'

��8 ������� FD- GD%G FDG -DGE �� ��Z[@{|�

=��@*CC&'��B *CC*'

*��\]^_ *DCiF &Dd*F& &Dd*&C &Dd*&C �� �Z

=tEa��bcB *Cd-'

��8^_=AtEacB FDG EDE GDF EDC &DF

*Cd-'

��^_=AtEacB i*DC dFDC CFD- i-DC CD&

*CC%' ������ ���

^_GAtEac CG�

 ¡¢ %&*&+,C%�

*c£¤¥^_=AtEacB CdD- iED- *&- C*DG dDC
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資料：名古屋市上下水道局（2004年3月22日）「水需要予測及び徳山ダムの必要水利権量について」,富樫（2006a）より。 

 

 フルプランでは、愛知県の木曽川水系の行政区域内人口に

ついて5,065→5,251千人という数値が採用されている。しか

し、国立社会保障・人口問題研究所の市町村別人口予測（2003

年12月）によると、 5,064→5,153千人であり、愛知県側が過

大推計している。ただし社人研予測では、名古屋市の減少

（2,171,557→2,109,639人）を尾張用水・愛知用水地域での増

加（2,891,997→3,042,985人）が上回る程度にとどまっている。

この点は再集中により状況が変わっているが、自然動態では

合計出生率（推計は婦人子ども比率）で高めがとられている。 

 国勢調査による名古屋市人口は、2000年の2,148,949人から

2005年の2,193,973人に増加に転じた。最新の2007年8月時

点での推計人口はさらに2,235,103人となっている。市外への

流出者が減少する中で、市内でも中区、千種区などへの都心

回帰と、東部郊外での増加が見られる。この反面で、名古屋

市周辺の市町村においては郊外化の傾向が鎮静している。 

 1人当り水量は、「節水意識
．．
の浸透で、かつてのような大き

な伸びは期待できない一方、介護入浴システムの普及により

要介護者の入浴回数が増えるなど需要増加要因もある」とし

て、2002年実績の244ℓ/人・日から2015年は257ℓ/人・日に上

昇するとしている。後でみる他の都市では、給水量が減少し

た実績と予測では実際の節水型機器
．．
の普及を考慮している

のとはかなり違っている。名古屋市でも人口当り有収水量の

原単位が実績的には低下してきたにも関わらずである。 

 営業用水の予測のベースである市内昼間人口は、2000年実

績の251.4万人に対して、予測は270万人と設定されている。

その結果、営業用は実績17.8 の万㎥/日に対して予測は22.9

万㎥/日への増加となっている。 

 これに対して通勤通学流動による従業地（夜間）人口を見

ると、1995年の2,543,481人から2000年の2,514,549人に-1.14％

の減少となったあと、2005年は2,516,196人に、0.07％の微増



 5 

に止まっている。もう一つ、事業所・企業統計で従業地ベー

スの従業者数を見ても、2001年（全事業所）の1,455,469人か

ら2006年（速報値）の1,458,689人への0.22％の伸びに過ぎ

ない。「元気な名古屋」と言われているほどには、市内での

就業・学業などの増加は見られないのである。それにもかか

わらず、2004年の需要想定調査では、2015年の昼間人口につ

いては2000年の1.23倍もの270万人になると非常に過大に見

積もっていたことになる。営業用原単位でも第三次産業従業

者数や市内総支出が増加するものとして、74.9→84.8ℓ/人・日

に伸びるとしている。 

 このような結果として、2002年から2015年の予測で、家庭

用では55.8→59.1万㎥/日で3.3万㎥/日の増加、営業用水量

は17.8→22.9万㎥/日で5.1万㎥/日の増加、そして工業用で

も 3.3→3.9 万㎥/日、0.6 万㎥/日の増加として、全体で日平

均給水量を83.5→91.4万㎥/日の7.9万㎥/日の増加と推計し

ていたのである。増加推計である点と、特に家庭用は人口の

横ばいなどで大きな伸びが見込めない分は、営業用で昼間人

口の過大評価して伸びの方が大きくなる数値を採用してい

たことが分かる。これが収支見通しを伴う2007年の中期経営

計画では、すぐに否定されたことになった。 

 なお、名古屋市以外の愛知県分についての資料も、推計上

での参考としてみておきたい。愛知県企画振興部土地水資源

課による「木曽川水系における水資源開発基本計画需給想定

調査調査票（都市用水） 2004年3月」のなかの「水需給想

定調査（生活用水）参考資料」である。 

 その中では、水洗便所、飲料・洗面・手洗、風呂、洗濯、

その他家庭用水と区分して、節水型機器の導入を含めた検討

までが行われている。しかし結果的には尾張地域（名古屋市

を除く）と愛知用水地域に関しては、家庭用水有収水量原単

位は2000年の254ℓ/人・日から2015年の260ℓ/人・日に微増し、

人口でも279.9万人から295.1万人に増加するとしたため、家

庭用有収水量で71.0万㎥/日から76.7万㎥/日へ、都市活動用

及び工場用水を合わせた水道用水全体の日平均給水量では

98.7万㎥/日から106.2万㎥/日に7.6％増加するとされた3）。 

 また、名古屋市を除く愛知県全体の最新の「愛知地域広域

的水道整備計画」（2007年3月）でも、「水道需要は平成6年

度の大渇水の影響もあって、需要の伸びはやや鈍化傾向を示

しているが、今後も生活用水を中心に増加するものと見込ま

れる」（p.7）といまだに述べており、最近の停滞から予測は

下方修正しつつも、やはり192万㎥/日（2004年）から225万

㎥/日（2015年）に増加するとされている。 

（3）徳山ダムにおけるアロケーションの変更と原水単価の上昇 

 こうした事態は、他の大都市のケースと比較すると異例で

あり、節水機器の導入を考慮した原単位の低下や、費用対効

果などの検討すべき事項については取り組まれずに、渇水確

率の見直しによる開発水量の実質能力の引き下げ（これは他

の水系でも続いたが）、確率渇水を上回る異常渇水対策など

によって、巨大事業を推し進めてしまったのである。 

 渇水確率の見直しによる実質的な開発水量の過小評価は、

木曽川水系の見直しに端を発したようである（平成 16 年度

『水資源白書』,p.23）。しかし、事業費が膨張する中での開

発水量の縮小や見直しは、当然、単価の上昇を招く。 

 水資源開発事業の見直しや撤退は、費用便益を再計算して

その必要と代替案を抜本的に再検討する機会だったはずで

ある。2004年にいわゆる「撤退ルール」による費用負担（水

資源機構法施行令30条）も定められていた（在間、2004）。 

 しかしながら、木曽川水系の場合は、異常渇水対策を治水

側のアロケーションに配分することによって、利水側の負担

総額の上昇はなんとか回避しようとしたが、単価の上昇や費

用対効果の検討まで及んでいない。建設をとにかく前提にし

た場合はむしろ予想通りというべきか、利水負担増額の無理

から、国の補助率の高い（7 割）治水負担への配分するかた

ちで、政治的に逆に決定されたと想定される（表2）4）。 

 徳山ダムの総事業費は従来の2,540億円から2004年の3,500

億円へと増額された。その間に、1998年の名古屋市の水道の

開発水量3.0㎥/s（205億円に相当していた）の返上があった

際には、名古屋市へのペナルティ（55億円）を除いて、異常

渇水対策として治水に150億円が振り替えられていた。 

 今度の 3,500 億円への増額では、利水（電力も含む）の負

担増は52億円に抑えられて、治水で896億円が増額された。

治水の内訳には、従来の洪水調整と不特定補給に加えて渇水

対策が入っている。なお、徳山ダムの利水・渇水対策容量を

木曽川と長良川に導水する「木曽川水系連絡導水路事業」の

900 億円の案でも、利水を除いた治水分は渇水対策が基準と

なっている。アロケーション上での負担総額はそれほど増え

なかったとしても、開発水量が大幅に削減されているので、

逆に開発水量当たりの原水単価（建設費/開発水量）は 46~

57億円から、70~140億円へと高騰している。 

 建設費と建中利息（建設費の1.4倍を想定）と23年償還（利

率 5％の場合）として試算すると、建設費のみで1㎥当たり

24~48円になると思われ、維持管理費、専用施設費などをか

ら料金を3倍とみれば72~144円/㎥、特に工業用水の96~141  
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表2 徳山ダムのアロケーションの推移 

!"#"$%&'()*+ !""#$%&'()*+ #","#-. /001$%&'()*+ "#201-.

34 /5610 !00 /5610 !00 75600 !0080 "90
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E= >?@ 9" /8: 9" /8: #1 /81 !6
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J= ; !0" 187 !0" 187 !!0 78! !
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表3 徳山ダムの利水の開発水量と原水単価の上昇 
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円/㎥は、工業用水道の補助金の算定基準である45円/㎥に対

してあまりに高すぎる。 

 地盤沈下問題でも、揚水量が減少して地下水位は安定して

いるために、岐阜県側をみると工業用水道への強制転用への

説得はそもそも無理であるが、廉価な地下水を利用している

西濃の工場や市町村の水道事業にとっては受け入れがたい

水準になってしまう。現実には需要がなく、岐阜県では徳山

ダム関連の工業用水道も水道用水供給事業でも、具体的な計

画は存在しないので、そのまま一般会計支出となる可能性が

高く、岐阜県の財政にとっては非常に厳しい事態となる。 

 しかし名古屋市上下水道局の試算では、木曽川総合用水等

の既存水源の償還が終了しており、徳山ダムの年11.2億円程

度の負担は可能であろうという楽観的な見通しが語られて

いる（名古屋市議会水道委員会資料、2004年6月25日）5） 

3.全国の大都市における水道需要予測の転換 

 ウォータープラン21において、都市用水需要の伸びは下方

修正されて、ほぼ横ばいとされていた。それどころか工業用

水だけでなく、水道用水についても年々、需要の減少が続い

ている。これを受けて『水資源白書（平成19年度版）』では 「水

需要は横ばい若しくは減少の傾向となり、また水資源開発施

設の整備が進んだことも相まって、水需給の乖離が縮小しつ

つある。このような中で、気候変動等の新たなリスク要因が

加わり、高まりつつある渇水リスクに対し、これまでの水資

源開発による量的な充足を優先
．．．．．．．．

する方策から、限られた水資

源を有効に利用する総合的なマネジメントへ、今まで以上に

一層政策の重点を転換していくことが必要である」（同、p.17、

傍点は筆者）と国の政策としては初めて本格的に水需要管理

政策に踏み込んだ。木曽川水系こそ、渇水対策等のための「量
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的な充足」を理由として,長良川河口堰と徳山ダムを推進して

いたのである。 

 もちろんこれに先立って、海外のみならず、国内でもすで

に水需要管理（DSM）は進められてきている。淀川水系流域委

員会利水･水需要管理部会の報告（2006年 11月 23日、p.2）

では、新しい「節度ある水需要管理」として以下のような提

案が行われていた。 

①水資源開発促進法に基づいて水需要の将来予測を積み上

げる供給管理（フルプラン体制）から、水需要管理に重点を

置いて、水需要抑制を含めた総合的利水行政に転換する。 

② 施設建設を中心とする開発対応から、既設水源施設の運用

の見直し、水利権の見直しと用途間転用等の水利調整、渇水

時における水融通の拡大等、新たな施設の建設によらない対

応（ソフトソリューション）に転換する。 

③ 需要抑制により生み出された環境用水に対して環境コス

ト負担のありかたを検討し、水需要抑制を促進する社会的な

誘導施策を導入する。 

 淀川水系では、各自治体による水道需要の減少と予測の見

直しによって、利水用ダムからの撤退が相次いでいる。大阪

府のケースを見ると（大阪府水道部、2005）、ダム事業からの

撤退（丹生ダム、大戸川ダム）の検討方法として、新規水源

の開発と維持に必要な費用を算定している。「安全」「安定」

「低廉」のバランスを最大限考慮するとして、①必要最小限

の投資、②既投資の有効活用、③利水安全度の低下や危機管

理などへの備え（長期的な視点）から、紀伊丹生川ダムの中

止（11万㎥/日）、臨海工業用水道から転用の他、丹生ダム（20

万㎥/日）と大戸川ダム（3万㎥/日）から撤退を決めている。 

 こうした政策転換をもたらした大阪府の水道用水の需要推

計をみてみる。1人当り生活用水原単位は実績の264ℓ/人・日

から250ℓ/人・日に収束（飽和）するとしている。そのなかで

は、洗濯 12ℓ、炊事 8ℓと節水型機器の普及による減少部分が

大きい（同、p.8）。 

 同様に抑制的な横浜市「ゆめはま2010 プラン 水道ビジョ

ン」（2006）における水道需要予測の方法もみてみる6）。将来

人口推計では平成30年代中ごろまで緩やかに増加を続け、そ

の後、減少に転じるものと見込んでいる。この人口予測や節

水型社会の浸透（「合成節水化率」の使用）などを踏まえて

水需要予測を見直した結果、水需要予測179万㎥/日（2010年）

を下方修正して、20年後（平成2026年）の一日最大給水量を

154万㎥/日と見込んでいる。そして、浄水場や配水管の老朽

化が進んでいるので、長期的な視点に立って、高機能化と「ダ

ウンサイジング」をはかるなど、水道システムの抜本的な再

構築するとしている。 

 実際には、都市によって給水人口1人当りの1日水量の原

単位には、かなりのバラつきがあるのが知られている（図3）。

11大都市の給水人口1人当たり1日有収水量（2005年）は、

大阪市の435ℓ/人･日が特に高いが、他の都市では京都市の349

ℓ/人･日から札幌市の264ℓ/人･日までの範囲にある。大渇水を

経験しており、節水コマの普及などの対策が進んだ福岡市で

は282ℓ/人･日である。1995年から2005年までの原単位の変化

をとると、福岡市は-4ℓ/人･日ともうそれほど減っていないが、

他の大都市では30~50ℓ/人･日の減少が見られた。2005年の単

純平均で321ℓ/人･日、標準偏差は45ℓ/人･日なので、節水によ

る原単位の減少幅もこの範囲の程度に収まっている。300ℓ/

人･日前後までの節水は可能であったと思われるし、節水型機

器への更新にともなう原単位の低下はさらに続くだろう。 

 

 

図3 大都市の有収水量原単位とその減少（1995-2005年） 

資料：水道統計 

 

 全国的に地域水道ビジョンの策定が進んでいるが、水道需

要予測の方法と結果にはまだバラつきがある。嶋津（大熊他、

2007）は、宮ケ瀬ダムが完成した後の横浜市は減少するとい

う合理的な予測に変わったのに対して、八ッ場ダムに参加し

ている東京都が増加の予測をいまだに行っていることを批

判している。 



 8 

 大阪府では水需要の方法を見直して、水源事業の費用の検

討も行われていた。これに対して木曽川水系では、2004年フ

ルプラン変更の際に、徳山ダムのアロケーションの部分的な

見直しこそ行われたものの、名古屋市・愛知県ともに無理な

推計に基づいたために完全撤退を実現できなかった。さらに

高い原水単価となるにもかかわらず、代替手法が検討される

こともなく、予算的にも支払い可能であるとすることで、全

面的な見直しを回避してしまったのである。 

 人口減少社会への移行と都市部への再集中、就業・通勤構

造の変化などは、都市計画自体におけるコンパクトシティへ

の転換に先んじて、日本ではライフスタイルの変化と地価の

下落などの市場を通じた動きとして生じている。また、メー

カーの技術革新を通じた節水型機器の普及が、需要抑制の政

策よりも家庭用水原単位の低下を促してきた。 

 ダム等の建設をいまだに前提としている自治体や国土交通

省の予測式では、従来型の手法を踏襲しているケースが名古

屋市や愛知県のように見られる。都市計画以上に水資源政策

では、開発主義的な事業の継続を止めることができなかった

ことで計画や予測の失敗が明らかとなり、経済や社会の動き

とのギャップの負の資産を大きく残している。 

 水道需要予測の手法の転換も、いくつかの自治体で模索が

行われてきている。節水対策につとめてきた福岡市など見れ

ば、いまなお需要抑制政策が働く余地はまだかなりあるだろ

う。財政危機の中で、大阪府や淀川水系流域委員会での検討

は、ダムの利水部門からの撤退を決めるところまですでにき

ている。いまだにハード事業を推進している地域でも、地域

の人口や経済の動きの踏まえつつ、渇水対策などでも量的な

拡張の対応から、最少のコストでソフトなソリューションを

求める方向へと変わるべき時期にきているといえる。 

 

注 

1)木曽川水系全般は伊藤（2005、2006）、長良川河口堰をめぐ

っては伊藤他（2003）、2004年フルプラン改定の問題点につい

ては富樫（2006a）、工業用水については富樫（2006b）で検討

した。本稿では水道事業を中心に考察する。 

2）ここでの都市用水需要は、1993年プランで入った中勢水道

を除いて実績の基準を連続させているが、この部分が1.8㎥

/sある。2004年プランからは中勢の工業用水も加わっている。

三重県でも河口堰からの北勢・中勢の水道用水供給事業を大

幅に縮小する見直しが行われた。 

3）フルプランの改定作業の中で、各県の需給想定調査ととも

に、国土交通省の独自の推計が行われて比較検討されている。

水道用水の中の家庭用水の原単位の推計式の変数としては、

人口当たり所得、水洗化率、高齢化比率、冷房度日が採用さ

れているが、節水型機器の普及への配慮はなく、上昇すると

いう結論となっている。 

4）徳山ダムのアロケーションの詳細については、中部地方整

備局資料にもとづく宮野研究室（2004）がある。 

5）徳山ダムの完成を目前にして、利水と渇水対策としての機

能を果たさせるためだけに、長良川・木曽川と結ぶ木曽川水

系連絡導水路事業（900 億円）に向けた国と関係自治体の案

が策定されている。 

6）横浜市については、飯岡（2006）を参照。 
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 岐阜市 水によるまちおこしプラン 重点プロジェクト  概要
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木曾川水系連絡導水路計画の見直しを要望いたします    
  
                         ２００７年１０月３日 

                               田中万寿 

                         名古屋市民・愛知県民 

＜徳山ダム導水路計画になぜ長良川が＞ 
 

 今回公表された「木曽川水系連絡導水路計画」（徳山ダム２導水路併設案）

は，長良川河口堰のゲートを未来永劫開けない，という当局の決意表明のよう

に，私には感じられました． 

 徳山ダムの水の導水路計画に，なぜ突然，下流部で長良川から木曽川への導

水路が付け加わることになったのでしょうか．河川環境改善のためという目的

で，長良川中流部に注入した約４トンの水は，そのまま長良川を流すのではな

く，約２４キロ地点の下流部から導水路で再び木曽川へ回収するという計画で

す．これにより木曽・長良・揖斐の木曽三川が水路で繋がることになります． 

 １９９４年頃に中部経済連合会が，名古屋から浜名湖まで高速道路沿いに水

路を開削し，これらの水をコンピューターでコントロールすることで水系ごと

の融通をする仕掛けが必要である，という提言をしたと伝えられています．ま

た国土交通省は，同水系未利用水を売買する「水バンク」制度を導入する方針

と報道されています．今回の徳山ダム導水路計画に下流案が付け加えられたの

は偶然ではなく，長年の計画実現だったと思われます． 

  川を流れる水を「水資源」ととらえれば，川は単なる水路であり，水を自

由にやりくりできれば効率的・合理的だというのかもしれません．しかしこの

計画には，そこに棲む生き物，川が育んできた歴史や文化，地元の産業や人々

の生活への敬意や思いやり，今後あるべき町作りへの配慮が全く欠如している

としか思われません． 
 

＜長良川は今＞ 

                  

 １９９５年に長良川河口堰のゲートが閉じられてすでに１２年が経ちました． 
 

               －１－ 
    



河口部は長大な河口湖となり豊かな芦原は消滅し，汽水域はなくなり，日本有

数のシジミは絶滅し，長良川を全国に有名にしていた天然鮎の遡上は激減して

います．釣り人の姿は少なくなり，鵜飼を訪れる観光客も最盛期の三分の一近

くになってしまいました．スーパーで見かけるのは遠く離れた宍道湖や青森の

シジミばかりで，桑名の特産だった長良川産のシジミを買うことはできなくな

りました．天然鮎も見かけることは稀です．河口から遡った鮎を捕る鵜飼をと

期待して鵜飼に来ても，天然鮎を味わうことのできる幸運な観光客は数少ない

のが実情です． 

 河口堰はわずか１０年で，長良川沿いの文化や経済に様々な形で大きな影響

を与えています．そしてなにより，誇りとしてきた大切な川を失ってしまった

人々の落胆と哀しみ，無念さや喪失感は言葉では言い尽くせません． 
 

＜岐阜の町では＞ 

 

 常緑樹で覆われた金華山と，そのほとりを流れる長良川は岐阜に住んでいる

人々だけではなく，岐阜を離れた者にとっても大切な原風景です．長良川の伏

流水はおいしい水道水源になり，暗渠になってしまったものが多いとはいえ，

水路が町中を流れ，長良川は岐阜の市民に豊かな恵みをもたらしています．し

かし長良川河畔の旅館街も廃業が相次ぎ，由緒ある町家の町並みは減り，訪れ

た観光客には寂しい風景が広がっています． 

 こうした中で最近になって，市民が中心になり岐阜の大切な緑豊かな金華山

と長良川，長い歴史が育んで来た町並みを見直し，保存再生し，新しい町作り

に活かそうという動きが生まれています．若者たちも多く参加していると聞き

ます．岐阜市が中心になって，長良川畔に「鵜飼ミュージアム」を建設しよう

とか，長良川を文化庁による「重要文化的景観」に選定指定を目指そう，とい

う構想も報道されています．そのためには，何よりもかつての自然河川・長良

川を取り戻さなければなりません． 
 

＜名古屋市民として＞ 
 

 私が岐阜を離れ名古屋市民、愛知県民となって四半世紀になります。この間 

               －２－ 



安心して使える木曾川からの豊富な水の恩恵に日々浴してきました。この快適 

な生活は、長年にわたる多くの人々の努力と，上流県（長野・岐阜）の犠牲に

支えられています．木曾川は私たちの現在の生活のために数多くのダムで分断

され，本来の自然の姿を破壊されてきました．だからこそ、今ある資源を大切

に、できるだけ環境を守って節度ある生活をしていくことが私たちの義務であ

ると思っています。日頃から節水を心がけ生活することが．浪費体質に陥らず

結果的に渇水に強い都市をつくることに繋がるのではないでしょうか． 

 

 １９９９年に、名古屋市はごみ処分場にほぼ決まっていた藤前干潟を保存す

る決断をしました。以来名古屋市民はこの決断を歓迎し、これを契機に一人一

人がゴミ減量に積極的に取組み，見事ゴミ減量の実績をあげてきました．「ヤ

レバ デキル」と市民に誇りと自信が生まれました．国の内外から「環境都市」

と呼ばれるようにもなりました。この経験を是非，水利用政策にも生かしてく

ださい． 
 

＜河口堰見直しをこそ＞ 

 

 計画立案に係わられる方々は，従来の計画に固執し拙速に計画を進めるので

はなく，水利権を持つ水利用者間の水利調整などの方策を検討し，量的拡張路

線から環境重視路線へと，今こそ柔軟に計画を見直し変更してください．その

ことこそが，「川を総合的に見直そう」という「新河川法」の精神に沿うこと

ではないのでしょうか．河口堰見直しをも含め，今回の導水路計画の再考を強

く要望いたします． 
 

 

 

 

 

 

 

 

                －３－ 
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一揖斐川流域住民より辻本哲郎委員長へ（手紙）
2007.10.9

大垣市田町１－２０－１

近藤ゆり子

徳山ダム建設中止を求める会・事務局長

辻本哲郎先生

１９９５年河川審答申以後、つまり河川法改正の動きが現れてから、ダム・河川の問題

にかかわって来た私にとっては、昨年初夏にこっそりと発表された「木曽川水系河川整備

計画策定の進め方」は ”想定内”とはいえ、深い哀しみを覚えざるをえませんでした。、

河川法改正で、特に河川整備計画策定においては「住民参加」が華々しく謳わたのに。

社会資本整備審議会河川分科会河川整備基本方針小委員会委員（中部地方）としての辻

、 「 、 、 」本哲郎先生のご発言には いつも この地域の河川について よくご存知だ 博識な方だ

と感じてきました（多くは議事録。議事録に氏名記載はありませんが、辻本先生のご発言

は、それと分かります。６月２９日は、霞が関に傍聴に行きました 。）

あなたが委員長をなさっている土岐川庄内川流域委員会には何回か、そして矢作川流域

。 「 」 。委員会にも傍聴に出かけました 率直に言って 本当に上手く捌く方だな と思いました

予定の着地点に、しっかりもって行かれる。ときに脱線する他の委員の発言にも我慢強く

接し、かつ時間通りに予定の着地点に落とし込むのは並大抵の技ではありません。

すでにお気付きの通り、あなたを褒めてばかりいるのではありません。

「流域委員会」を巡っては、全国でさまざまな議論がありました。

あなたが委員長を務める（かつ傍聴者発言も確保されない）流域委員会では、開催され

る前から「予定の着地点」は見えてしまう・・・・それは、河川法に１６条の２を設け、

第３項のみならず第４項をも設けて「関係住民の意見を反映させるために必要な措置を講

じ」とした改正河川法の本来の趣旨でしょうか？

ＴＶなどで、６０％湛水した（６０％しか湛水していない）徳山ダムの湖面の映像が良

く流れます。そして自らの土地に行くのに湖面を「船」で渡らねばならない旧徳山村民の

姿も。そのたびのこの１２年間の幾多の出来事が走馬燈のように蘇ります。

私が住む大垣には 「平成」に入ってから３回（ 年、 年、 年）大きな床、 1990 2002 2004
上浸水被害を被った地域があります。浸水対策を求める被害住民の声に対して、河川管理

者は「財政的制約」を口にします。徳山ダムが完成したとしても、当該地域住民の不安は

消えません。

「 治山）治水」は、政治（行政）の要諦です。真剣に、多くの人によって理解され、（

議論されるべき問題です。

博学で高い見識をお持ちの辻本哲郎先生に私の思いの一端でもご理解頂きたく、これを

したためています。



- 2 -

１ 「新洪水調節計画」で河川法は蹂躙（僭脱）された．

～ 危険な揖斐川の治水計画

２００４年に徳山ダム建設事業費は大幅に上げられました（２５４０億円→３５００億

円 。その際 「新洪水調節計画」として、揖斐川での治水計画が変更されました。河川） 、

管理者は「みなし」としての工事実施基本計画（工実）の範囲内で変わらないのだから、

１６条の２の手続きは不要なのだ、と言い募ります。しかし、工実の「整備基本方針」に

相当する部分については「変わらない」としても、洪水防御の方法を定める「整備計画」

相当部分については明らかに変更されています。河川法１６条の２の僭脱です。

「とにかく徳山ダムを早く作る ・・・このことのために法は踏みにじられました。」

法手続問題だけではありません。揖斐川において最も危険な洪水対策が採られてしまっ

たのです（※ 。）

このことに頬被りしている「木曽川水系河川整備計画策定の進め方」全体、そして「木

曽川水系流域委員会 「整備計画のたたき台」を、素直に認めることはできません。」、

2002 325mm/※ 年に万石地点でＨＷＬを超えた根尾川型洪水は、流域平均雨量は

２日であった（本年６月に－５年経って－ようやく示された 。これは１／３０以）

下の降雨量である（ ２日＝１／３０ 。旧工実が採用した高水計画の方法通329mm/ ）

り「引き延ばし」をかけると 「新洪水調節計画」によるダム運用をしても、基準、

地点万石で、実に４７４０ｍ の流量となり（河川管理者が一貫して主張してき3/S
た論理に従えば 、破堤は免れないことになる。 年に河川法の手続きを僭脱し） 2004
て作った「新洪水調節計画」は 「揖斐川本川の破堤前提」の計画だ、ということ、

になる（新たな「河川整備基本方針」では「流域平均２日雨量」を採用しないこと

で、この批判をスルーすることになるのだろう 。）

＜添付資料＞ 参照

（１）2004.5.11 国土審議会水資源開発分科会木曽川部会への意見書からの抜粋

４．揖斐川の水害対策の下での徳山・横山ダムの新洪水調節計画案の問題点

５．揖斐川流域住民として訴える－Due Processの保障を－

２ 「財政的制約」で常に遅延する洪水対策．

～ 水害被害者の切実な声は届いているか？

前述のように、大垣には水害常襲地域（荒崎地区）があります。お年寄りや病人を抱え

る家は、大雨が降る度に「自主避難」を余儀なくされています。避難しないでいても眠れ

。 、 。ぬ夜を過ごします 度重なる甚大被害によって家庭崩壊が生じ 自殺者まで出しています

対岸や下流に危険の及ばない「浸水対策」を提言しても「財政的制約」を楯に実施され

ません 「予算全体が足りない。この地区だけ特別に優遇できない 。。 」

「他も危ないのだからお前らも危険は我慢しろ」＝「不公平は下に合わせて”公平”化

する」ということでしょうか？

辻本先生、あなたは中部地方の河川には詳しく 「土岐川庄内川流域委員会」の委員長、

でもあります。東海豪雨の甚大被害については、十分にご存知のはずです。
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しかし「直轄河道委員会（？ 」と化した「土岐川庄内川流域委員会」では、愛知県管）

理区間である新川の危険については目を瞑りました。庄内川の洗堰締切を３０年後にまで

延ばさなければならないのは、何故ですか？

そんなにも不足する治水予算（治水特別会計）から、８９０億円×６５％のお金を込ん

で「異常渇水に備える」のは、真っ当な議論のあり方でしょうか？

水害被害者の声は聞こえていますか？

＜添付資料＞ 参照

（２）淀川水系流域委員会への意見書（７３８） 「治水と住民参加」

http://www.yodoriver.org/iken shuu/bessi/bessi 738.pdf

３．徳山ダムに係る木曽川水系連絡導水路のまやかし

～「導水路検討会（第７回 」参考資料１１ページの写真は一体何？）

「異常渇水時に備える」という徳山ダムに係る木曽川水系連絡導水路の問題点について

。 「 」は伊藤達也論文に詳述されています 私は自らの感覚的に触れる部分に限って まやかし

を指摘するにとどめます。

、 、2007年３月２３日の衆議院環境委員会に 門松武河川局長が政府参考人として出席し

既往最大渇水である「Ｈ６年渇水」の被害として断水や工場の操業停止をあげました。し

かし 「Ｈ６年渇水に備える」この木曽川水系連絡導水路には、緊急渇水時に水道用水や、

工業用水を補給する機能はありません 「まやかし」です。。

「Ｈ６年渇水時の環境被害軽減」についても、河川管理者は何も示すことはできていま

せん（１６６国会での近藤昭一衆議院議員提出の「質問主意書徳山ダムに係る木曽川連絡

導水路事業の目的と効果に関する質問主意書 「答弁書」で明らか。[衆議院 質問答弁」

１６６国会 ３７８] ）http://www.shugiin.go.jp/index.nsf/html/index shitsumon.htm
そして 「導水路検討会（第７回 」参考資料１１ページの写真です。、 ）

この木曽川水系連絡導水路導水路によって、この部分のヤマトシジミの斃死を防止する

かのように見えます。しかし 「下流施設」が長良川経由の緊急水を補給するのはもっと、

下流部であり、この部分には補給されません（上流の１２ｍ で十分だ、というなら、3/S
そもそも「緊急水１６ｍ 」にも何の数値根拠もない、と自ら白状したようなもの ）3/S 。

これこそ意図的な「まやかし」です。＊

＊このことは、既に私が中部地方整備局河川部に指摘しているので、この委員会に

は、上手な言い訳が準備されているかもしれません。

木曽川の正常流量はひたすら「木曽鳴戸地点のヤマトシジミ」に規定されているようで

す（この辺りは、辻本先生は、河川整備基本方針小委員会委員として、十分にお分かりの

上、承認されたはずです 。）

「ヤマトシジミ」を前面に出されると、長良川河口堰で壊滅させられたヤマトシジミは

何だったのか？と問いたくなります。曰く「適正な補償をした 。適正な補償の内容と金」

額の適正さについて、詳しい説明は何らされていません。長良川河口堰の全体事業費額か

らして、ヤマトシジミに「８９０億円×６５％」の補償をしたわけではないことは明らか
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です。

ヤマトシジミがそんなに大事なら、長良川河口堰のゲートを早く上げて！と叫びたくな

るのは私一人でしょうか？

日本政府は、生物多様性条約で、種の保存を国際公約としています（ 年には生物2010
多様性条約締結国会議ＣＯＰ１０を名古屋に招致するとか 。）

しかし徳山ダム集水域の貴重な生物（レッドデータブック絶滅危惧ⅠＢ類 イヌワシ・

クマタカ）についての配慮はされていません。徳山ダムモニタリング部会の委員に委嘱さ

れている大型猛禽類の専門家が「このままでは絶滅を見守るだけになってしまわないか」

と危機感を顕わにしているくらいです（ 第２回徳山ダムモニタリング部会で。2006.7.25
私は傍聴者としてこの発言を耳にしていますが、議事録を残さない方式を採ることで、事

実上「なかった発言」にされています 。）

「生態系保全／生物環境保全」は重要です。私たちは一貫してそれを求めています。

同時に、危険箇所だらけと河川管理者が公言している堤防の強化も重要です。洪水時の

破堤は人命に関わります。何を優先するのかは、関係住民の切実な意見が反映されるべき

です （形だけの公聴会で済ますことではない）。

異常渇水時の対策は、新たな施設を作ることなのか、もっと節水に努めるのか（最悪の

場合は１日何時間かの断水も許容するのか 、広く社会的議論に付す問題です。）

年～ 年にかけての徳山ダム建設事業費増額問題の際、私たちは「愛知県・名2003 2004
、 、 」古屋市の新規利水も 渇水対策も それを実現する導水路計画すら存在しないではないか

と批判しました。この批判をしながら、私たちは「徳山ダムの完成が見えて来る頃には、

徳山ダム事業の正当化のために、必ず導水路事業計画を出してくる。この事業は（他のダ

ム建設事業のなくなった）水資源機構事業にする」と内々に「予言」していました。この

導水路計画は、私たちの批判が的を射たものであったことを逆説的に示しています。

行うべきではない「建設事業」をし、その矛盾を糊塗するために、さらに「建設事業」

を行う・・・・この負の連鎖を断ち切ることへの国民的要求も、河川法改正の大きな背景

だったはずです。

この辺りの議論も、辻本先生、あなたは十分にお詳しい。

このまま「整備計画のたたき台」を「整備計画原案」にスライドし、来年度予算に間に

合うように「木曽川水系河川整備計画」を片づけるというのが河川管理者の意図です。

その意図を実現させるために、あなたの深い学識と卓越した頭脳が使われるわけですか？

河川は危機に瀕しています。河川は、次世代の人々は、未来を見据えた新たな河川政策

を求めています。

辻本哲郎先生、あなたの深い学識と卓越した頭脳が 「未だ予定されていないよりよき、

着地点」を切り開くために使われることを、心から祈っています。

以上
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４．揖斐川の水害対策の下での徳山・横山ダムの新洪水調節計画案の問題点

）在 間 正 史（弁護士

要約

徳山ダムと横山ダムの洪水調節容量を増量したうえ、両ダムの洪水調節方式を変

更する新洪水調節計画案が発表され、１９５９年９月型洪水で万石地点における河

道流量を計画高水流量３,９００m3/sにできること、上流ダム計画を中止することが

発表された。しかし、根尾川型洪水の場合は、河道流量を３,９００m3/sにすること

はできないと予想される。上流ダム計画の中止によって、工事実施基本計画は破綻

した。

揖斐川の現況河道は、計画河道に比べて、流れにくく、また、河積も小さく、流

過能力は小さい。しかし、計画河道に改修されると、流過能力は増大する。また、

２ｍの堤防余裕高があり、実際の河道流過能力は大きい。揖斐川はかなり安全な河

道である。

洪水が堤防を越えるのを完全になくすことはできない。揖斐川の水害防止におい

て必要なのは、洪水が溢れても決壊しない堤防や輪中堤によって水害を防止するこ

とである。そのためには、徳山ダムの洪水調節と流水正常機能維持の治水用途は中

止して、その治水費用は、洪水が溢れても決壊しない堤防構築等に充てられるべき

である。

国土審議会水資源分科会は、木曽川水系水資源開発基本計画について答申を行う

審議会である。したがって、徳山ダムの有効貯水容量を現行のままにして、新規利

水容量を減量して、洪水調節と流水正常機能維持のための治水容量を増量する審議

・答申することは権限がなく、できない。新たに、流域委員会等によって流域住民

等が主体的にかかわって、木曽川水系河川整備計画が作成される。その後に初めて、

国土審議会水資源分科会は、徳山ダムの有効貯水容量や新規利水容量の減量の審議

・答申が可能となる。
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４．揖斐川の洪水対策の下での徳山・横山ダムの新洪水調節計画案の問題点

１ 万石地点河道流量は計画高水流量３,９００m3/s以下になるか

(1) 万石地点の計画高水流量（河道配分流量）３,９００m3/s

木曽川水系工事実施基本計画における揖斐川の万石地点より上流の基本高水のピーク流

量（以下、基本高水流量）および計画高水流量（河道配分流量）の明細は、１９６８年９

月『木曽川水系工事実施基本計画参考資料』によれば、図表１のようになっている。

図表１ 万石地点上流の計画高水流量配分 （m3/s）

万石地点の計画高水流量（河道配分流量）は３,９００m3/sであるが、工事実施計画が

計画対象として検討した洪水のなかで、上流ダム調節後河道流量が３,９００m3/sとなる

のは、図表１のように、１９６０年（昭和３５年）８月型洪水である。この洪水型のピー

ク流量は５,３００m3/sである。ピーク流量が６,３００m3/sと最大となり、基本高水流量

（ ） 。となった１９５９年 昭和３４年 ９月型洪水の調節後河道流量は３,６００m3/sである

１９５９年９月洪水型は揖斐川本川流域に降雨が多く、本川流量が多い洪水型（揖斐川

本川型）であるのに対し、１９６０年８月洪水型は根尾川流域に降雨が多く、根尾川流量

が多い洪水型である（根尾川型 。根尾川（山口）の基本高水流量は２,６００m3/sであ）

る。揖斐川本川の万石流量は５,３００m3/sで、根尾川の揖斐川本川ピーク時合流量は１,

９００m3/sとなる計算である。根尾川（山口）は、基本高水流量は２,６００m3/sを、上

流ダム（黒津ダム）で５００m3/sを調節して、計画高水流量（河道配分流量）を２,１０

０m3/sにして、揖斐川本川の万石流量を３,９００m3/sにする計画であった。これによる

根尾川の揖斐川本川ピーク時合流量は１５００m3/sである。

(2) 徳山ダムと横山ダムの新洪水調節計画案と上流ダム計画の廃止

この度、中部地方整備局河川部によって、徳山ダムの洪水調節容量の１２３,０００千m

粕川 坂内川
基 800 800 1,200 2,270
① 700 600 730 1,130
② 600 900 570 1,830
③ 1,000 800 1,200 2,270
④ 800 700 800 1,800
⑤ 700 400 820 1,630

放流 放流 流入
基 3,900 6,300 3,100 5,400 2,300 4,600 1,250 2,330 3,900 200 1,920
① 2,600 5,000 2,500 3,500 1,800 2,900 830 1,290 2,070 200 1,010
② 2,500 3,800 2,200 3,200 1,600 2,300 850 1,350 2,490 200 1,400
③ 3,600 6,300 3,100 5,400 2,100 4,600 1,250 2,330 3,900 200 1,790
④ 3,900 5,300 2,400 3,400 1,600 2,700 820 1,290 1,970 200 1,060
⑤ 3,500 5,300 3,000 4,700 2,300 4,300 1,000 1,730 3,420 200 1,920

基 800 900 2,100 2,600
① 100 1,500 1,600 1,900
② 300 600 1,100 1,400
③ 500 900 1,600 2,300
④ 1,500 1,900 2,100 2,600
⑤ 500 600 1,100 1,500

注 基工事実施基本計画 太字は、工事実施基本計画およびその値となったもの
①昭和２８年９月型洪水 各地点とも、左欄は調節後流量、右欄は基本高水流量
②昭和３４年８月型洪水
③昭和３４年９月型洪水
④昭和３５年８月型洪水
⑤昭和４０年９月型洪水

横
山
ダ
ム

徳
山
ダ
ム

万 石 粕川合流後 岡 島 流 入

粕川合流量

根尾川合流量 根尾川
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3、横山ダムの洪水調節容量の２９,６００千m3への増量と両ダムの洪水調節方式の変更す

る徳山ダムと横山ダムの新洪水調節計画案が発表された。これによって、工事実施基本計

画で目標としている上流ダム群による洪水調節量（２,４００m3/s）を確保することを可

能とし、基準地点万石の流量を計画高水流量（３,９００m3/s）以下にすることができ、

万石地点上流の未整備のダムが不要となるとされる。

中部地方整備局事業評価監視委員会（以下、監視委員会）資料によれば、図表２のよう

になっている。

図表１の工事実施基本計画の計画対象５洪水のなかで、徳山ダムと横山ダムで万石地点

の河道流量が計画高水流量３,９００m3/sを超えていたのは、図表２の徳山・横山従来計

画欄のように、１９５９年９月型洪水と１９６０年８月型洪水である。また、２００２年

（平成１４年）７月洪水でも計画高水流量を超えている。

工事実施基本計画に従い、万石地点の河道流量を計画高水流量３,９００m3/s以下にす

るためには、上記洪水で、河道流量を３,９００m3/s以下にしなければならない。

監視委員会資料には、現洪水調節計画と新洪水調節計画案について、１９５９年９月型

洪水での徳山ダム、横山ダム、万石地点の流量の計算結果が示されている。これ以外の１

９６０年８月型洪水や２００２年７月洪水での各地点の流量計算結果は示されていない。

これまで判明しているものを整理すると、図表３のようになる。

図表３ 現洪水調節計画と新洪水調節計画案の流量 （m3/s）

万石地点上流のダムである根尾川のダム計画はなくなった。根尾川の河道流量は図表３

洪水型 観測水位 観測流量 基本高水 現横山のみ
徳山･横山
従来計画

徳山･横山
新計画

全川 5,000 4,300 3,800 3,600
全川 5.45 3,700 4,000 3,500 2,900 2,600
揖斐本川 6.15 4,500 6,300 5,800 4,200 3,900
根尾川 6.12 4,200 5,300 4,700 4,300 3,900
揖斐本川 5.98 3,600 5,900 4,700 3,800 3,400
揖斐本川 7.37 4,200 4,000 3,700 3,500
根尾川 7.38 4,500 4,500 4,200 3,900

注
Ｈ１４．７
２００４年４月２９日中部地方整備局事業評価監視委員会資料に観測水位・流量
を加筆

図表２ 過去の洪水での観測流量と計算流量（万石地点） 水位ｍ、流量m3/s

Ｓ２８．９

洪水

Ｓ３４．８
Ｓ３４．９
Ｓ３５．８
Ｓ４０．９
Ｓ５０．８

粕川 坂内川
基 800 1,200 2,270
③ 1,000 1,200 2,270
④ 800 800 1,800

流入
基 3,900 3,100 2,300 1,250 2,330 2,130 200 0 1,920
③ 3,600 3,900 3,100 2,100 1,250 2,330 2,130 200 0 1,790
④ 3,900 2,400 1,600 820 1,290 1,090 200 0 1,060

根尾川
基 800 2,600 1,050
③ 500 2,300 850
④ 1,500 2,600 780

注 基工事実施基本計画 各地点とも、左欄は現計画の調節後流量、右欄は新計画案の調節後流量（不明は空欄）
④昭和３５年８月型洪水
⑤昭和４０年９月型洪水

粕川合流量

横
山
ダ
ム

徳
山
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ム

万 石 粕川合流後 岡 島 放 流 流 入
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横山下流流入量
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の基本高水流量となり、これが揖斐川本川へ流入していくことになった。また、新洪水調

節計画案では、揖斐川本川では、河道流量が、万石地点より上流では、図表１の計画高水

流量よりも更に少なくなることになった。

その結果、根尾川型洪水の１９６０年８月型洪水では、根尾川は揖斐川本川よりも流量

が一層大きくなる。根尾川が本流化して、その基本高水流量２,６００m3/sに揖斐川本川

の調節後流量が合流する形態になる。

工事実施基本計画では、図表１および図表３のように、根尾川の基本高水流量は２,６

００m3/sであるが、揖斐川本川へのピーク時合流量は１,９００m3/sとなっている。その

原因は、粕川合流点は根尾川の山口地点よりも少し万石地点に近いこと、合流前の基本高

水流量が揖斐川本川は３,４００m3/s、根尾川は２,６００m3/sであり、揖斐川本川が優越

していることであろう。しかし、根尾川が本流化すれば、根尾川の基本高水流量２,６０

０m3/sかそれに近い流量への揖斐川本川のピーク時合流量を考えなければならない。万石

地点の流量を３,９００m3/sにするためには、揖斐川本川の根尾川ピーク時合流量を１,３

００m3/s程度以下にしなければならないことになる。

図表３のように、揖斐川本川のピーク時の横山ダムより下流の流入量は７８０m3/s、粕

川合流量は８００m3/s、合計１,５８０m3/sである。根尾川と揖斐川本川とのピーク時が

一致しておれば、万石地点の河道流量は計画高水流量３,９００m3/sを超える。また、根

尾川と揖斐川本川とのピーク時がずれていても 揖斐川本川の根尾川ピーク時合流量を１,、

３００m3/s以下にするためには、横山ダムの全閉（流入量全量削減）かそれに近い流入量

の大幅な削減が必要であろう。新洪水調節案での横山ダムの操作はそのようになっておら

ず、また、横山ダムの貯留容量２９,６００千m3では、そのようなダム操作はできない。

図表２の監視委員会資料では、新洪水調節計画案は、万石地点の河道流量３,９００m3/

sと記載されているが、最も重要な計算過程が監視委員会資料では説明されていない。

１９６０年８月型洪水と同じ根尾川型洪水である２００２年７月洪水でも同様の問題が

ある。図表２のように、２００２年７月洪水では、観測水位は７.３８ｍと過去最高を記

録した。これは、現横山ダムによって調節された流量であって、図表２の「現横山ダムの

み」の流量であり、これが正しければ、観測流量は４,５００m3/sである（監視委員会資

料には、２００２年７月洪水の流量を４,２００m3/sとしたものがあるが、図表２の数値

との整合性に問題がある 。図表２のように、１９６０年８月洪水での観測流量（ダム調）

） 、 。節がない流量 は４,２００m3/sであり ２００２年７月洪水はこれよりも規模が大きい

また、２００２年７月洪水での万石地点上流での流域平均２日雨量は約３４０㎜とされて

いる。これが計画降雨量３９５㎜との比によって１.１６倍引き延ばされて 「２００２、

年７月型洪水」となると、１９６０年８月型洪水よりも明らかに流量が増大し、新洪水調

節計画案の下での万石地点の流量は、３,９００m3/sを超えると予想される。

(3) まとめ

結局、新洪水調節計画案では、根尾川型洪水では、万石地点の河道流量を計画高水流量

３,９００m3/s以下にすることはできないと予想される。また、上流ダム計画の中止によ

、 。って 上流ダム群によって２,４００m3/sを調節するという工事実施基本計画は破綻した

２ 河道の流過能力
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(1) 過去の洪水における水位と流量の関係

過去の洪水における水位－流量関係をみると、１９７５年（昭和５０年）以後は、その

前に比べて、同じ水位でも流量が小さい＝同じ流量でも水位が高い。図表２からも読みと

れる。Ｈ－Ｑ式は、次の通りである。
２１９６０年：Ｑ＝９９.８（Ｈ＋０.３９）
２１９６５年：Ｑ＝８３.２（Ｈ＋０.６６）

２１９７５年：Ｑ＝５３.５６（Ｈ＋１.４８）

同じ水位で、１,０００～１,５００m3/秒も、１９７５年が１９６０年や１９６５年よ

り流量が少ない。

１９５６年（昭和２１年）～１９９４年（平成６年）の年最大の水位と流量について、

その関係を図にしたのが図表４である。

図表４ 揖斐川万石地点の年最大の水位－流量関係

◇は１９７５年（昭和５０年）の前、◆は１９７５年（昭和５０年）以後の値である。

水位６ｍ付近から、水位－流量関係は、◇１９７５年の前と◆１９７５年以後とは、傾

向に明らかな違いがある。

水位６ｍ付近（流量3,000～3,500m3/秒）から、◇は水位の上昇は小さいが、流量の上

昇は大きい（右上がりの傾きが急である 。◆は水位の上昇と流量の上昇が、１ｍ:１,０）

００m3/ｓ程度である（右上がり４５度程度の傾きを示ている 。）

工事実施基本計画で計画対象となっている洪水は、１９５９～１９６１年で、１９７５

年の前である。しかも、水位に対して流量が一番高くなっている時期である。

基本高水流量を６,３００m3/ｓにしたのは昭和４３年（１９６８年）で、河道はその前

の時期の測量結果である。いずれも１９７５年の前のもので、水位に対して流量が高くな

る時期である。

したがって１９７５年以降の河道では、３,５００m3/ｓ以上の流量が流れる水位（例え
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ば、基本高水ピーク流量６,３００m3/ｓが流れる水位）は、１９７５年より前の河道（例

えば、１９６０年頃の河道）での水位よりも高くなる。

(2) 水位の決定要素（粗度と河積）

(ｲ) 粗度（流れにくさ）

河川の流量Ｑは、流水の断面積Ａ、勾配ｉ、潤辺（流水が壁や底に接する長さ）によっ

て決まる。これらの流速を決める要素に違いがあれば、流量Ｑは変わる。したがって、河

川の同じ地点で流量Ｑに違いがあれば、その原因は、当該地点の断面積Ａ、勾配ｉ、潤辺

（水深ｈと粗度係数ｎ）に違いがあるためである。また、同じ流量のとき河川の異なった

地点で水位が違うのは、地点毎に断面積Ａ、勾配ｉ、潤辺（水深ｈと粗度係数ｎ）に違い

があるためである。

河道の断面積、水深、粗度、勾配は定期に測量されている。その結果は、河床年報とし

てまとめられている。また、主要な洪水では、洪水毎に流量計算がされており、そのとき

の粗度係数ｎが求められている。揖斐川の要な洪水での粗度係数ｎについて、これまでに

公表されたものは図表５の通りである。

１９６５年以前の洪水での粗度係数ｎが小さいことが読み取れる。これに対して、１９

７５年（昭和５０年）洪水での粗度係数ｎ、また、１９９２年（平成４年）測量の河道で

の粗度係数ｎが大きいことも読み取れる。この粗度係数ｎが精確とすると、同じ４,００

０m3/秒を超える流量でも、図表２の観測水位と観測流量や図表４のように、１９７５年

の前の洪水では水位が６ｍ程度であるのに対して、１９７５年以降の洪水では水位が７ｍ

以上になっているのが、ある程度説明がつく。

また、１９９２年度河道と計画河道の粗度係数を比較したのが図表６である。

図表５ 主な洪水の粗度係数

区 間 1959.8 1959.9 1960.8 1965.9 1975.8 1992測量 計画
 4.2K～ 7.2K 0.028 (0.022) (0.022) 0.025 0.02
 7.2K～12.6K ↑ ↑ ↑ ↑ 0.029
12.6K～16.0K ↑ ↑ ↑ ↑ 0.035
16.0K～20.2K ↑ ↑ ↑ 0.028 ↑
20.2K～24.0K ↑ ↑ ↑ ↑ ↑ 0.033 0.027
24.0K～26.8K ↑ ↑ ↑ ↑ 0.038 ↑ ↑
26.8K～27.6K ↑ ↑ ↑ ↑ ↑ 0.03
27.6K～31.8K ↑ 0.03 0.028 0.025 ↑ ↑
31.8K～40.0K ↑ ↑ ↑ ↑ 0.037 ↑
40.0K～46.2K 0.3 ↑ ↑ ↑ ↑ 0.035
46.2K～55.4K 0.034 0.034 (0.030) ↑
55.4K～61.2K ↑ ↑ ↑ 0.03

図表６ 現況河道と計画河道の粗度係数

区 間 現況粗度係数計画粗度係数 計画/現況 現況/計画

20.2K～26.8K 0.033 0.027 0.82 1.22

27.0K～31.8K 0.033 0.03 0.91 1.10

32.0K～40.0K 0.037 0.03 0.81 1.23

40.2K～46.2K 0.037 0.035 0.95 1.06

徳山ダム建設事業審議委員会技術部会資料による。

注：現況河道は１９９２年～１９９３年測量河道。
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現況河道は計画河道に比べて流れにくい粗度係数である。マニングの公式など平均流速

の公式で流量は１/ｎに比例するように、粗度係数ｎが大きいと、流れにくく、同じ水位

でも流量は小さい。逆に、同じ流量では水位は高くなる。

図表６の［計画/現況］欄は計画河道に対して現況河道がどの程度流れにくいか比較し

たものである。２０.２㎞から４０.０㎞までは、現況河道は計画河道に対して０.８１、

０.８２、０.９１と流れにくい。特に、２０.２㎞～２６.８㎞と３２.０㎞～４０.０㎞ま

では、現況河道は計画河道に比べて０.８１～０.８２の流れ易さしかない。現況河道は、

粗度係数の大きいこと、つまり流れにくいことが、計画高水位で流しうる計算流量を少な

くしているし、計画高水流量での計算水位を高くしている。現況河道のこの流れにくさが

計算水位を高くしている要因の一つである。

。 、これは逆に見ることもできる 計画粗度係数０.０３０は現況粗度係数０.０３７よりも

０.８１の逆数倍、すなわち１.２３倍流れやすい。計画粗度係数０.０３０は現況粗度係

数０.０３７よりも、同じ水位でも流量は多くなり、現況河道から計画河道に改修されれ

ば、河道の流しうる流量は増大する。単純に粗度係数の比に比例するとすれば、１.２３

倍増大する。

(ﾛ) 河積

揖斐川の現況河積（１９９８年度測量河積）と計画河積は図表７の通りである。

図表７ 揖斐川の計画高水位以下の河積（１９９８年現況値と計画値）

揖斐川の河積は、現況河積は、計画河積よりも小さく、計画河道に比べて河積不足であ

る。現況河道は浚渫等により計画河道に河積拡大される。

また、３４㎞地点～３９㎞地点、特に３５㎞地点、３９㎞地点は、上下流よりも、現況
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も計画も河積自体が小さい。河積自体が上下流に比べて小さい以上、同じ流量の洪水が流

れたとき、この区間で水位が高くなるのは当然である。計画河積も小さいのであるから、

計画河道になっても、この区間の水位は、上下流に比べて高くなる。

したがって、河積が計画河積になれば、河道が流過させられる流量は増大する。また、

部分的に上下流に比べて河積が小さい区間あることが明らかであるから、この区間の部分

的な河積増大を検討することもできる。

(3) 余裕高

工事実施基本計画での揖斐川の余裕高は２.０ｍである。揖斐川の堤防天端（堤防高）

は計画高水位より２ｍ高いところにある。

余裕高は、洪水時の風浪、うねり、跳水等による一時的な水位上昇に対し、洪水を越流

させず、また、洪水時の巡視や水防を実施する場合の安全の確保、流木等流下物への対応

等のために必要とされている。

２ｍの余裕高は大変大きな高さである。洪水時に風浪、うねり、跳水等があったとして

も、河床勾配が緩い４５㎞地点付近より下流では、それらによる一時的な水位上昇は殆ど

無い。例えば、１９７５年洪水での万石地点での洪水流過状況である。河床勾配が急な岡

（ ） 、 。 、島地点 ５６.６㎞地点 でも うねりや跳水による水位高は１ｍ以内程度である また

洪水時の巡視や水防を実施する場合の安全の確保、流木等流下物への対応等のために、２

ｍも高くする必要はない。このように、２ｍの余裕高はかなり余分の高さなのである。

しかし、逆にみれば、２ｍの余裕高のある堤防は、水位が計画高水位を上回る洪水に対

しても安全性があるということである。現在の堤防はかなり安全なのである。計画河道に

になれば、１９５９年９月型洪水でも、水位は計画堤防高以下になると予想される。

３ 超過洪水対策の必要性（溢れても決壊しない堤防の必要性）

工事実施基本計画の計画規模を超える洪水は必ず発生する。工事実施基本計画での揖斐

川の計画目標が、１００年に１回の確率で発生する可能性の計画規模の洪水に対して対策

をとるものである以上、当然のことである。あらゆる洪水に対して洪水位が堤防高を超え

ないようにすることはできないのである。

揖斐川の中下流域は、堤内地盤高が洪水時の揖斐川本川の河川水位よりも低い。したが

って、堤防が決壊したときは、大量の河川水が流入して、被害は甚大なものになる。この

ことは、監視委員会資料やパンフレットでも示され、強調されている。大量の河川水が流

入する堤防決壊とその被害を防ぐことは重要である。

工事実施基本計画の計画規模を超える洪水は必ず発生し、あらゆる洪水に対して洪水位

が堤防高を超えないようにすることはできない。また、堤防が決壊したときの被害は甚大

である。そうであれば、河川計画は、このような超過洪水に対して被害を防止できるもの

でなければならない。

そのためには、堤防を洪水が溢れても決壊しないようにすることが第一である。洪水が

堤防を越えても、越流するだけで堤防が決壊しなければ、流入水量は格段に少なく、被害

も軽微で済み、無くすることもできる。また、輪中堤などの二線堤によって、水害被害を

軽微にし、無くすこともできる。

２０００年１２月に河川審議会によって中間答申『流域での対応を含む効果的な治水の
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在り方について』が発表されて 「流域対応による治水」が打ち出された。遅きに失した、

感はあるが 「流域対応による治水」とは氾濫を受容する水害対策であり、２１世紀の河、

川水害対策の方向を示すものである。洪水が溢れても決壊しない堤防や輪中堤などの二線

堤の構築はその重要部分である。

したがって、揖斐川の水害防止において、現在世代の将来世代に対する責務として必要

なのは、洪水が溢れても決壊しない堤防や輪中堤によって水害を防止することである。輪

中地域として、川からの被災と恩恵に基づいて文化と風土を形成してきた揖斐川流域は、

それを最初に実現する河川流域として最もふさわしい。

しかし、工事実施基本計画はもちろん新洪水調節計画案でも、決壊しない堤防をどのよ

うに構築するかについては、全く示されていない。このままでは、揖斐川では、破堤入水

という甚大な被害が発生する。

揖斐川の水害防止のためには、徳山ダムの洪水調節と流水正常機能維持の治水用途は中

、 、 。止して その治水費用は 洪水が溢れても決壊しない堤防構築等に充てられるべきである

４ 河川法の改正と国土審議会水資源分科会の権限

、 、(1) １９９７年に河川法が改正され 河川法１６条の２第３項および４項に基づいて

流域委員会等によって流域住民等が計画作成に主体的に加わって河川整備計画が作成され

ることになった。これは、流域住民等が河川計画の作成に主体的にかかわる流域自治とし

て改正河川法の最大の眼目であった。また、上記のように、２０００年の河川審議会中間

答申によって、２１世紀の河川水害対策として 「流域対応による治水」つまり氾濫を受、

容する水害対策が打ち出された。

したがって、揖斐川の洪水に対してどのように水害防止を行うか、超過洪水を含めてい

かにして水害被害を無くしたり軽減するかを検討して決定するのは、改正河川法１６条の

２第３項および４項に基づいて流域委員会等によって流域住民等が主体的にかかわって行

われる河川整備計画の作成においてであり、これと一体となった河川整備基本方針の作成

においてである。

ところが、すでに河川法改正から６年を経過するが、揖斐川を含む木曽川水系では、河

川整備基本方針も河川整備計画も作成されていない。未だに、その着手もされようとして

いない。

徳山ダムの有効貯水量には、洪水調節と流水正常機能維持（不特定補給等）の治(2)

水用途が含まれている。これは、旧河川法での工事実施基本計画に基づくものである。

しかし、上記のように、河川法が改正され、新たに、流域委員会等によって流域住民等

が主体的にかかわって河川整備計画を作成して、今後の河川計画を作成すべきものとされ

た。また、超過洪水対策の必要性と氾濫受容の流域対応による水害防止対策が方向づけら

れている。旧来の工事実施基本計画では今後の河川計画は決められないのであり、今後の

河川計画は、新たな河川整備基本方針と河川整備計画で決められるのである。

国土審議会水資源分科会は、木曽川水系水資源開発基本計画について答申を行う(3)

審議会である。その計画の一つである徳山ダム建設事業でいえば、新規利水用途（容量）

、 （ ）について審議する権限がある機関であって 洪水調節と流水正常機能維持 不特定補給等

の治水用途（容量）について審議する機関ではない。
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現行木曽川水系水資源開発基本計画では、徳山ダム建設事業は 「新規利水容量約２１、

９,０００千立方メートル（有効貯水容量約３５１,４００千立方メートル 」と定められ）

ている。有効貯水容量と新規利水容量の差の容量は、洪水調節と流水正常機能維持のため

の治水（河川）容量などである。有効貯水容量をそのままにして新規利水容量を減量する

、 （ ） 、ことは 洪水調節と流水正常機能維持 不特定補給等 の治水容量を増量することになり

治水用途の変更つまり河川の治水計画の変更をもたらす。

したがって、徳山ダムの有効貯水容量を現行のままにして、新たに、新規利水容量を減

、 （ ） 、 、量して 洪水調節と流水正常機能維持 不特定補給等 の治水容量を増量すること 特に

新規利水容量の減量分を治水容量に振り替えることは徳山ダムの治水用途の変更である。

国土審議会水資源分科会には、このことについて審議・答申する権限がなく、そのような

ことはできない。

治水の用途や容量は、河川の治水計画（現行の改正河川法では、河川整備計画）におい

。 、 、て決められるべきことである しかし 木曽川水系河川整備計画が作成されていないので

計画理論としては、徳山ダムの治水用途を有無を含めて決めることはできない。河川法改

正附則２条の河川整備基本方針および河川整備計画がされるまでの間、工事実施基本計画

をそれらとみなすのは経過措置であり、現状維持的にしか適用できない。少なくとも、治

水用途・容量の変更はできないのである。

事業評価監視員会は、河川法上、河川整備計画等の河川計画に対して何の権限もない任

意機関であり、住民参加手続もなく、その審議は河川整備計画の作成手続の代わりにはな

らない。

木曽川水系では、新たに、流域委員会等によって流域住民等が主体的にかかわって、超

過洪水対策をとった氾濫受容の流域対応による水害防止対策を内容とする河川整備計画が

作成されるはずである。そのなかで、徳山ダムについて、治水用途の有無を含めて決定さ

れる。

木曽川水系河川整備計画が作成された後になって初めて、国土審議会水資源分科会木曽

川部会は、徳山ダムの有効貯水容量や新規利水容量の減量について審議・答申が可能とな

るのである。
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５．揖斐川流域住民として訴える－Due Processの保障を－

徳山ダム建設中止を求める会 事務局長

近藤ゆり子

要約

揖斐川の水害対策の下での徳山・横山ダムの新洪水調節計画内容的には 「４．、

（在間正史）の「４ 河川法の改正と国土審議会水資源分科会の権限」案の問題点」

で述べられていることと重複しますが、木曽川水系揖斐川の流域に暮らし、1995年

からこの地で徳山ダム建設中止を求める声を上げている者として、河川法が正しく

運用されることを、国交省に対し強く要求しています。

木曽川部会の委員の皆様が、事実上の河川法の脱法行為に加担されるような結論

をお出しにならないこと切にお願いいたします。
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揖斐川流域住民として訴える－Due Processの保障を－

近藤ゆり子

年、木曽川水系水資源開発基本計画に基づく水源開発施設・長良川河口堰はこの地域及1995
び全国の反対運動を押し切る形で運用が開始されました（ 年のフルプラン全部変更の過ち1993
については「水資源政策の失敗－長良川河口堰－」参照 。しかし反対運動は、何も生み出さ）

なかったわけではありませんでした。いわば長良川河口堰の運用開始強行の「引き替え」とし

て、河川行政の方向転換を導き 「環境重視・住民参加」をキーワードとする河川法改正に結、

びつきました （ 年 月 日付け日本弁護士連合会「肱川流域委員会の委員の追加と十分な。 04 1 16
」 ）審議を求める意見書／第２ 河川法改正の趣旨と改正法が予定する流域委員会のあり方 参照

年～ 年にかけて行われた徳山ダム建設事業審議委員会と並行して、建設省中部地1995 1997
方建設局河川部は河川法の改正趣旨を積極的に説明して回りました。 年 月の名古屋市本山96 6
での市民団体の会合において、上総周平・中部地建河川調査官（当時）は「治水計画策定にお

いては、環境を重視し、住民の方々の参加を得て行います」と熱心に話されました。私は「バ

ックデータも住民に公開して（新たな治水計画を）策定するのですね」と問いました 「バッ。

クデータも全て公開します」とはっきりとお答えになりました。

今、木曽川部会に出されようとしている徳山ダムの利水容量の治水容量への大幅振替案（＝

新洪水調節計画）は、単に個別の徳山ダムのみの問題ではありません。国交省自身が「この結

、 、 」果 洪水調節機能が大幅に向上するため 基準地点万石上流の現在未整備のダムが不要となる

とし 「全川におよぶ水位低下効果」を主張するものである以上 「みなし」河川整備基本方針、 、

・河川整備計画である現行工事実施基本計画の枠を超えるものであることは明らかです。

全ての洪水を河道に押し込めることは不可能であり、大渇水時に使いたいだけ水を使うとい

うことも不可能です。どういう「被害」をどの程度受容するか－「治水」は、広範で真摯な議

論を通じて流域住民が「選択」する以外にはありません。だからこそ改正河川法では住民参加

が強調されたのです。

「新洪水調節計画」は多大な費用をかけた危険な洪水対策（＝愚策）だと私たちは考えます

（ バックデータ」は公開されていません 。このような「治水計画の変更」が一切住民が参加「 ）

することのないフルプラン変更手続きで、事実上決められてしまう（徳山ダムでこの「新洪水

調節計画」に基づいた容量振替が決められてしまえば、木曽川水系の河川整備基本方針－社会

、 、 。資本整備審議会 河川整備計画－流域委員会で そのことを覆すことは極めて困難になります

皆様が仮に木曽川水系に係る社会資本整備審議会小委員会や木曽川水系流域委員会の委員にな

られた場合をご想像下さい）ということは、明らかに改正河川法からの逸脱－違法行為です。

国土審議会水資源分科会木曽川部会は、このような脱法行為に加担しないで下さい。改正河

川法の趣旨に則った正規の手続きによって、木曽川水系の河川整備基本方針・河川整備計画が

策定されるまで、国土交通省及び水資源機構が出す「徳山ダムの利水容量の治水容量への大幅

振替案」をそのまま呑んだ結論を出すべきではありません。

揖斐川流域住民として、治水計画変更に係る の保障を切に願っています。Due Process

委員の皆様の賢明なご判断をお願いいたします。

以上
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淀川水系流域委員会への意見書（７３８）

「ヤラセとシカトの１６条の２の運用」では治水はなしえない～治水と住民参加 ～

２００６年１２月２１日

近藤ゆり子
徳山ダム建設中止を求める会・事務局

〒503-0875 岐阜県大垣市田町1-20-1

TEL/FAX 0584-78-4119 Eｍａｉｌ：k-yuriko@octn.jp

淀川水系流域委員会の「休止」問題は、一地整管内の一水系の問題ではない。全国の河川の問

、 、 、 。題であり 今後の治水事業が円滑に進むか 遅滞と混迷を余儀なくされるか の分かれ目である

水害常襲地域を抱える木曽川水系・揖斐川流域住民として訴えたい。

「治水」に住民の理解は欠かせない・・・このことは、誰よりも河川管理者が知っている。だ

。「 」。 、 。から 年の河川法改正があったのだ 透明性・公開性・客観性 言うは易く 中味は難しい1997
「住民参加」となれば一層である。

河川法改正前からの約１５年間の紆余曲折がある。住民はときに多くを期待した。そしてたい

ていの場合は、壁に突き当たり、裏切られたと感じてきた。

しかし、それでも、河川に注目してきた市民の多くが、河川管理者への一縷の期待、一条の希

望の光を抱いてきた。その「希望の光」が淀川水系流域委員会の存在であった。

「淀川モデル」が全国に波及したかどうか（その条件があったかどうか）ではない。こうした

ものをたった一つであろうとも一級河川の河川管理者（河川局、近畿地整）が設置した、いろい

ろな問題を孕みつつも存続させてきた、そのことの意味は実に大きかったのだ。

淀川水系流域委員会の存在に見いだしてきた住民・市民の期待と希望が断ち切られてしまった

ら、治水事業は必ずや停滞を余儀なくされるであろう。ことの重大性は、ダムの１基や２基を建

設するかしないか、のレベルを大きく超えている（ 徳山ダム建設中止を求める」として運動を続「

けてきた私が、あえて「ダムの１基や２基」という言葉を使うのは、軽い決意ではない 。）

以下は、河川管理者への手紙であると同時に、淀川水系流域委員会委員にも理解して頂きたい

ことであり、河川に関わる多くの市民に知って頂きたいことでもある。

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

「治水事業は果てることのない事業なのである」

（水害訴訟のおける被告－河川管理者・国交大臣－準備書面より）

年河川法改正の「目玉」の一つは、１６条の２であり 「住民参加」である。そして、こ1997 、

のことには木曽川水系長良川の河口堰建設問題が大きく関わっていることもまた確かである。河

川法第一条に「環境」が付加されたとしても、河川行政の根幹が治水にあることは間違いない。

木曽三川の氾濫原に暮らす住民の一人として治水と住民参加の問題を改めて述べたい。

「川の氾濫原に人口の５０％、資産の四分の三が集中している 。毎度おなじみの河川管理者の」

。 、 。台詞である 何も教えを垂れて貰うほどのことはない ちょっと地図を見れば分かることである

私の住む大垣市は、木曽川水系－木曽三川の最も西を流れる揖斐川の中流域西岸の城下町とし

て歴史を刻んできた。

大垣市の輪中生活館には、幅いっぱいに青い川が描かれた古絵図がある。青く太い川の中に、

大きめの水玉模様のように輪中が点々と描かれている。自由に流れる大河の中にある肥沃な土地
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を暮らしの糧として利用しようと、人は氾濫原に進出してきた。集落を石垣や輪中堤で守ると同

時に、大出水の前兆を間違いなく掴んで避難する知恵を代々と伝えてきた。受動的・防御的な洪

水対策を講じて、長い間、この地域の人は川と付き合ってきた。川と洪水を人為的に制御しよう

とは思いもしなかった。川と洪水を与件として受容しつつ、暮らしを営んできたのだった。

平城（ひらじろ ・大垣城の周囲に城下町が栄え、周辺の農村には人が増え、新田が開かれた。）

洪水から守るべき部分は大きくなった。江戸時代、重機などない中で、人力によって大規模な河

道改修も試みられた。

それでも洪水のすべてを河道に押し込められるはずはない。堤防は常に点検し、補修しなけれ

ば、大出水には耐えられない。日常的な水防活動が営まれてきた。そして一定規模以上の洪水が

あれば「左岸か右岸か 「どの輪中堤を切るか」厳しい選択が迫られる。一つの改修工事は他の地」

域を危うくすることでもある・・・ 血の雨が降る」と言われた地域対立が存在した 「水防」は「 。

厳しい営みであった。

、 。 「 」都市化が進み それまでのコミュニティのあり方は変化した サラリーマンとなった 若い衆

は水防団の担い手にならない。一方では自らのコミュニティでの自立した水防活動という意識が

薄れ、他方、自らの集落を守ろうとすれば地域対立の前面に立たねばならない・・・これは苦し

い。

そして、近代的「暮らし」は個々の輪中内部で完結しない。水防活動は「自分の集落を守る」

だけでは済まないものとなった。水防活動を中核的に担ってきた人ほど、先祖代々積み上げてき

た水防活動の意味と方向に、迷いが生じてきたのは当然でもある。

「上流部にダムが出来れば洪水被害はなくなる ・・・誰が言い出したのだろう？ ときに牙を」

剥く川と向き合い、危険で（ 年洪水では殉死者が出ている）苦しい水防活動を積極的に担っ1976
てきた人ほど、この言葉を信じたかった、信じたいから信じた・・・。河川管理者はこれらの人

々が懸命に集めた「徳山ダム建設推進」署名や陳情書を、地域の声だ、この声に応えて、一刻も

早く徳山ダムを完成させるのだ、と言う。

「みなし河川整備計画」である現行の揖斐川工事実施基本計画の参考資料（ 年）には、既1968
設横山ダムの他、徳山ダム（本川 、黒津ダム（根尾川 、一之瀬ダム（牧田川）の名称と洪水調） ）

節容量が記されている。

、 、 、 （ 、そして 黒津ダム 一之瀬ダムが完全に幻となった今 徳山ダム 水資源開発促進法に基づき

水資源機構が建設する水資源開発施設である。だが新規利水の需要は存在しない 「下流横山ダム。

との連携による洪水調節計画」が河川法１６条の２の手続きを僭脱して決められ 「治水」だけが、

徳山ダム完成を急ぐ根拠とされている）の試験湛水が始まっても、大垣の洪水常襲地域（荒崎地

区＊）の人々の不安は少しも減じていないのである。

＊荒崎地区は、 年 月に市街化区域の指定を受けている。1975 12
1976 5 :ところが『台風６号調査報告書 （ 年 月：木曽川上流工事事務所）では「当地区（注』

大垣市荒崎地区のこと）は従来からの遊水池であり本来ならば家屋の建て得ない所である。当

地区は下流部に牧田川、杭瀬川の狭窄部があり大谷川、相川の水がはけないために一時遊水地

域として昔より利用されてきた所である。……当地区もいずれは締め切られるであろうが、締

め切られるまでには、杭瀬川高渕の引き堤、相川、大谷川合流点から杭瀬川までの河道改修が

行われた後になろう。そうでないかぎり、この洗堰を締め切ればその結果として、他の地区に

その効果がおよび、より以上の災害が起こることは必至である。又、洪水は最終的には人為に

制禦し得ないという立場をとるべきであり、超過洪水（計画規模を越えた洪水）が発生した場

合により被害を小さくするにはこのような遊水地域はぜひとも必要である 「……最も問題と。」

なったのは、大垣市十六町（注：荒崎地区）の湛水状況である。本地区は洗堰の設けられた遊

、 、 。水地域であり 現状においては 建築基準法の災害危険区域の指定を受けるような地域である

治水面からみた流域の土地利用のあり方を制度的な手法も加えながら検討する時期に来ている

のではなかろうか 」とある。。
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本来ならば家屋の建て得ない所を「優良な住宅地」と信じて移り住んできた荒崎地区住民は、

必然的に、繰り返し水害被害に遭うことになってしまった。この地区に生活している人々は土地

を売って出ていくことさえできない。縦割り行政の被害者である。

この地域の水害対策はまだまだ途上である 「１／５０に対応する」という現計画（ 相川全体。 「

計画」 年）が達成されるには、あと５０年以上かかると言われている。そしてむしろ、徳山1996
ダム建設優先の予算配分により、対策が後回しにされたと言える（ 年、当初予算ではつかな2004
かった徳山ダム事業に予算をつけるためになされた「治水特別会計の項の間の移用」のありよう

－まさに頻発する水害が問題となっている箇所の河道改修予算を削って徳山ダム建設工事に回し

た－でよく分かる 。）

「治水事業は果てることのない事業なのである」

そしてすべての洪水を河道に押し込めることは出来ない。・・・

、 、 （ ）だからこそ 年の河川法改正があり 年 月 日の事務次官通達 建河政発第２号1997 1998 1 23
の「二」などが出されたのではないか？

淀川委の継続性を断ち切り、全国で「ヤラセ（都合の良い”識者”からの意見聴取）とシカト

（住民意見は聞き置くだけ。実質は無視）の１６条の２の運用」を行って、そして治水事業は進

「 」 「 」むのか？ 治水とは そこに暮らす民の安寧 ではないのか？ 住民の理解の得られない 計画

はどんなものであれ、治水の名に値しない。

今、河川局は１６条の２の運用を、河川法改正以前の「拠らしむべし知らしむべからず」へと

逆行－「先祖返り」－させようとしている＊。この逆行はまさに「国家百年の大計」を危うくす

るものである。

＊ 年 月に出された 逐条解説 河川法解説 河川法研究会 編 大成出版社 で 昭2006 10 「 」（「 」 ） 、「

和四十年の河川法施行後における法改正の概要」として ～ にわたるスぺースを割きなP9 P14
がら、 年の河川法改正の「目玉」である地域の意向の反映についてはたった２７文字しか1997
記載されていない。そこに河川管理者の「先祖返り」姿勢が表れている（ 河川法研究会」は河「

川管理者とは別物である云々という「反論」は無用である。河川局の現役職員が－仕事中に－

この編纂に関わっていることは明らかなのだから 。）

河川管理者の猛省を促したい。淀川水系流域委員会を「休止」という名で断絶させてはならな

い。

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

１１月２４日付意見書で、私は以下のように書いた。

「およそ河川というもの 「当該河川の特性」についての深い知識・専門性の上に立って政治的」

中立性を保持した「行政」を執行する河川管理者、という住民からの信頼がなければ、どんな立

派な整備計画を策定しても、治水事業は前に進みません。

河川管理者への期待であり、河川管理者が淀川委を設置したことによって繋いできた市民・住

民の希望の表明である。

河川管理者に河川法改正の原点に立ち返ることを求めたい。

そして、今や淀川委が風前の灯状態におかれているとしても、淀川委委員の方々が、その委嘱

された責務の最善を尽くして 「河川とは何か 「治水とは何か」を再度河川管理者に伝えて下さ、 」

ることを切望する。

別添で 資料１（略） 資料２以上



流域委員会に対して頂いた意見

2007年10月9日 岐阜県大垣市在住 女性 からのご意見

河川部長発言について
（１）「多摩川」の例を自画自賛しておられたが、異論意見も多々耳にしている。
「多摩川」に関わった人から何らかのまとめた「評価」があれば次回に資料として提出した。他の水系で

の取組の紹介は否定しないが「行政の都合の良いところを都合の良いように紹介する」では不信感を招くの
み。
（２）「“徳山ダム絶対反対”というのは１０件もなかった」―ＳＯ Ｗｈａｔ？
私は徳山ダム建設を今なお容認していないが「徳山ダム絶対反対」などという意見は寄せない。「徳山ダ

ム絶対撤去」は望むところではあるが、費用等で「現実的意見」であると考えないから言わないだけである。
河川部長発言について

関口委員へ
木曽川水系の水資源政策については、本日の意見書の中心部分を書いた伊藤教授の著作（４冊ほど）

を是非お読み下さい（素人でも読めます）

◎「Ｈ６以上渇水被害」として１９時間断水記事を載せることで“勘違い”を誘導している（「導水路検討会（第
７回）」参考資料Ｐ１１の木曽川大堰直下の写真を外したのは前進というべきか巧妙化というべきか）

◎水系総合運用については長良川河口堰建設が問題になっているときから提言している（水利権のあり方
も当然）新たな施設を作る「言い訳」に「他人のフンドシ」を利用したということだ。長良川河口堰、徳山ダムを
建設に着手する前に検討すべきことを検討せず、大規模施設建設後に「良いことを言う」―総論良いこと、
各論目茶苦茶
そろそろこの負のサイクルをやめたらどうか？一方でちゃっかり施設建設は位置づけつつ

・「導水路」（下流施設）の「木曽川大堰直下」はごまかしになっている。もっと具体的に説明すべき（“直下”１
１ｃｍは何故４㎥/ｓか不要なのかも不明）

・「水利権はもっている者が自由に使い道を決められる」がごとき誤解を河川管理（＆委員長）はあえて解こ
うとしなかった。
辻本委員長は河川管理者になり代わって説明されることもしょっちゅうなのに（河川管理者より説明は要領
を得ていて的確！）こういうときは誤解を放置されるーＷｈｙ？

・他水系との違い（渇水対応）を「地盤沈下」で説明するーこれはちょっとひどい

・それから利根川水系の大きな「水がめ」とはどこですか？

意見内容
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